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雇用調整助成金とは 

 

 





雇用調整助成金

 景気の変動、産業構造の変化等に伴う経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされ、休
業等（休業及び教育訓練）又は出向を行った事業主に対して、休業手当、賃金等の一部が支給さ
れます。

【主な受給の要件】

(１) 最近6か月間に、以下に該当する事業活動の縮小等を 

余儀なくされた事業主であること 

 生産量が対前年同期比で10％減 
 雇用量が増加していないこと 

(２) 従業員の全一日の休業または事業所全員一斉の短 

時間休業を行うこと 

又は 

(３) 3か月以上1年以内の出向を行うこと

・大型倒産等事業主などの特定の事業主については（1） 

と要件が異なります。詳しくは最寄りのハローワークにお

問い合わせください。 

○主な特例措置

・不良債権処理の影響に伴う特例（平成14年12月20日から 

当分の間） 

 雇用調整方針をハローワークに届け出た事業主について

は、生産量が減少していなくても対象となります。（雇用量

については原則どおり。）

【受給額】

○休業等

休業手当相当額の1/2 

（中小企業事業主は2/3） 

支給限度日数：3年間で150日（最初の1年間で100日分

まで）まで 

（大型倒産等事業主など特定の事業主については、支

給限度日数が異なります。詳しくは最寄りのハローワー

クにお問い合わせください。） 

  休業期間中に教育訓練を行う場合は上記の金額に訓練

費1,200円/人日を加算

○出向

出向元で負担した賃金の1/2 

（中小企業事業主は2/3） 

【問い合わせ先】

 最寄りのハローワーク

詳細な説明にアクセス（PDF版）

給付金のご案内トップへ戻る
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 資料出所：http://www.mhlw.go.jp/general/seido/kyufukin/a01-1.html



事業活動の縮小に伴い雇用調整を行った 

事業主の方への給付金 

  雇用調整助成金 

 景気の変動、産業構造の変化等に伴う経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされ、休業

等（休業及び教育訓練）又は出向を行った事業主に対して、休業手当、賃金又は出向労働者に係る

賃金負担額の一部を助成するもので、失業の予防を目的としています。 
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給できる事業主 

給できる事業主は、次の①から⑥までのいずれにも該当する事業主です。 

雇用保険の適用事業の事業主 

次のいずれかに該当する事業主 

 一般事業主（下記ロ～ホ以外の事業主） 

 中小企業経営革新支援法の規定に基づき承認された経営基盤強化計画に係る特定組合等の構成員であ

る中小企業事業主（経営基盤強化事業主） 

 特に雇用の維持その他の雇用の安定を図る必要があるものとして厚生労働大臣が指定する地域（雇用

維持等地域）内に所在する事業所の事業主（雇用維持等地域事業主） 

 厚生労働大臣が指定する事業主（大型倒産等事業主）の下請事業主 

 認定港湾運送事業主 

景気の変動、産業構造の変化等に伴う経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主 

 「景気の変動、産業構造の変化等に伴う経済上の理由」とは、景気の変動及び産業構造の変化並びに

地域経済の衰退、競合する製品・サービス（輸入を含む。）の出現、消費者物価、外国為替その他の価格

の変動等の経済事情の変化をいいますので、以下に掲げる理由による事業活動の停止又は縮小によって

は、雇用調整助成金の支給対象となりません。 

(ｲ) 例年繰り返される季節的変動によるもの 

(ﾛ) 事故又は災害により施設又は設備が被害を受けたことによるもの 

(ﾊ) 法令違反若しくは不法行為又はそれらの疑いによる行政処分又は司法処分によって事業活動の全部

又は一部の停止を命じられたことによるもの（事業主が自主的に行うものを含む。） 

 雇用調整助成金の支給を受ける前提となる「事業活動の縮小」とは、以下に該当するものであって、

事業活動の縮小の理由が、事業主が尽くすべき責務を尽くした上でやむを得ないものと認められるもの

をいいます。 

(ｲ) ②のイに該当する事業主の場合 

  生産量などの事業活動を示す指標の最近6か月間の月平均値が前年同期に比べ10％以上減少してお

り、かつ、雇用保険被保険者数による雇用量を示す指標の最近6か月間の月平均値が前年同期に比べ増

加していないこと 

 ※ ただし、平成14年12月20日から当分の間、不良債権処理の影響により、 

  a 出向（従業員を在籍出向及び移籍出向による一時的な出向せざるを得ないと考えている場合） 

  b 休業等（多角化していた事業の特定分野への集中または新分野進出までの間の休業、教育訓練を

考えている場合） 
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    等の雇用調整を行わざるを得ない事業主が、雇用調整の見通しと対象者等を盛り込んだ「雇用調整

方針」を策定し、公共職業安定所に届け出た場合は、雇用保険被保険者数による雇用量を示す指標の

最近6か月間の平均値が前年同期に比べ増加していないこと。（(ｲ)の生産量低下要件がかかりません。） 

   ※ また、平成15年５月15日から同年11月14日までの間、SARS（重症急性呼吸器症候群）のまん延状

況等を踏まえ、厚生労働省が不要不急の旅行を延期するよう勧告を発している地域に対して人の移

動を伴う事業を行っており、平成14年度の当該地域に係る売り上げ等が当該年度の全売上高等の

15％以上である事業主にあっては、生産量などの事業活動を示す指標の最近２か月間の月平均値が

前年同期に比べ15％以上減少しており、かつ、雇用保険被保険者数による雇用量を示す指標の最近

６か月間の月平均値が前年同期に比べ増加していないこと。 

  (ﾛ) ②のロからホのいずれかに該当する事業主の場合 

    生産量などの事業活動を示す指標の最近3か月の月平均値が前年同期に比べ減少しており、かつ、雇

用保険被保険者数による雇用量を示す指標の最近3か月間の月平均値が前年同期に比べ増加していな

いこと 

④ それぞれ次のいずれにも該当する休業等（休業及び教育訓練）又は出向を行い、休業手当若しくは賃金

を支払い、又は出向元事業主が出向労働者の賃金の一部を負担する事業主 

 イ 休業等（休業及び教育訓練）の場合 

  (ｲ) 対象期間内に行われるものであること 

  (ﾛ) 次の休業又は教育訓練であること 

  （休業） 

  ａ 所定労働日の全一日にわたるものであること 

  ｂ 所定労働時間内に当該事業所における対象被保険者全員について一斉に1時間以上行われるもの 

  ｃ 休業手当の支払いが労働基準法第26条の規定に違反していないものであること 

  （教育訓練） 

  ｄ 所定労働日の所定労働時間に全一日にわたり行われるものであること（自事業所内で行われる場合） 

  ｅ 就業規則等に基づいて通常行われる教育訓練ではないこと 

  ｆ 当該訓練の職種等の内容についての知識又は技能を有する指導員等により行われるものであること 

  ｇ 事業主が自ら事業所内で実施するもの（生産ライン又は就労の場における通常の生産活動と区別し

て行われるものに限る。）又は公共職業能力開発施設等に委託して実施するものであること 

  ｈ 受講者に支払われる手当の額が労働基準法第26条の規定に違反していないものであること 

  (ﾊ) 労使間の協定による休業又は教育訓練であること 

  (ﾆ) 判定基礎期間における休業等（休業及び教育訓練）の延日数が所定労働延日数の1／15（中小企業事

業主にあっては1／20）以上となるものであること 

 ロ 出向の場合 

  (ｲ) 対象期間内に開始されるものであること 

  (ﾛ) 出向期間が3か月以上1年以内であること 

  (ﾊ) 出向労働者に出向前に支払っていた賃金とおおむね同じ額の賃金を支払うものであること 

  (ﾆ) 労使間の協定によるものであること 

  (ﾎ) 出向労働者の同意を得たものであること 

  (ﾍ) 出向元事業主と出向先事業主との間で締結された契約によるものであること 

  (ﾄ) 雇用調整助成金の対象となる出向の終了後6か月以内に当該労働者を再度出向させるものでないこ

と 
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  (ﾁ) 出向元事業所において、他の事業主から雇用調整助成金の支給対象となる出向労働者を受け入れて

いないこと 

  (ﾘ) 人事交流のため等雇用調整を目的としていないで行われる出向でなく、かつ、出向労働者を交換し

あうこととなる出向でないこと 

  (ﾇ) 資本金、経済的・組織的関連性等からみて、出向助成金の支給において独立性を認めることが適当

でないと判断される事業主間で行われる出向でないこと 

⑤ ④の休業等（休業及び教育訓練）又は出向の実施について、事前に公共職業安定所に届け出られたもの

であること 

⑥ 休業等（休業及び教育訓練）又は出向に関して、必要な書類が整備･保管されていること 

 

 注意 

① 次のいずれかに該当する場合には、この助成金は支給されません。 

 イ 助成金の支給を行う際に、休業等（休業及び教育訓練）又は出向の実施に係る事業所において成立す

る保険関係に基づく前々年度より前の年度に係る労働保険料を滞納している場合 

 ロ 悪質な不正行為により本来受けることのできない助成金等を受け又は受けようとしたことにより3年

間にわたる助成金の不支給措置が執られている場合 

② 次のいずれかに該当する場合にも助成金が支給されないことがあります。（特例短時間休業を実施する場

合に次のイ、ロに該当する場合、例外なく相殺の対象となる。） 

 イ 休業等（休業及び教育訓練）を実施する一方で、残業や休日出勤を行うような場合 

 ロ 年間所定労働日数を前年と比べて増加させる場合 

③ 次のいずれかに該当する労働者を休業等及び出向させても対象とはなりません。 

イ 同一事業主に引き続き被保険者として雇用された期間が6か月未満である者 

 ロ 解雇を予告された者 

 ハ 日雇労働被保険者 

 ニ 雇用開発助成金等の支給対象となる者 

④ 不正行為により本来受けることのできない助成金を受け又は受けようとした場合には、これにより助成

金の支給を受けることができないこととなった日後3年間助成金を受けることができなくなることがあり

ます。 

⑤ 助成金の支給申請から支給決定までの間及び支給終了後において総勘定元帳等の帳簿の提示を求めるこ

とがありますのでご承知願います。 

 

 
受

① 

し

練

あ

 注

 注

 

給できる額 

受給できる金額 

休業等（休業及び教育訓練） 出向 

厚生労働大臣が定める方法により算定 

た額（1人1日）×下記の助成率教育訓 

は上記に加えて訓練費として、1人1日 

たり1,200円 

出向元事業主の 

負担額×下記の助成率 

1／2（2／3） 1／2（2／3） 

１ （ ）内は中小企業事業主に対する助成率です。 

２ 受給額は1人1日あたり雇用保険基本手当日額の最高額を限度とします（訓練費は限度額に含みません。）。 
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② 受給できる期間 

  休業等（休業及び教育訓練）を実施した場合は、次の対象事業主ごとの対象期間内に行われた休業等（休

業及び教育訓練）に係る期間、出向を実施した場合は、対象期間に開始された1年以内の出向に係る期間に

ついて助成金の支給の対象となります。 

  ただし、休業等（休業及び教育訓練）に係る助成金は、対象被保険者数に以下の事業主ごとの支給限度

日数を乗じたものが支給限度となりますので、これを超える日数については支給対象となりません。 

 イ 受給できる事業主の②イの一般事業主の場合 

   休業等（休業及び教育訓練）を行う旨を最初に届け出た（休業等（休業及び教育訓練）の実施計画届）

際に、当該事業主が指定する雇用調整の初日から起算してクーリング期間※を含む3年間（支給限度日数

は最初に指定する1年間で100日。3年間で150日。） 

   出向を行う旨を最初に届け出た（出向の実施計画届）際に、当該事業主が指定した雇用調整の初日か

ら起算して1年間 

 ロ 受給できる事業主の②ロの経営基盤強化事業主の場合 

   経営基盤強化事業主として休業等（休業及び教育訓練）又は出向を行う旨を最初に届け出た（休業等

（休業及び教育訓練）又は出向の実施計画届）際に、当該事業主が指定した雇用調整の初日から起算し

て1年間（支給限度日数100日） 

  ※ 一般事業主又は経営基盤強化事業主としての前回の対象期間（初日から1年間）後1年間を経過した

日の後でなければ、対象期間の初日の指定はできません。なお、厚生労働大臣が「雇用に関する状況

が全国的に悪化した」と認める場合に厚生労働大臣の定める期間（6か月間。平成16年４月1日現在指

定されていません。）に上記の雇用調整を行った事業主は、その最終実施日の翌日から起算して1年間

を経過した日後に利用可能期間の初日の指定ができます。 

 ハ 受給できる事業主の②ハの雇用維持等地域事業主の場合 

   地域ごとに厚生労働大臣の指定する日から起算して1年間（支給限度日数100日） 

 ニ 受給できる事業主の②のニの大型倒産等事業主の下請け事業主 

   大型倒産等事業主ごとに厚生労働大臣が指定する日から起算して2年間（支給限度日数200日） 

 ホ 受給できる事業主の②のホの認定港湾運送事業主の場合 

   事業主ごとに認定を受けた日から2年間（支給限度日数200日） 
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給のための手続 

休業等（休業及び教育訓練）の場合 

 受給しようとする事業主は、事業主の選択により、一の判定基礎期間（歴月又は賃金締切日が定めら

れている場合は賃金締切期間）又は２もしくは３の連続する判定基礎期間（連続判定期間）ごとに休業

等（休業及び教育訓練）を開始する日の前日までに休業等（休業及び教育訓練）協定をした書面（写）

及び教育訓練を行う場合は通常実施している教育訓練の状況を示す就業規則等の書類（写）を添えて、

休業等（休業及び教育訓練）実施計画（変更）届を公共職業安定所に提出してください。 

 対象期間について最初に休業等（休業及び教育訓練）実施計画（変更）届を提出する場合は、雇用調

整の初日の2週間前までに提出してください。 

 次に、上記イで当該事業主が選択した判定基礎期間又は連続判定基礎期間ごとにその末日の翌日から1

か月以内に休業等（休業及び教育訓練）が協定に定めるところによって行われたものであることについ

ての労働組合等の確認を経て、雇用調整助成金（休業等）支給申請書を公共職業安定所に提出してくだ

さい。 
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② 出向の場合 

 イ 受給しようとする事業主は、出向労働者の出向を開始する日の2週間前までに、出向協定をした書面

（写）及び出向契約書（写）を添えて、出向実施計画（変更）届を公共職業安定所に提出してください。 

 ロ 次に、当該出向労働者の出向を開始した日から起算して最初の6か月を第1期、次の6か月を第2期とす

る各期の経過後2か月以内に、当該出向協定に定めるところによっておこなわれたものであることについ

て労働組合等の確認、当該出向が出向契約に定めるところによっておこなわれたものであることについ

ての出向先事業主の確認及び出向労働者の当該出向に関する同意の確認を得て、雇用調整助成金（出向）

支給申請書を公共職業安定所に提出してください。 

（参考）雇用調整助成金の受給手続 
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資料出所：http//www.whlw.go.jp/general/seido/kyufukiu/pdf/01.pdf



 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査票・単純集計 
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          整 理 番 号 
 厚生労働省要請  
        
 
 

雇用調整助成金受給事業所の経営実態に関する調査 
 
 この調査は、今後の雇用調整助成金のあり方を考える上で必要な情報を収集することを

目的に昨年７月に厚生労働省雇用開発課が各都道府県の労働局を通じて協力を依頼しま

した第一次調査「雇用調整助成金に関するアンケート」に引き続き、独立行政法人労働政

策研究・研修機構が実施致します第二次調査です。 

 
 
 
 

1．この調査票にご記入いただいた内容はすべて統計的に処理され、回答が他にも

れることはありませんので、ありのままをご記入下さい。 
2．ご回答は、 ・あてはまる番号に○印をつけていただくもの   があります。 

 ・   や（  ）に具体的にご記入いただくもの   
3．ご回答の内容によって、次の設問がとぶ場合があります。あてはまる番号に○

印をつけてから、指示に従ってお進み下さい。 
4．この調査は、基本的に事業所を単位として行っています。従って、調査票に特

別な断り書きのない限り貴事業所の状況についてお答え下さい。 
5．調査票の中では、平成 13 年 10 月 1 日から平成 14 年 3 月 31 日までを支給対象

期間の始期とする雇用調整助成金に関する事項について主におたずねしています。 
6．ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒で、1 月 14 日を目途にご投函下さい。 
7．調査結果をご希望の方には、まとまり次第、結果の要約を無料で送付致します

ので、必要事項を記入して下さい。 
8．独立行政法人労働政策研究・研修機構とは（ホームページ URL//:WWW.jil.go.jp) 

厚生労働省所管の独立行政法人で、労働・経営・産業分野における政策立案の

ための調査研究、情報収集・提供などの活動を行っております。 
9．この調査につき、ご不明な点がありましたら下記にお問い合わせ下さい。 

 
（独）労働政策研究・研修機構  企業と雇用研究担当 
   藤本 真 (03-5991-5153) 
   中村 良二(03-5991-9092） 
   立道 信吾(03-5991-5135) 
  〒177-8502  東京都練馬区上石神井 4-8-23 
  FAX 03-3594-1114 E-MAIL fujimoto@jil.go.jp 
  rjnak@jil.go.jp 
  shingot@jil.go.jp 

 

記入にあたってのお願い 



－172－ 

Ⅰ．貴事業所が雇用調整助成金を受給した時の状況についてうかがいます。              
 
問 1 貴事業所で、雇用調整助成金の支給対象となった従業員について、うかがいます。なお、ここでお

うかがいしている雇用調整助成金は、平成 13 年 10 月 1 日から平成 14 年 3 月 31 日までを支給対象期

間の始期とするものです。 
 
（1）対象者の年齢層別の人数を、以下にご記入ください。 

19 歳以下（有効回答数：783） 0.79 名 
20 歳代（有効回答数：787） 14.54 名 
30 歳代（有効回答数：786） 20.55 名 
40 歳代（有効回答数：785） 16.74 名 
50 歳以上（有効回答数：786） 19.30 名 
合計（有効回答数：789） 72.68 名 

 
（2）仕事経験が 10 年以上のベテラン社員はどの位の割合を占めていましたか（n＝814）。 

1  2 割未満      7.5 3  5 割以上 8 割未満  45.2 
2  2 割以上 5 割未満  22.2 4  8 割以上 22.5 
  無回答 2.6   

 
（3）非正社員（パート・アルバイト、有期契約の社員など）は含まれていますか（n＝814）。  

1  含まれている → 13.68 名（平均） 34.5 2  含まれていない  63.4
    無回答  2.1 

 
（4）対象者が従事していたのはどの職種ですか。あてはまるものすべてに○をしてください（n＝814）。 

 ＊＊「単純工」…製造現場や建設現場での作業のうち、技能などの修得を特に必要としない簡単な作業

に従事している方々を指します。 

1  管理職    50.2 6  運輸・通信職 8.1   
2  事務職 69.8 7  技能工 73.8 
3  専門・技術職 52.0 8  単純工 49.4 
4  営業・販売職 31.4 9  その他 3.2 
5  サービス職 2.9  (具体的に：            ) 
  無回答 1.5   

 
（5）対象者の現在の状況について、以下に該当する人数をそれぞれご記入下さい(各欄の数字は平均値)。 

 現在も貴事業所で働いている 55.85 名 
 現在は貴事業所にいない 17.12 名 

 （貴事業所にいない対象者の内訳）  
 同じ会社の、他の事業所に移った 1.95 名 
 他社に転職した 5.06 名 
 自分で事業を営んでいる 0.16 名 
 失業中である 0.29 名 
 引退した 2.82 名 

 

 不明 6.56 名 



－173－ 

問 2 貴事業所では、雇用調整助成金受給のための計画を提出したのと同時期に、雇用調整助成金の対象

（休業・出向・教育訓練）以外の雇用調整策を実施しましたか。次のうち、あてはまるものすべてに

○をしてください（n＝814）。 
 

1 7
2 
3 

8

4 
5 

9

6 

 臨時工・期間工・パートの雇い止め 15.6 
 残業規制    52.5 
 採用の停止・削減   40.7 
 配置転換        10.8 
 従業員の賃金カット     23.8 
 希望退職の募集   10.8 

  

10

 従業員の解雇   5.7 
 その他    1.6 
 （具体的に：         ） 
 雇用調整助成金の対象とならない休業・ 
 出向・教育訓練    5.3 
 雇用調整助成金の対象となる雇用調整策 
 以外は実施していない   29.4 

   無回答 3.2 
 
問 3 雇用調整助成金の受給前に、貴事業所の業績が悪化した理由は何ですか。あてはまるものすべてに

○をしてください（n＝814）。          
 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 

 取り扱っている製品・サービスの顧客数が減少した     31.3 
 取り扱っている製品・サービスの価格競争が激化した   38.5 
 主要な顧客が経営不振におちいり、受注が減少した     52.1 
 主要な顧客の海外生産シフトにより、受注が減少した    33.4 
 主要な顧客が国内における取引先の変更・再編をおこない 受注が減少した  16.0 
 自然災害により、事業活動を従来どおり進めることができなくなった   0.9 
 その他（具体的に：                     ）    15.8 

      無回答           1.1 
 
問 4 雇用調整助成金受給のための計画を提出する前の半年間、貴事業所の毎月の売上高はどのように変

化してきましたか。以下のうち、貴事業所の状況に最も近いものに○をしてください（n＝814）。 
 

1  減少しつづけた 58.7 2  途中まで変化はなく、その後減少した 
     25.6 

3  途中まで増加し、その後減少した 7.4 4  さほど変化はなかった 6.4 
      無回答 2.0                               

 

以下では、主に雇用調整助成金支給のための計画提出後、現在に至るまでの貴事業所の状況についてうか

がいます。 
 
Ⅱ．貴事業所の経営についてうかがいます。                                       
 
問 5 貴事業所の主な生産・販売活動の分野は次のうちどれにあたりますか。①雇用調整助成金受給のた

めの計画提出時と、②現在のそれぞれについて、あてはまるもの１つに○をしてください。（n＝814） 
 

 ①計画提出時 
（１つに○） 

②現在 
（１つに○） 

製品やサービスを直接、最終消費者に販売する 1   7.7 1   8.8 
製品やサービスを問屋や他のメーカーなどを通じて、 
最終消費者に販売する 2  23.3 2  21.9 
部品または材料を加工・生産して不特定のユーザーに 
販売する 3  18.1 3  19.4 
部品または材料を加工・生産して、少数のユーザーに 
販売する 4  45.7 4  43.7 
             無回答 5.2 無回答  6.1 
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問 6 雇用調整助成金受給のための計画提出後現在まで、製品・サービスの価格をめぐる国内外の同業他

社との競争はどのような状況でしたか。「価格競争はほとんどない」を１、「価格競争は非常に激し

い」を５として、５段階評価で判断した場合に、あてはまる番号に○をしてください（n＝814）。 
 
 価格競争は   中 間  価格競争は 
 ほとんどない    非常に激しい 
 1 ______________ 2 ______________ 3_______________4 ______________5 
 3.8 4.5 17.7 32.2 39.7 

   無回答 2.1  
 
 
問 7 貴事業所の取引関係についてうかがいます。 
 
（1）雇用調整助成金受給のための計画提出後現在までに、取引高がもっとも多い取引先への依存度はど

う変わりましたか。あてはまる番号に○をしてください（n＝814）。 

  増 加 やや増加 不 変 やや減少 減 少 
 1 ______________ 2 ______________ 3_______________4 ______________5 
   7.0 12.3 36.4 24.2 18.7 

   無回答 1.5 
 
（2）現在、取引高がもっとも多い取引先からの売上高が、貴事業所の売上高全体に占める割合はどのく

らいですか（n＝814）。 

1 3
2 

 20％未満 22.7 
 20％以上 50％未満 34.9 4

 50％以上 80％未満 18.6 
 80％以上 21.5 

    無回答     2.3  
 
（3）現在、最も取引高の多い取引先の立地地域はどこですか。また、雇用調整助成金受給のための計画

提出後現在までに、取引高が増えた、あるいは減った取引先の立地地域はどこですか（n＝814）。 

計画提出後、現在までに 
取引高が増えた取引

先の立地地域 
取引高が減った取引

先の立地地域 

 現在、最も取引高の

多い取引先の立地地

域 
（1 つに○） (あてはまるものすべてに○) 

地元 1  26.3 1  18.4 1  20.3 
立地都道府県内 2  17.8 2  18.2 2  17.2 
近接の都道府県及び一円 3  22.9 3  25.2 3  20.3 
その他の国内 4  26.0 4  26.0 4  26.8 
海外 5   4.3 5   9.1 5   4.1 
            無回答   2.7 無回答   21.0 無回答 26.0 

 
（4）貴事業所は、特定企業（親企業）の協力会に加盟していますか。あてはまるもの１つに○をしてく

ださい（n＝814）。 

1 
2 
3 
4 

 計画提出時から現在に至るまで加盟している 37.8 
 計画提出時には加盟していたが、現在は加盟していない 4.3 
 計画提出時から現在に至るまで加盟していない 49.3 
 わが社は製造業の企業ではない 6.0 

     無回答  2.6  
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問 8 雇用調整助成金受給のための計画提出後現在まで、貴事業所の資金繰りの状況はどのようなもので

したか。あてはまる番号に○をしてください（n＝814）。 
 
 厳しかった やや厳しかった どちらとも それほど 厳しく 
   いえない 厳しくなかった なかった 
 1 ______________ 2 ______________ 3_______________4 ______________5 
 28.0 32.2 24.3 11.1 2.3  

   無回答 2.1 
 
問 9 貴事業所では、雇用調整助成金受給のための計画提出後現在までに、事業を立て直すための新たな

取り組みを行いましたか。次のうちあてはまるものすべてに○をしてください（n＝814）。 
 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 

10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 

 新製品の開発など、取り扱う製品・サービスの拡大 40.7 
 取り扱う製品・サービスの絞りこみ 1 4.3 
 国内向け製品への転換 2.2 
 ソフト・意匠・設計部門の強化 6.9 
 営業部門を強化し、販売ルートを開拓 31.2 
 インターネットを活用した受発注 12.9 
 部品・原材料などの調達コストの削減 54.8 
 人件費の削減や要員管理の見直し 69.5 
 自動化・省力化投資の強化 19.9 
 高精度・高品質化のための設備投資 19.7 
 遊休資産の売却や不採算部門からの撤退など、財務体質の改善 19.2 
 生産管理・販売管理・プロジェクト管理など全般的な管理手法の改善 26.0 
 外注化（アウトソーシング）の徹底 15.4 
 異業種交流活動の強化 4.1 
 その他（具体的に：                       ） 3.4 
 事業建て直しのための新たな取り組みは特にはおこなわなかった 2.6 

   無回答    1.2  

 
問 10 貴事業所の、①雇用調整助成金受給のための計画提出時と、②現在の二時点における経営見通しで、

最も近いのはどれですか。時点毎にあてはまるもの１つに○をしてください（n＝814）。 
 

 ①計画提出時 
(１つに○) 

②現在 
（１つに○） 

まだまだ成長の見込みはある 1   9.3 1  22.7 
従来どおりの経営で何とかやっていける 2  13.3 2  12.5 
合理化を徹底すれば、何とかやっていける 3  54.8 3  45.5 
国内外の競争が厳しく、生き残りは難しくなっている 4  18.2 4  13.9 
転廃業・事業所閉鎖を検討している 5   1.5 5   2.3 
  無回答 2.9 無回答 3.1 

 
問 11 同業種･同規模の事業所と比較すると、貴事業所は現在、どの程度の業績をあげていますか。a～c

それぞれの項目についてあてはまる番号１つに○をしてください（n＝814）。 
 

 相当上回

っている 
やや上回

っている

ほぼ同じ

程度 
やや下回

っている

相当下回

っている

わからない 無回答 

a. 売上高 1 2.9 2 19.9 3 30.7 4 20.8 5 7.5 6 14.6 3.6 
b. 労働生産性 1 2.1 2 22.4 3 32.3 4 19.5 5 5.7 6 14.5 3.6 
c. 利益率 1 2.6 2 19.0 3 28.6 4 21.7 5 9.5 6 15.0 3.6 
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問 12 雇用調整助成金受給のための計画提出後現在まで、貴事業所の営む事業分野は、業界全体としてど

のような状況でしたか。「非常に停滞している」を１、「非常に好況である」を５として、５段階評

価で判断した場合に、あてはまる番号に○をしてください（n＝814）。 
 
 非常に やや どちらとも やや 非常に 
 停滞している 停滞している 言えない 好況である 好況である 
 1 ______________ 2 ______________ 3_______________4 ______________5 
 18.8 25.2 24.3 27.5 2.2 

   無回答 2.2 
 
 
Ⅲ．貴事業所における人事管理についてうかがいます。                       
                                                              
問 13 貴事業所では、雇用調整助成金受給のための計画提出後現在までに、次のような人事労務管理の取

り組みを行いましたか。あてはまるものすべてに○をしてください（n＝814） 
 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 

10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 

 賃金制度の導入・整備 16.2 
 賃金における成果・業績反映部分の導入・拡大 27.9 
 人事評価制度の導入・整備 19.7 
 苦情処理制度の導入・整備 3.7 
 非正社員（パート、アルバイト、契約社員）の活用拡大 39.8 
 請負や派遣など外部人材の活用拡大 26.8 
 外国人労働者の活用拡大 2.9 
 現場従業員の多能工化 51.2 
 専門工や高度な専門的人材の養成・確保 11.4 
 親会社や取引先からの人材の受け入れ（応援・出向・転籍） 7.5 
 定年延長や再雇用による高齢者の活用 34.0 
 女性の活用拡大 8.2 
 教育訓練体系の導入・整備 9.6 
 新規学卒者の採用 14.9 
 中途採用 27.1 
 ワークシェアリング 5.9 
 職場の作業環境改善 23.1 
 食堂や寮、慶弔見舞金など福利厚生の充実 3.7 
 その他（具体的に：                        ） 1.1 
 人事労務管理上の取り組みは特に行わなかった 7.2 

      無回答    2.0 
 
問 14 貴事業所では、雇用調整助成金受給のための計画提出後現在までに、次のような従業員の教育のた

めの取り組みをおこないましたか。あてはまるものすべてに○をしてください（n＝814）。 
 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 

10 
11 

 部下指導マニュアルの作成 6.9 
 上司に部下育成計画書を作成させる 7.6 
 改善提案の奨励 48.3 
 複数業務を経験させるため、計画的に配置転換 31.4 
 教育目的での親会社・取引先からの人材受け入れ（応援・出向・転籍） 5.5 
 業務のマニュアル化・文書化の促進 33.4 
 専門学校やメーカーでの研修に通わせる 7.0 
 地域の職業訓練校などに通わせる 4.4 
 地元の経済団体や同業組合の研修会に参加させる 14.9 
 その他（具体的に：                     ） 5.0 
 従業員の教育のための取り組みは特にしていない 20.1 

   無回答 2.9 
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問 15 雇用調整助成金受給のための計画提出後現在まで、貴事業所の事業を支えてきた中核的人材につい

てうかがいます（n＝765）。 

（1）貴事業所の中核的人材はどのような人材ですか。次の中からあてはまるものすべてに○をしてくだ

さい（n＝814）。 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 

 製品やサービスの開発を担当する技術者・企画担当者 29.9 
 IT（情報通信技術）に詳しい技術者 17.0 
 複数の機械あるいは工程をこなすことができる多能工 62.4 
 特定の技能領域で高度な技能を発揮する熟練工 41.8 
 生産現場やプロジェクトの管理を担当する管理職層 42.8 
 販売ルートの開拓・確保を担当する営業職 28.3 
 資金調達や予算管理などを担当する経理担当者 22.5 
 従業員の評価・処遇や教育について担当する人事担当者 10.3 
 その他（具体的に：                 ） 0.9 

    無回答 3.8 
 
（2）貴事業所では、雇用調整助成金受給のための計画提出後現在までに、中核的人材を引きとめるため

の取り組みを行いましたか。次のうち、あてはまるものすべてに○をしてください（n＝814）。 

1 5
2 
3 

6

4 

 月例給や賞与の額を上げる 22.7 
 裁量性の高い仕事を与える 22.1 
 苦情処理により積極的に対応する 7.9 
 教育訓練機会の整備、充実 13.9 7

 福利厚生の充実 4.4 
 その他 3.1 
 （具体的に：        ） 
 特別な取り組みはしていない 50.2 

     無回答  3.2 
   

 Ⅳ．貴事業所・貴社についてうかがいます。                           
 
Ｆ１ 貴事業所も含めて、貴社に所属する事業所の数はいくつですか（n＝814 )。 

1  １つ  61.2 2  ２つ以上  37.2      無回答  1.6 
 ↓ 
 付問 貴事業所は、次のいずれに該当しますか（n＝303） 

1  本社事業所  55.1 2  本社以外の事業所  43.2
       無回答  1.7 
 
Ｆ２ 貴事業所は、同様の事業を営む事業所が集まった、いわゆる「集積地域」に立地していますか。 

（n＝797） 

 1  立地している  19.1  2  立地していない  80.9     無回答 0.0 
 
Ｆ３ 貴事業所では、雇用調整助成金受給のための計画提出後現在までに、以下のような組織改編を経験

しましたか。あてはまるものすべてに○をしてください（n＝814）。 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 

 事業所の一部が分離し、独立 2.7 
 事業所の一部が分離し、自社の他事業所と統合 1.1 
 事業所の一部が分離し、他社事業所と統合 1.2 
 事業所全体が自社の他事業所と統合 2.6 
 事業所全体が他社事業所と統合 2.2 
 事業所の一部を閉鎖 7.4 
 その他（具体的に：            ） 2.7 
 事業所の組織改編は経験していない 77.4 

     無回答       4.2 
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Ｆ４ 以下にあげる経済・経営状況のうち、雇用調整助成金受給のための計画提出時から現在までの貴事

業所にあてはまると思われる状況すべてに○をつけてください（n＝814）。 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 

 他社との事業や製品の差別化などが成功し、同業他社から一歩リードした   20.0 
 業界全体が好況期を迎えている 29.7 
 事業所の所在する地域全体が好況である 4.2 
 競争相手となる同業他社が倒産・廃業するなどして自社が有利になった 13.9 
 自社の事業が中国など海外へ進出した結果、業績が好転した 3.6 
 海外からの受注が増えるなど外需が増えた 10.6 
 為替の変動や原油価格の変動などで予想以上の利益が得られた 1.2 
 規制の緩和や改革など、自社の事業に法的に有利な展開がみられた 1.4 
 その他の状況の変化があった（具体的に：                 ） 11.3 

      無回答 29.4 
 
Ｆ５ 貴事業所で働く就業者の構成についてうかがいます。 

Ａ．現在の人数を a～d のそれぞれについてご記入下さい（いない場合は「0」とご記入ください）。 
 Ｂ．雇用調整助成金受給のための計画提出後現在までの変化を、a～d のそれぞれについてお答え下さい。 
 

 Ａ.現在の人数 Ｂ．計画提出時からの変化（1 つに○） 

a. 貴事業所の従業員・合計 76.28 名 1 増加  2 変わらない  3 減少  無回答 
 27.9 17.9 46.4 7.7 

b. 正社員 65.63 名 1 増加  2 変わらない  3 減少  無回答 
 18.8 18.6 52.7 10.0 

c. 非正社員（パート、アルバ

イト、有期契約社員） 
 11.21 名 1 増加  2 変わらない  3 減少 

 38.1 15.8 13.4 
4 計画提出時から現在までいない  無回答 
 13.5 19.2 

d. 派遣・請負などの外部人材 7.12 名 1 増加  2 変わらない  3 減少 
 26.3 4.1 3.6 
4 計画提出時から現在までいない  無回答 
 29.0 37.1 

 
Ｆ６ ①貴事業所をふくむ貴社全体の従業員数（正社員、契約社員、パート・アルバイト）は現在、何名

ですか。②また計画提出時と比較して、どのように変化していますか（貴社の事業所が貴事業所のみ

の場合は、Ｆ７にお進みください）。      

 
 ① 現在の貴社全体の従業員数・・・約  153.73  名（有効回答数：799）        

＊＊＊単一事業所を含めた平均 
10 人未満   17.6   10～29 人   29.4   30～99 人 29.4 
100～299 人  14.9   300 人以上  5.7   不明     1.8      

 
 ② 計画提出時と比べて・・・ 1  増加  28.1 2  横ばい  18.7 3  減少  46.1 
     （n＝802）    
 無回答  7.1 
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Ｆ７ 今後、かりに、前回の雇用調整助成金受給時と同様の雇用調整の必要が生じた場合、貴事業所では

どのような雇用調整策を実施しますか。あてはまるものすべてに○をしてください（n＝814）。 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 

 パート・アルバイト・契約社員の雇い止め 39.4 
 請負社員や派遣社員など外部人材による調整 25.6 
 配置転換・残業規制・ワークシェアリング 42.5 
 従業員の賃金カット 31.3 
 希望退職の募集、従業員の解雇 24.0 
 雇用調整助成金の対象となる雇用調整策（休業・出向・教育訓練） 66.0 
 その他（具体的に：                   ） 1.2 

      無回答 3.7 
 
Ｆ８ 貴事業所では２００５年１月１日現在、雇用調整助成金を受給していますか（n＝814）。 
 

1  はい  2.3 2  いいえ  96.2                    無回答 1.5 
 
Ｆ９ 今後雇用調整助成金制度に期待することはありますか（○印はいくつでも）。 
 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 

 雇用調整助成金の受給手続きを簡略化して欲しい 73.3 
 雇用調整助成金の支給額を増やして欲しい 49.0 
 雇用調整助成金の支給期間を延長して欲しい 39.3 
 雇用調整助成金の受給資格、条件などを緩和して欲しい 48.8 
 雇用調整助成金受給開始までの期間を短縮して欲しい 23.7 
 雇用調整助成金以外の助成制度を充実して欲しい 20.9 
 その他 4.5 

  無回答    4.7 
 

具体的にご記入下さい。 

 
 
 
 

 
 
 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

クロス集計表 

 

 

 

 

 

 





問1(1)　雇用調整助成金の支給対象者　１９歳以下（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 0.8 2.5 783
１０人未満 0.0 0.1 138
１０人以上３０人未満 0.2 0.6 231
３０人以上１００人未満 0.5 1.2 231
１００人以上３００人未満 1.9 2.6 115
３００人以上 4.7 7.0 53
不明 0.2 0.8 15
精密機械器具製造 1.1 2.9 41
輸送用機械器具製造 0.5 1.4 22
電子デバイス・情報通信機器製造 2.6 4.3 27
電気機械器具製造 1.3 3.5 158
金属製品 0.4 1.2 90
一般機械器具製造 0.8 2.6 154
鉄鋼・非鉄金属 0.8 2.2 80
窯業・土石 0.5 1.8 39
その他製造 0.3 0.9 83
製造以外 0.2 1.1 89
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 1.0 2.9 533
変わらない 0.4 1.2 113
減少・低下した 0.5 1.5 134
不明 0.0 0.0 3
増加・向上した 1.1 3.2 432
変わらない 0.3 0.9 191
減少・低下した 0.5 1.4 152
不明 0.0 0.0 8
１５％以上の減少 0.7 2.5 242
５～１５％未満の減少 0.9 2.6 187
 ＋－５％未満の増減 0.7 2.2 183
５～１５％の増加 1.2 3.4 80
１５％以上の増加 0.6 1.7 91
２０％未満 0.7 2.4 182
２０％以上５０％未満 0.8 2.4 274
５０％以上８０％未満 0.6 1.8 145
８０％以上 1.0 3.1 170
不明 0.0 0.0 12

雇用調整助成金の支給対象者
１９歳以下（人）

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問1(1)　雇用調整助成金の支給対象者　２０歳代（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 14.5 62.1 787
１０人未満 0.5 0.9 138
１０人以上３０人未満 2.6 3.0 233
３０人以上１００人未満 9.0 8.1 233
１００人以上３００人未満 24.5 20.1 115
３００人以上 109.8 214.9 53
不明 1.7 2.8 15
精密機械器具製造 17.6 31.6 41
輸送用機械器具製造 12.0 17.1 23
電子デバイス・情報通信機器製造 37.8 57.9 27
電気機械器具製造 30.3 129.0 158
金属製品 6.1 9.5 90
一般機械器具製造 9.8 15.9 155
鉄鋼・非鉄金属 14.1 33.3 80
窯業・土石 12.7 35.9 39
その他製造 6.9 11.6 85
製造以外 4.0 8.5 89
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 18.1 74.3 536
変わらない 7.2 14.2 113
減少・低下した 6.9 14.2 135
不明 3.3 4.9 3
増加・向上した 20.9 82.2 435
変わらない 7.4 14.1 191
減少・低下した 5.9 11.4 153
不明 2.3 3.0 8
１５％以上の減少 21.1 104.8 243
５～１５％未満の減少 15.5 34.3 189
 ＋－５％未満の増減 9.0 20.6 183
５～１５％の増加 12.6 17.8 80
１５％以上の増加 7.9 16.0 92
２０％未満 12.2 22.0 182
２０％以上５０％未満 16.3 61.0 275
５０％以上８０％未満 7.5 14.5 146
８０％以上 20.9 104.9 171
不明 4.5 9.5 13

雇用調整助成金の支給対象者
２０歳代（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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問1(1)　雇用調整助成金の支給対象者　３０歳代（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 20.5 140.3 786
１０人未満 0.9 1.1 138
１０人以上３０人未満 3.6 3.4 232
３０人以上１００人未満 10.7 9.1 233
１００人以上３００人未満 25.4 19.3 115
３００人以上 183.4 515.7 53
不明 3.0 3.9 15
精密機械器具製造 18.8 32.8 41
輸送用機械器具製造 12.7 15.4 23
電子デバイス・情報通信機器製造 50.6 101.5 27
電気機械器具製造 51.2 305.0 158
金属製品 6.4 8.3 90
一般機械器具製造 13.8 27.0 155
鉄鋼・非鉄金属 14.2 30.3 80
窯業・土石 14.9 43.7 39
その他製造 10.0 18.4 85
製造以外 4.1 6.4 88
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 26.3 169.3 536
変わらない 8.5 17.2 113
減少・低下した 8.2 13.7 134
不明 4.3 7.5 3
増加・向上した 30.3 187.4 435
変わらない 9.6 22.6 191
減少・低下した 7.3 12.2 152
不明 3.3 4.4 8
１５％以上の減少 36.1 248.1 242
５～１５％未満の減少 17.7 36.5 189
 ＋－５％未満の増減 12.5 33.3 183
５～１５％の増加 11.3 17.6 80
１５％以上の増加 9.3 23.7 92
２０％未満 15.7 31.6 182
２０％以上５０％未満 28.5 223.2 274
５０％以上８０％未満 10.0 19.4 146
８０％以上 23.0 96.1 171
不明 6.2 12.1 13

産業分類

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

雇用調整助成金の支給対象者
３０歳代（人）

会社全体の
従業員数
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問1(1)　雇用調整助成金の支給対象者　４０歳代（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 16.7 89.4 785
１０人未満 1.5 1.8 138
１０人以上３０人未満 3.8 3.5 231
３０人以上１００人未満 11.0 8.3 233
１００人以上３００人未満 27.1 20.8 115
３００人以上 119.4 326.7 53
不明 2.9 2.5 15
精密機械器具製造 17.0 26.4 41
輸送用機械器具製造 11.9 13.4 23
電子デバイス・情報通信機器製造 28.4 36.8 27
電気機械器具製造 34.6 192.3 158
金属製品 6.5 9.7 90
一般機械器具製造 13.4 23.7 154
鉄鋼・非鉄金属 16.6 43.7 80
窯業・土石 12.8 30.9 39
その他製造 12.2 19.6 85
製造以外 5.0 8.7 88
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 19.9 107.6 535
変わらない 9.5 15.4 113
減少・低下した 10.8 18.4 134
不明 1.3 2.3 3
増加・向上した 23.2 119.2 434
変わらない 8.6 16.5 191
減少・低下した 9.3 14.0 152
不明 1.0 1.4 8
１５％以上の減少 25.1 156.4 242
５～１５％未満の減少 18.7 36.3 189
 ＋－５％未満の増減 10.1 15.4 182
５～１５％の増加 12.0 13.4 80
１５％以上の増加 8.0 21.1 92
２０％未満 14.8 25.6 182
２０％以上５０％未満 23.0 146.5 274
５０％以上８０％未満 9.9 16.0 145
８０％以上 15.3 37.1 171
不明 7.6 11.8 13

産業分類

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

雇用調整助成金の支給対象者
４０歳代（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率
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問1(1)　雇用調整助成金の支給対象者　５０歳以上（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 19.3 74.4 786
１０人未満 3.0 3.8 138
１０人以上３０人未満 6.6 5.0 232
３０人以上１００人未満 15.4 11.8 233
１００人以上３００人未満 31.8 26.6 115
３００人以上 111.3 265.8 53
不明 6.3 7.3 15
精密機械器具製造 18.7 30.8 41
輸送用機械器具製造 19.5 22.1 23
電子デバイス・情報通信機器製造 17.8 25.4 27
電気機械器具製造 27.6 149.7 158
金属製品 11.9 15.7 90
一般機械器具製造 17.5 27.2 155
鉄鋼・非鉄金属 29.7 74.1 80
窯業・土石 21.7 34.7 39
その他製造 17.6 32.9 85
製造以外 7.2 11.5 88
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 21.4 88.7 536
変わらない 13.4 16.8 113
減少・低下した 16.3 26.0 134
不明 0.3 0.6 3
増加・向上した 24.4 97.5 435
変わらない 12.9 25.9 191
減少・低下した 13.6 19.8 152
不明 2.1 2.1 8
１５％以上の減少 24.9 122.7 242
５～１５％未満の減少 25.5 55.5 189
 ＋－５％未満の増減 12.9 16.9 183
５～１５％の増加 15.0 17.3 80
１５％以上の増加 8.4 15.9 92
２０％未満 21.2 31.0 182
２０％以上５０％未満 26.6 121.5 274
５０％以上８０％未満 11.5 14.0 146
８０％以上 13.2 21.2 171
不明 6.5 8.5 13

産業分類

雇用調整助成金の支給対象者
５０歳以上（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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問1(1)　雇用調整助成金の支給対象者　合計（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 72.7 346.8 789
１０人未満 5.8 5.0 138
１０人以上３０人未満 16.8 9.6 232
３０人以上１００人未満 46.5 26.3 234
１００人以上３００人未満 110.6 70.1 116
３００人以上 531.8 1235.5 54
不明 14.2 12.7 15
精密機械器具製造 88.1 148.1 42
輸送用機械器具製造 56.6 65.0 23
電子デバイス・情報通信機器製造 137.1 212.5 27
電気機械器具製造 144.9 739.7 158
金属製品 31.2 36.0 90
一般機械器具製造 54.9 88.1 156
鉄鋼・非鉄金属 75.7 178.5 81
窯業・土石 62.6 143.9 39
その他製造 46.9 76.9 85
製造以外 20.6 32.0 88
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 87.6 416.7 539
変わらない 38.9 59.5 113
減少・低下した 42.7 66.1 134
不明 9.3 14.4 3
増加・向上した 101.1 460.4 438
変わらない 38.9 70.4 191
減少・低下した 36.6 51.5 152
不明 8.6 8.2 8
１５％以上の減少 110.4 601.6 244
５～１５％未満の減少 78.4 150.7 189
 ＋－５％未満の増減 45.1 79.4 183
５～１５％の増加 51.6 56.4 81
１５％以上の増加 34.3 72.6 92
２０％未満 64.6 103.9 182
２０％以上５０％未満 95.3 544.7 274
５０％以上８０％未満 43.7 79.0 148
８０％以上 73.5 249.3 171
不明 30.6 42.3 14

産業分類

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

雇用調整助成金の支給対象者
合計（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率
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問1(2)　仕事経験が10年以上のベテラン社員の割合

  

２割未満
２割以上
５割未満

５割以上
８割未満

８割以上 不明 合計

合計 61 181 368 183 21 814
7.5 22.2 45.2 22.5 2.6 100

１０人未満 9.8 9.1 30.8 48.3 2.1 100
１０人以上３０人未満 7.5 23.8 43.5 23.0 2.1 100
３０人以上１００人未満 8.8 27.2 48.5 13.0 2.5 100
１００人以上３００人未満 4.1 24.0 57.0 9.9 5.0 100
３００人以上 3.5 22.8 57.9 14.0 1.8 100
不明 6.7 26.7 13.3 53.3 0.0 100

産業分類 精密機械器具製造 11.9 21.4 52.4 11.9 2.4 100
輸送用機械器具製造 4.2 12.5 50.0 33.3 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 17.9 42.9 28.6 10.7 0.0 100
電気機械器具製造 10.2 31.1 40.7 13.8 4.2 100
金属製品 3.2 16.0 54.3 24.5 2.1 100
一般機械器具製造 5.0 20.6 44.4 26.9 3.1 100
鉄鋼・非鉄金属 0.0 23.2 56.1 18.3 2.4 100
窯業・土石 5.1 17.9 53.8 20.5 2.6 100
その他製造 8.0 20.5 39.8 28.4 3.4 100
製造以外 14.4 14.4 37.8 33.3 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 7.7 24.1 46.0 19.2 2.9 100
変わらない 6.9 21.6 44.0 25.9 1.7 100
減少・低下した 6.5 15.1 43.9 32.4 2.2 100
不明 33.3 33.3 0.0 33.3 0.0 100
増加・向上した 7.1 23.9 46.6 19.1 3.3 100
変わらない 8.1 18.8 46.7 24.4 2.0 100
減少・低下した 7.6 20.3 41.1 29.7 1.3 100
不明 12.5 50.0 12.5 25.0 0.0 100
１５％以上の減少 9.4 22.7 37.6 27.8 2.4 100
５～１５％未満の減少 3.6 17.7 57.8 18.2 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 2.7 18.1 51.1 26.6 1.6 100
５～１５％の増加 11.0 31.7 36.6 18.3 2.4 100
１５％以上の増加 16.5 29.9 36.1 12.4 5.2 100
２０％未満 4.9 18.4 56.2 18.9 1.6 100
２０％以上５０％未満 6.3 21.5 45.4 24.3 2.5 100
５０％以上８０％未満 4.6 24.5 45.0 22.5 3.3 100
８０％以上 14.3 26.9 35.4 22.3 1.1 100
不明 10.5 10.5 26.3 31.6 21.1 100

仕事経験が10年以上のベテラン社員の割合

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率
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問1(3)　非正社員（パート・アルバイト、有期契約の社員など）

  

含まれてい
る

含まれてい
ない

不明 合計

合計 281 516 17 814
34.5 63.4 2.1 100

１０人未満 13.3 84.6 2.1 100
１０人以上３０人未満 27.2 70.7 2.1 100
３０人以上１００人未満 42.7 55.6 1.7 100
１００人以上３００人未満 47.9 48.8 3.3 100
３００人以上 57.9 40.4 1.8 100
不明 26.7 73.3 0.0 100
精密機械器具製造 52.4 47.6 0.0 100
輸送用機械器具製造 29.2 70.8 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 42.9 57.1 0.0 100
電気機械器具製造 49.7 46.7 3.6 100
金属製品 37.2 60.6 2.1 100
一般機械器具製造 26.9 70.6 2.5 100
鉄鋼・非鉄金属 25.6 73.2 1.2 100
窯業・土石 33.3 66.7 0.0 100
その他製造 35.2 61.4 3.4 100
製造以外 15.6 83.3 1.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 35.4 62.6 2.0 100
変わらない 30.2 67.2 2.6 100
減少・低下した 34.5 63.3 2.2 100
不明 33.3 66.7 0.0 100
増加・向上した 37.0 61.2 1.8 100
変わらない 29.9 67.5 2.5 100
減少・低下した 34.2 63.3 2.5 100
不明 12.5 87.5 0.0 100
１５％以上の減少 32.5 65.1 2.4 100
５～１５％未満の減少 36.5 61.5 2.1 100
 ＋－５％未満の増減 31.4 67.6 1.1 100
５～１５％の増加 41.5 57.3 1.2 100
１５％以上の増加 36.1 59.8 4.1 100
２０％未満 33.5 65.9 0.5 100
２０％以上５０％未満 38.4 59.5 2.1 100
５０％以上８０％未満 31.1 65.6 3.3 100
８０％以上 33.7 65.1 1.1 100
不明 21.1 63.2 15.8 100

非正社員
（パート・アルバイト、有期契約の社員など）

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問1(4)　対象者が従事していた職種（その1）

  

管理職 事務職
専門・技

術職
営業・販

売職
サービス

職
運輸・通

信職

合計 409 568 423 256 24 66
50.2 69.8 52.0 31.4 2.9 8.1

１０人未満 13.3 34.3 32.2 14.7 1.4 7.7
１０人以上３０人未満 43.1 68.6 41.8 28.9 0.8 10.9
３０人以上１００人未満 65.3 81.6 59.8 46.4 3.8 7.1
１００人以上３００人未満 71.1 86.0 71.1 33.9 7.4 9.1
３００人以上 68.4 82.5 71.9 19.3 3.5 1.8
不明 40.0 60.0 46.7 20.0 0.0 0.0
精密機械器具製造 54.8 76.2 57.1 28.6 0.0 4.8
輸送用機械器具製造 41.7 75.0 58.3 41.7 8.3 8.3
電子デバイス・情報通信機器製造 50.0 60.7 57.1 14.3 3.6 7.1
電気機械器具製造 59.3 74.3 51.5 28.1 2.4 5.4
金属製品 50.0 71.3 52.1 43.6 1.1 11.7
一般機械器具製造 43.8 69.4 50.6 25.0 5.0 3.1
鉄鋼・非鉄金属 61.0 75.6 57.3 40.2 2.4 13.4
窯業・土石 51.3 66.7 43.6 23.1 0.0 10.3
その他製造 51.1 62.5 60.2 26.1 2.3 3.4
製造以外 34.4 62.2 40.0 41.1 4.4 18.9
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 51.1 71.8 52.7 31.5 3.6 7.6
変わらない 46.6 63.8 52.6 32.8 0.9 6.9
減少・低下した 50.4 66.9 48.9 30.9 2.2 11.5
不明 33.3 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 54.8 74.1 53.7 31.0 3.8 8.6
変わらない 40.1 62.4 50.8 35.0 1.5 7.1
減少・低下した 51.9 67.7 50.0 29.1 1.9 8.2
不明 12.5 50.0 25.0 12.5 12.5 0.0
１５％以上の減少 49.0 65.5 51.4 27.8 3.5 7.8
５～１５％未満の減少 58.3 80.7 54.7 39.1 3.1 7.8
 ＋－５％未満の増減 48.4 63.8 53.7 33.0 1.1 9.6
５～１５％の増加 58.5 85.4 56.1 34.1 6.1 11.0
１５％以上の増加 34.0 57.7 41.2 20.6 2.1 4.1
２０％未満 60.0 78.9 58.4 43.8 8.1 10.8
２０％以上５０％未満 48.6 68.7 56.0 39.4 1.8 7.0
５０％以上８０％未満 47.0 68.9 47.0 27.8 2.0 7.3
８０％以上 48.0 67.4 44.6 9.7 0.0 8.0
不明 26.3 26.3 36.8 21.1 5.3 5.3

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

対象者の職種

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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問1(4)　対象者が従事していた職種（その２）

技能工 単純工 その他 無回答 合計

合計 601 402 26 12 814
73.8 49.4 3.2 1.5 100

１０人未満 59.4 26.6 2.8 1.4 100
１０人以上３０人未満 72.0 43.1 2.5 2.1 100
３０人以上１００人未満 77.4 60.7 3.3 0.8 100
１００人以上３００人未満 86.8 61.2 5.0 0.8 100
３００人以上 84.2 59.6 1.8 1.8 100
不明 40.0 53.3 6.7 6.7 100
精密機械器具製造 83.3 54.8 2.4 0.0 100
輸送用機械器具製造 83.3 58.3 0.0 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 78.6 64.3 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 77.8 55.7 3.6 1.8 100
金属製品 78.7 52.1 4.3 3.2 100
一般機械器具製造 82.5 47.5 2.5 2.5 100
鉄鋼・非鉄金属 85.4 47.6 2.4 1.2 100
窯業・土石 66.7 61.5 5.1 0.0 100
その他製造 60.2 51.1 3.4 1.1 100
製造以外 43.3 23.3 4.4 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 75.4 50.5 2.9 1.8 100
変わらない 73.3 47.4 2.6 0.9 100
減少・低下した 68.3 47.5 5.0 0.7 100
不明 66.7 0.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 79.4 51.0 3.3 1.1 100
変わらない 64.5 44.2 1.5 2.5 100
減少・低下した 70.9 53.2 3.8 1.3 100
不明 50.0 12.5 25.0 0.0 100
１５％以上の減少 70.6 45.5 2.4 0.8 100
５～１５％未満の減少 79.2 54.7 5.2 1.0 100
 ＋－５％未満の増減 72.3 44.1 2.7 1.6 100
５～１５％の増加 81.7 61.0 2.4 2.4 100
１５％以上の増加 68.0 49.5 3.1 3.1 100
２０％未満 76.2 42.2 4.3 0.0 100
２０％以上５０％未満 73.9 53.9 3.5 2.1 100
５０％以上８０％未満 72.2 50.3 3.3 0.7 100
８０％以上 76.0 50.9 1.7 0.6 100
不明 42.1 31.6 0.0 21.1 100

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

対象者の職種

産業分類

－190－



問1(5)　現在も事業所で働いている（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 55.9 257.0 776
１０人未満 3.8 2.6 139
１０人以上３０人未満 13.0 6.7 225
３０人以上１００人未満 35.8 21.1 230
１００人以上３００人未満 90.6 58.3 115
３００人以上 397.9 914.0 53
不明 10.6 9.3 14
精密機械器具製造 68.5 113.4 42
輸送用機械器具製造 46.3 54.5 24
電子デバイス・情報通信機器製造 109.0 176.1 27
電気機械器具製造 104.8 544.4 155
金属製品 25.9 30.6 88
一般機械器具製造 43.4 72.9 153
鉄鋼・非鉄金属 59.7 144.7 80
窯業・土石 49.2 116.2 39
その他製造 37.5 61.6 82
製造以外 17.3 29.2 86
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 67.7 309.2 528
変わらない 30.9 47.3 109
減少・低下した 31.0 50.4 136
不明 8.7 13.3 3
増加・向上した 78.2 340.7 432
変わらない 29.3 48.4 182
減少・低下した 27.1 41.0 154
不明 6.1 7.8 8
１５％以上の減少 74.6 436.6 245
５～１５％未満の減少 65.7 129.2 180
 ＋－５％未満の増減 39.5 72.0 180
５～１５％の増加 43.7 49.8 81
１５％以上の増加 28.7 61.9 90
２０％未満 49.9 82.1 181
２０％以上５０％未満 73.4 408.9 271
５０％以上８０％未満 35.9 67.4 142
８０％以上 53.3 155.0 168
不明 25.8 40.1 14

現在も事業所で働いている（人）

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問1(5)　現在は事業所にいない（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 17.1 97.1 774
１０人未満 2.0 4.5 137
１０人以上３０人未満 3.7 6.0 225
３０人以上１００人未満 10.5 11.4 229
１００人以上３００人未満 19.7 18.9 115
３００人以上 137.0 346.1 54
不明 4.6 4.8 14
精密機械器具製造 19.5 35.8 42
輸送用機械器具製造 8.6 11.2 23
電子デバイス・情報通信機器製造 28.1 49.3 27
電気機械器具製造 41.1 209.5 155
金属製品 5.4 6.9 87
一般機械器具製造 10.9 21.7 153
鉄鋼・非鉄金属 16.6 41.6 80
窯業・土石 13.4 29.2 39
その他製造 9.7 20.3 82
製造以外 3.5 4.7 86
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 20.5 116.9 528
変わらない 8.1 15.3 109
減少・低下した 11.4 19.0 134
不明 0.7 1.2 3
増加・向上した 23.6 128.2 431
変わらない 9.0 29.2 183
減少・低下した 9.3 13.9 152
不明 2.5 3.5 8
１５％以上の減少 34.9 170.0 243
５～１５％未満の減少 14.0 27.2 180
 ＋－５％未満の増減 6.1 10.3 180
５～１５％の増加 7.9 9.5 81
１５％以上の増加 5.9 14.2 90
２０％未満 14.3 26.6 181
２０％以上５０％未満 22.0 141.1 270
５０％以上８０％未満 7.9 17.5 142
８０％以上 21.0 102.2 168
不明 6.3 8.1 13

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

現在は事業所にいない（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問1(5)　同じ会社の、他の事業所に移った（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 2.0 26.0 769
１０人未満 0.0 0.0 137
１０人以上３０人未満 0.1 0.4 223
３０人以上１００人未満 0.2 1.2 228
１００人以上３００人未満 1.2 3.5 115
３００人以上 24.4 96.9 53
不明 0.0 0.0 13
精密機械器具製造 1.0 4.0 42
輸送用機械器具製造 0.5 1.4 22
電子デバイス・情報通信機器製造 0.1 0.4 26
電気機械器具製造 6.9 57.4 155
金属製品 0.2 0.9 87
一般機械器具製造 0.8 3.3 152
鉄鋼・非鉄金属 1.0 5.3 80
窯業・土石 1.6 6.6 39
その他製造 1.0 3.9 81
製造以外 0.0 0.2 85
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 2.7 31.5 523
変わらない 0.4 2.1 109
減少・低下した 0.5 2.6 134
不明 0.0 0.0 3
増加・向上した 2.6 32.1 428
変わらない 1.9 20.8 183
減少・低下した 0.2 1.2 151
不明 0.0 0.0 7
１５％以上の減少 5.0 46.2 241
５～１５％未満の減少 0.9 4.4 179
 ＋－５％未満の増減 0.4 2.0 179
５～１５％の増加 0.4 1.7 80
１５％以上の増加 0.2 1.9 90
２０％未満 1.2 4.9 181
２０％以上５０％未満 4.0 43.8 267
５０％以上８０％未満 0.4 2.0 142
８０％以上 0.8 4.0 167
不明 0.8 2.3 12

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

同じ会社の、他の事業所に移った
（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問1(5)　他社に転職した（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 5.1 29.7 770
１０人未満 0.9 2.3 137
１０人以上３０人未満 1.4 2.7 223
３０人以上１００人未満 4.5 6.8 228
１００人以上３００人未満 6.3 10.0 115
３００人以上 31.5 108.6 53
不明 1.2 1.5 14
精密機械器具製造 7.8 15.8 42
輸送用機械器具製造 1.7 3.2 22
電子デバイス・情報通信機器製造 7.4 11.1 26
電気機械器具製造 11.1 62.0 155
金属製品 2.0 2.9 87
一般機械器具製造 4.3 12.6 152
鉄鋼・非鉄金属 4.9 21.8 80
窯業・土石 3.2 6.5 39
その他製造 1.9 3.0 82
製造以外 1.4 2.7 85
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 6.1 35.7 524
変わらない 2.0 4.4 109
減少・低下した 3.6 8.0 134
不明 0.7 1.2 3
増加・向上した 7.0 39.5 428
変わらない 2.6 4.5 183
減少・低下した 2.8 6.8 151
不明 1.3 1.6 8
１５％以上の減少 10.3 52.2 242
５～１５％未満の減少 3.6 6.3 179
 ＋－５％未満の増減 1.9 4.4 179
５～１５％の増加 2.8 4.5 80
１５％以上の増加 2.2 4.5 90
２０％未満 4.4 11.5 181
２０％以上５０％未満 4.2 15.5 267
５０％以上８０％未満 2.7 6.7 142
８０％以上 9.2 59.2 167
不明 2.6 3.9 13

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

他社に転職した（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問1(5)　自分で事業を営んでいる（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 0.2 0.7 769
１０人未満 0.1 0.3 137
１０人以上３０人未満 0.1 0.3 223
３０人以上１００人未満 0.2 1.0 228
１００人以上３００人未満 0.2 0.8 115
３００人以上 0.4 1.2 53
不明 0.1 0.3 13
精密機械器具製造 0.2 0.8 42
輸送用機械器具製造 0.1 0.3 22
電子デバイス・情報通信機器製造 0.7 2.1 26
電気機械器具製造 0.2 0.7 155
金属製品 0.1 0.5 87
一般機械器具製造 0.2 0.9 152
鉄鋼・非鉄金属 0.1 0.3 80
窯業・土石 0.1 0.5 39
その他製造 0.2 0.5 81
製造以外 0.1 0.4 85
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 0.1 0.7 523
変わらない 0.2 1.1 109
減少・低下した 0.1 0.5 134
不明 0.0 0.0 3
増加・向上した 0.2 0.8 428
変わらない 0.1 0.4 183
減少・低下した 0.2 1.0 151
不明 0.0 0.0 7
１５％以上の減少 0.2 0.9 241
５～１５％未満の減少 0.2 0.7 179
 ＋－５％未満の増減 0.2 0.8 179
５～１５％の増加 0.1 0.3 80
１５％以上の増加 0.1 0.4 90
２０％未満 0.1 0.5 181
２０％以上５０％未満 0.2 1.0 267
５０％以上８０％未満 0.1 0.9 142
８０％以上 0.1 0.3 167
不明 0.3 0.7 12

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

自分で事業を営んでいる（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問1(5)　失業中である（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 0.3 1.7 769
１０人未満 0.2 0.7 137
１０人以上３０人未満 0.1 0.6 223
３０人以上１００人未満 0.3 2.0 228
１００人以上３００人未満 0.3 1.3 115
３００人以上 1.2 4.6 53
不明 0.0 0.0 13
精密機械器具製造 0.2 0.8 42
輸送用機械器具製造 0.3 1.1 22
電子デバイス・情報通信機器製造 0.6 2.3 26
電気機械器具製造 0.5 3.1 155
金属製品 0.2 0.8 87
一般機械器具製造 0.2 0.8 152
鉄鋼・非鉄金属 0.1 0.5 80
窯業・土石 0.4 1.3 39
その他製造 0.4 2.3 81
製造以外 0.2 0.6 85
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 0.3 1.8 523
変わらない 0.1 0.4 109
減少・低下した 0.6 2.2 134
不明 0.0 0.0 3
増加・向上した 0.3 2.0 428
変わらない 0.1 0.5 183
減少・低下した 0.5 2.1 151
不明 0.0 0.0 7
１５％以上の減少 0.5 2.1 241
５～１５％未満の減少 0.2 2.1 179
 ＋－５％未満の増減 0.1 0.5 179
５～１５％の増加 0.4 2.3 80
１５％以上の増加 0.1 0.3 90
２０％未満 0.4 2.3 181
２０％以上５０％未満 0.3 1.8 267
５０％以上８０％未満 0.2 0.7 142
８０％以上 0.3 1.7 167
不明 0.3 0.9 12

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

失業中である（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問1(5)　引退した（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 2.8 10.5 770
１０人未満 0.5 1.3 137
１０人以上３０人未満 0.9 1.3 223
３０人以上１００人未満 2.3 3.1 228
１００人以上３００人未満 5.4 7.7 115
３００人以上 13.5 35.6 53
不明 2.1 2.9 14
精密機械器具製造 3.0 6.9 42
輸送用機械器具製造 3.5 5.9 22
電子デバイス・情報通信機器製造 2.2 5.5 26
電気機械器具製造 2.3 7.3 155
金属製品 1.9 3.5 87
一般機械器具製造 2.0 4.7 152
鉄鋼・非鉄金属 6.3 26.6 80
窯業・土石 3.9 5.9 39
その他製造 3.7 10.4 82
製造以外 1.3 2.4 85
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 3.0 12.2 524
変わらない 2.3 4.8 109
減少・低下した 2.4 5.1 134
不明 0.0 0.0 3
増加・向上した 3.1 12.4 428
変わらない 2.7 9.0 183
減少・低下した 2.3 5.1 151
不明 0.9 1.8 8
１５％以上の減少 2.2 6.2 242
５～１５％未満の減少 5.5 19.5 179
 ＋－５％未満の増減 2.3 5.1 179
５～１５％の増加 2.0 2.8 80
１５％以上の増加 0.9 1.7 90
２０％未満 3.2 5.8 181
２０％以上５０％未満 4.0 16.6 267
５０％以上８０％未満 1.7 3.4 142
８０％以上 1.6 3.1 167
不明 1.8 3.2 13

引退した（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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問1(5)　不明（人）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 6.6 61.5 769
１０人未満 0.3 1.2 137
１０人以上３０人未満 0.9 4.4 223
３０人以上１００人未満 2.9 8.5 228
１００人以上３００人未満 6.3 14.4 114
３００人以上 63.8 226.6 53
不明 1.1 3.2 14
精密機械器具製造 7.3 18.2 42
輸送用機械器具製造 2.6 6.3 22
電子デバイス・情報通信機器製造 8.6 21.2 26
電気機械器具製造 20.1 134.3 155
金属製品 1.1 3.1 87
一般機械器具製造 3.3 12.7 151
鉄鋼・非鉄金属 4.3 16.0 80
窯業・土石 4.2 17.9 39
その他製造 2.5 9.4 82
製造以外 0.4 1.6 85
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 7.9 74.1 523
変わらない 3.0 10.9 109
減少・低下した 4.1 14.0 134
不明 0.0 0.0 3
増加・向上した 10.1 82.1 427
変わらない 1.5 6.7 183
減少・低下した 3.0 9.8 151
不明 0.4 0.7 8
１５％以上の減少 15.8 108.3 242
５～１５％未満の減少 3.6 13.1 178
 ＋－５％未満の増減 1.2 5.0 179
５～１５％の増加 2.0 5.4 80
１５％以上の増加 2.4 11.8 90
２０％未満 4.9 15.7 181
２０％以上５０％未満 9.3 98.3 266
５０％以上８０％未満 2.7 11.0 142
８０％以上 7.6 40.8 167
不明 0.5 1.0 13

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

不明（人）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問2　雇用調整助成金の対象以外の雇用調整策の実施（その1）

  

臨時工・
期間工・
パートの
雇い止め

残業規制
採用の停
止・削減

配置転換
従業員の
賃金カッ

ト

希望退職
の募集

合計 127 427 331 88 194 88
15.6 52.5 40.7 10.8 23.8 10.8

１０人未満 9.8 31.5 23.1 3.5 17.5 5.6
１０人以上３０人未満 11.7 46.0 34.3 6.7 19.2 6.7
３０人以上１００人未満 20.9 61.5 48.1 9.2 28.9 14.2
１００人以上３００人未満 19.8 66.9 52.1 22.3 29.8 16.5
３００人以上 17.5 68.4 59.6 29.8 21.1 14.0
不明 6.7 33.3 26.7 6.7 40.0 13.3
精密機械器具製造 33.3 71.4 54.8 14.3 19.0 11.9
輸送用機械器具製造 12.5 54.2 45.8 8.3 16.7 4.2
電子デバイス・情報通信機器製造 42.9 92.9 67.9 17.9 42.9 32.1
電気機械器具製造 22.8 65.3 46.1 13.8 24.6 16.8
金属製品 13.8 51.1 38.3 10.6 29.8 8.5
一般機械器具製造 20.0 57.5 38.8 11.3 29.4 9.4
鉄鋼・非鉄金属 4.9 43.9 41.5 8.5 23.2 3.7
窯業・土石 0.0 28.2 28.2 5.1 7.7 7.7
その他製造 6.8 37.5 27.3 6.8 18.2 11.4
製造以外 5.6 32.2 37.8 10.0 17.8 6.7
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 17.3 57.7 42.3 11.0 24.5 11.9
変わらない 13.8 39.7 31.0 6.0 18.1 7.8
減少・低下した 10.8 43.2 43.2 14.4 25.9 9.4
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0
増加・向上した 16.2 61.0 44.8 12.9 24.8 12.9
変わらない 13.2 41.1 35.5 6.1 21.8 8.6
減少・低下した 17.1 44.3 36.7 11.4 22.2 7.6
不明 12.5 12.5 12.5 0.0 50.0 12.5
１５％以上の減少 18.4 50.2 45.1 12.5 29.8 17.3
５～１５％未満の減少 13.0 53.1 43.8 12.0 24.0 8.3
 ＋－５％未満の増減 11.7 47.3 32.4 5.9 17.6 4.8
５～１５％の増加 19.5 64.6 40.2 14.6 24.4 9.8
１５％以上の増加 17.5 56.7 39.2 10.3 19.6 11.3
２０％未満 12.4 50.3 43.8 13.5 22.2 7.0
２０％以上５０％未満 14.8 53.2 43.0 10.9 24.3 10.6
５０％以上８０％未満 14.6 49.0 29.8 8.6 25.8 12.6
８０％以上 21.7 58.9 45.1 10.3 22.9 14.3
不明 10.5 31.6 21.1 5.3 26.3 5.3

実施した雇用調整策の内容

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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問2　雇用調整助成金の対象以外の雇用調整策の実施（その２）

従業員の
解雇

その他

雇用調整
助成金の
対象とな
らない休
業・出向・
教育訓練

雇用調整
助成金の
対象とな
る雇用調
整策以外
は実施し
ていない

無回答 合計

合計 46 13 43 239 26 814
5.7 1.6 5.3 29.4 3.2 100

１０人未満 6.3 0.0 1.4 46.2 4.9 100
１０人以上３０人未満 6.3 2.1 5.4 31.4 5.9 100
３０人以上１００人未満 5.9 1.3 5.0 24.7 0.8 100
１００人以上３００人未満 5.0 4.1 7.4 22.3 0.8 100
３００人以上 1.8 0.0 10.5 12.3 1.8 100
不明 6.7 0.0 6.7 33.3 6.7 100
精密機械器具製造 2.4 2.4 11.9 14.3 2.4 100
輸送用機械器具製造 0.0 0.0 0.0 37.5 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 14.3 3.6 0.0 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 7.2 3.0 7.2 22.2 2.4 100
金属製品 8.5 1.1 5.3 27.7 6.4 100
一般機械器具製造 5.0 0.6 8.8 23.1 3.8 100
鉄鋼・非鉄金属 1.2 1.2 2.4 40.2 1.2 100
窯業・土石 2.6 0.0 7.7 51.3 10.3 100
その他製造 4.5 2.3 2.3 42.0 2.3 100
製造以外 7.8 1.1 0.0 37.8 2.2 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 5.4 1.6 5.0 26.4 2.9 100
変わらない 5.2 1.7 8.6 36.2 4.3 100
減少・低下した 7.2 1.4 3.6 34.5 3.6 100
不明 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 100
増加・向上した 5.5 2.0 6.0 25.7 2.4 100
変わらない 3.0 0.5 4.6 34.0 4.6 100
減少・低下した 9.5 1.9 4.4 33.5 3.8 100
不明 0.0 0.0 0.0 37.5 0.0 100
１５％以上の減少 7.5 1.2 3.5 24.7 2.7 100
５～１５％未満の減少 4.7 0.5 4.2 28.6 3.6 100
 ＋－５％未満の増減 2.1 2.7 5.3 39.9 2.1 100
５～１５％の増加 8.5 2.4 7.3 23.2 3.7 100
１５％以上の増加 7.2 2.1 10.3 27.8 5.2 100
２０％未満 4.3 2.2 6.5 30.3 1.6 100
２０％以上５０％未満 4.9 1.1 3.9 31.7 3.2 100
５０％以上８０％未満 7.9 1.3 4.0 30.5 5.3 100
８０％以上 5.7 2.3 7.4 25.1 1.1 100
不明 10.5 0.0 5.3 15.8 21.1 100

実施した雇用調整策の内容

産業分類

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高
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問3　雇用調整助成金受給前に事業所の業績が悪化した理由（その１）

  

取り扱って
いる製品・
サービスの
顧客数が
減少した

取り扱って
いる製品・
サービスの
価格競争

が激化した

主要な顧
客が経営

不振におち
いり、受注
が減少した

主要な顧
客の海外
生産シフト
により、受
注が減少し

た

主要な顧
客が国内

における取
引先の変
更・再編を
行い受注

が減少した

合計 255 313 424 272 130
31.3 38.5 52.1 33.4 16.0

１０人未満 34.3 35.0 51.7 26.6 10.5
１０人以上３０人未満 30.1 38.1 52.3 31.0 12.6
３０人以上１００人未満 31.4 35.1 51.0 36.4 20.1
１００人以上３００人未満 28.9 44.6 55.4 44.6 20.7
３００人以上 35.1 54.4 45.6 26.3 19.3
不明 26.7 20.0 66.7 26.7 6.7
精密機械器具製造 23.8 42.9 57.1 40.5 19.0
輸送用機械器具製造 37.5 37.5 41.7 29.2 16.7
電子デバイス・情報通信機器製造 39.3 35.7 60.7 46.4 17.9
電気機械器具製造 29.9 27.5 53.9 39.5 17.4
金属製品 35.1 45.7 54.3 30.9 16.0
一般機械器具製造 30.0 42.5 59.4 32.5 11.3
鉄鋼・非鉄金属 23.2 35.4 52.4 45.1 22.0
窯業・土石 41.0 51.3 35.9 25.6 7.7
その他製造 34.1 37.5 46.6 34.1 22.7
製造以外 32.2 41.1 43.3 12.2 11.1
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 28.8 36.2 56.1 35.4 14.9
変わらない 31.9 35.3 50.0 34.5 16.4
減少・低下した 41.7 50.4 38.1 24.5 20.1
不明 0.0 33.3 33.3 33.3 0.0
増加・向上した 27.9 37.7 54.8 33.9 15.5
変わらない 33.0 39.1 51.8 36.0 12.7
減少・低下した 39.2 40.5 44.9 28.5 22.2
不明 25.0 25.0 50.0 37.5 0.0
１５％以上の減少 36.9 43.1 50.2 31.0 15.7
５～１５％未満の減少 30.7 39.1 49.5 29.7 16.1
 ＋－５％未満の増減 30.9 39.9 51.1 38.8 15.4
５～１５％の増加 26.8 35.4 56.1 37.8 20.7
１５％以上の増加 22.7 24.7 60.8 33.0 13.4
２０％未満 37.8 49.2 47.6 40.0 13.5
２０％以上５０％未満 33.1 44.7 54.9 36.6 23.6
５０％以上８０％未満 26.5 27.2 53.0 29.1 13.9
８０％以上 27.4 28.6 52.0 26.9 8.6
不明 15.8 21.1 47.4 15.8 10.5

受給前に事業所の業績が悪化した理由

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問3　雇用調整助成金受給前に事業所の業績が悪化した理由（その２）

自然災害
で事業活

動を従来ど
おり進める
ことができ
なくなった

その他 無回答 合計

合計 7 129 9 814
0.9 15.8 1.1 100

１０人未満 2.1 15.4 2.1 100
１０人以上３０人未満 0.4 15.5 1.7 100
３０人以上１００人未満 1.3 17.2 0.4 100
１００人以上３００人未満 0.0 12.4 0.0 100
３００人以上 0.0 21.1 1.8 100
不明 0.0 13.3 0.0 100
精密機械器具製造 0.0 16.7 0.0 100
輸送用機械器具製造 0.0 16.7 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 0.0 21.4 0.0 100
電気機械器具製造 0.0 11.4 1.8 100
金属製品 0.0 7.4 3.2 100
一般機械器具製造 0.6 13.8 1.3 100
鉄鋼・非鉄金属 0.0 15.9 0.0 100
窯業・土石 0.0 25.6 0.0 100
その他製造 1.1 13.6 1.1 100
製造以外 5.6 32.2 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 0.7 16.0 1.1 100
変わらない 1.7 18.1 0.0 100
減少・低下した 0.7 12.9 1.4 100
不明 0.0 33.3 33.3 100
増加・向上した 0.9 18.0 0.4 100
変わらない 1.0 13.7 1.5 100
減少・低下した 0.6 11.4 1.9 100
不明 0.0 37.5 12.5 100
１５％以上の減少 0.8 14.5 1.2 100
５～１５％未満の減少 1.0 21.4 0.5 100
 ＋－５％未満の増減 1.1 16.0 1.1 100
５～１５％の増加 0.0 13.4 1.2 100
１５％以上の増加 1.0 10.3 2.1 100
２０％未満 2.2 18.9 0.0 100
２０％以上５０％未満 1.1 14.4 0.7 100
５０％以上８０％未満 0.0 14.6 2.0 100
８０％以上 0.0 16.6 0.0 100
不明 0.0 10.5 21.1 100

受給前に事業所の業績が悪化した理由

産業分類

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率
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問4　雇用調整助成金受給のための計画を提出する前半年間の毎月の売上高

  

減少しつ
づけた

途中まで
変化はな
く、その
後減少し

た

途中まで
増加し、
その後減

少した

さほど変
化はな
かった

不明 合計

合計 478 208 60 52 16 814
58.7 25.6 7.4 6.4 2.0 100

１０人未満 70.6 16.8 7.0 4.2 1.4 100
１０人以上３０人未満 59.0 25.5 7.9 6.3 1.3 100
３０人以上１００人未満 56.5 28.0 7.1 6.3 2.1 100
１００人以上３００人未満 49.6 31.4 6.6 9.9 2.5 100
３００人以上 54.4 28.1 8.8 5.3 3.5 100
不明 66.7 13.3 6.7 6.7 6.7 100
精密機械器具製造 50.0 33.3 9.5 4.8 2.4 100
輸送用機械器具製造 54.2 37.5 0.0 8.3 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 60.7 32.1 7.1 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 55.1 27.5 8.4 5.4 3.6 100
金属製品 70.2 22.3 3.2 3.2 1.1 100
一般機械器具製造 53.8 30.0 10.0 5.0 1.3 100
鉄鋼・非鉄金属 59.8 24.4 4.9 9.8 1.2 100
窯業・土石 76.9 10.3 2.6 2.6 7.7 100
その他製造 61.4 21.6 6.8 8.0 2.3 100
製造以外 55.6 20.0 11.1 13.3 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 54.3 29.9 7.4 6.3 2.2 100
変わらない 60.3 19.0 9.5 8.6 2.6 100
減少・低下した 74.1 14.4 5.8 5.0 0.7 100
不明 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 53.4 30.6 7.8 6.2 2.0 100
変わらない 61.4 22.3 6.6 7.6 2.0 100
減少・低下した 69.0 15.8 7.6 5.7 1.9 100
不明 87.5 12.5 0.0 0.0 0.0 100
１５％以上の減少 63.9 24.3 4.7 5.5 1.6 100
５～１５％未満の減少 57.3 25.0 5.2 10.4 2.1 100
 ＋－５％未満の増減 62.2 21.3 9.6 4.8 2.1 100
５～１５％の増加 50.0 30.5 11.0 7.3 1.2 100
１５％以上の増加 48.5 34.0 11.3 3.1 3.1 100
２０％未満 66.5 22.7 3.8 5.9 1.1 100
２０％以上５０％未満 58.1 25.4 8.1 7.7 0.7 100
５０％以上８０％未満 57.0 26.5 8.6 4.6 3.3 100
８０％以上 53.7 30.3 9.7 6.3 0.0 100
不明 52.6 5.3 0.0 5.3 36.8 100

助成金受給のための計画を提出する前半年間の毎月の売上
高

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－203－



問5　事業所の主な生産・販売活動の分野　①計画提出時

  

製品や
サービス
を直接、
最終消費
者に販売

する

製品や
ｻｰﾋﾞｽを
問屋や他
のﾒｰｶｰ
などを通
じて最終
消費者に
販売する

部品また
は材料を
加工・生
産して不
特定の

ユーザー
に販売す

る

部品また
は材料を
加工・生
産して、
少数の

ユーザー
に販売す

る

不明 合計

合計 63 190 147 372 42 814
7.7 23.3 18.1 45.7 5.2 100

１０人未満 6.3 26.6 12.6 40.6 14.0 100
１０人以上３０人未満 6.7 23.8 16.3 48.1 5.0 100
３０人以上１００人未満 10.0 24.3 17.6 45.6 2.5 100
１００人以上３００人未満 3.3 21.5 23.1 51.2 0.8 100
３００人以上 15.8 15.8 33.3 31.6 3.5 100
不明 6.7 13.3 6.7 66.7 6.7 100
精密機械器具製造 4.8 23.8 14.3 52.4 4.8 100
輸送用機械器具製造 12.5 20.8 4.2 41.7 20.8 100
電子デバイス・情報通信機器製造 14.3 10.7 25.0 50.0 0.0 100
電気機械器具製造 3.6 17.4 22.8 52.7 3.6 100
金属製品 4.3 21.3 22.3 47.9 4.3 100
一般機械器具製造 9.4 18.8 13.8 54.4 3.8 100
鉄鋼・非鉄金属 3.7 22.0 22.0 52.4 0.0 100
窯業・土石 7.7 41.0 23.1 23.1 5.1 100
その他製造 4.5 38.6 15.9 38.6 2.3 100
製造以外 21.1 27.8 12.2 22.2 16.7 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 7.9 20.1 20.1 46.9 4.9 100
変わらない 6.9 25.9 12.9 47.4 6.9 100
減少・低下した 7.9 34.5 12.9 39.6 5.0 100
不明 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 100
増加・向上した 7.5 20.0 20.0 48.6 4.0 100
変わらない 8.1 26.4 14.2 44.7 6.6 100
減少・低下した 8.2 29.1 17.1 39.9 5.7 100
不明 0.0 25.0 25.0 25.0 25.0 100
１５％以上の減少 9.8 27.1 15.3 43.1 4.7 100
５～１５％未満の減少 9.9 24.0 19.3 44.3 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 5.9 20.2 20.7 44.1 9.0 100
５～１５％の増加 7.3 26.8 15.9 45.1 4.9 100
１５％以上の増加 2.1 15.5 19.6 58.8 4.1 100
２０％未満 14.6 27.6 24.9 29.7 3.2 100
２０％以上５０％未満 7.4 23.9 19.4 45.4 3.9 100
５０％以上８０％未満 5.3 23.8 13.9 51.0 6.0 100
８０％以上 4.0 17.7 12.0 60.6 5.7 100
不明 0.0 21.1 21.1 26.3 31.6 100

事業所の主な生産・販売活動の分野　①計画提出時

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－204－



問5　事業所の主な生産・販売活動の分野　②現在

  

製品や
サービス
を直接、
最終消費
者に販売

する

製品や
ｻｰﾋﾞｽを
問屋や他
のﾒｰｶｰ
などを通
じて最終
消費者に
販売する

部品また
は材料を
加工・生
産して不
特定の

ユーザー
に販売す

る

部品また
は材料を
加工・生
産して、
少数の

ユーザー
に販売す

る

不明 合計

合計 72 178 158 356 50 814
8.8 21.9 19.4 43.7 6.1 100

１０人未満 5.6 26.6 14.7 38.5 14.7 100
１０人以上３０人未満 8.4 21.8 17.2 47.3 5.4 100
３０人以上１００人未満 12.6 21.8 19.2 43.9 2.5 100
１００人以上３００人未満 3.3 21.5 25.6 47.9 1.7 100
３００人以上 15.8 15.8 33.3 29.8 5.3 100
不明 6.7 6.7 0.0 53.3 33.3 100
精密機械器具製造 9.5 16.7 16.7 52.4 4.8 100
輸送用機械器具製造 12.5 20.8 4.2 41.7 20.8 100
電子デバイス・情報通信機器製造 17.9 7.1 28.6 46.4 0.0 100
電気機械器具製造 4.8 16.8 23.4 49.1 6.0 100
金属製品 4.3 21.3 22.3 47.9 4.3 100
一般機械器具製造 10.0 18.1 15.0 52.5 4.4 100
鉄鋼・非鉄金属 3.7 22.0 24.4 50.0 0.0 100
窯業・土石 10.3 41.0 23.1 23.1 2.6 100
その他製造 5.7 36.4 15.9 36.4 5.7 100
製造以外 22.2 23.3 16.7 20.0 17.8 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 8.8 18.7 21.8 45.1 5.6 100
変わらない 8.6 23.3 13.8 46.6 7.8 100
減少・低下した 9.4 33.8 13.7 36.0 7.2 100
不明 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 100
増加・向上した 8.4 19.1 21.5 46.8 4.2 100
変わらない 9.1 23.9 16.2 43.1 7.6 100
減少・低下した 9.5 27.8 17.1 37.3 8.2 100
不明 12.5 12.5 25.0 12.5 37.5 100
１５％以上の減少 10.6 26.7 16.5 40.4 5.9 100
５～１５％未満の減少 11.5 22.4 21.4 42.2 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 7.4 18.1 21.3 42.0 11.2 100
５～１５％の増加 7.3 26.8 14.6 46.3 4.9 100
１５％以上の増加 3.1 11.3 23.7 56.7 5.2 100
２０％未満 16.2 24.3 27.6 27.6 4.3 100
２０％以上５０％未満 7.7 23.6 20.1 44.7 3.9 100
５０％以上８０％未満 7.9 21.2 17.2 48.3 5.3 100
８０％以上 4.6 17.7 12.0 58.9 6.9 100
不明 0.0 15.8 15.8 10.5 57.9 100

事業所の主な生産・販売活動の分野　②現在

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－205－



問6　製品・サービスの価格をめぐる国内外の同業他社との競争

  

価格競
争はほ
とんど
ない

価格競
争はな

い
中間

価格競
争は激

しい

価格競
争は非
常に激

しい

不明 合計

合計 31 37 144 262 323 17 814
3.8 4.5 17.7 32.2 39.7 2.1 100

１０人未満 8.4 7.7 21.0 28.0 32.2 2.8 100
１０人以上３０人未満 2.9 6.3 17.6 33.1 37.7 2.5 100
３０人以上１００人未満 2.9 3.3 20.1 32.6 39.7 1.3 100
１００人以上３００人未満 2.5 1.7 14.0 38.0 43.0 0.8 100
３００人以上 1.8 1.8 5.3 24.6 63.2 3.5 100
不明 6.7 0.0 26.7 33.3 26.7 6.7 100
精密機械器具製造 0.0 2.4 11.9 45.2 38.1 2.4 100
輸送用機械器具製造 0.0 4.2 37.5 37.5 20.8 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 3.6 3.6 10.7 35.7 42.9 3.6 100
電気機械器具製造 3.6 3.0 14.4 34.7 41.9 2.4 100
金属製品 6.4 2.1 18.1 33.0 39.4 1.1 100
一般機械器具製造 1.3 4.4 20.0 32.5 41.3 0.6 100
鉄鋼・非鉄金属 2.4 3.7 20.7 32.9 37.8 2.4 100
窯業・土石 0.0 10.3 15.4 30.8 41.0 2.6 100
その他製造 5.7 6.8 19.3 26.1 39.8 2.3 100
製造以外 10.0 7.8 15.6 23.3 38.9 4.4 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 3.6 4.5 19.2 32.2 38.1 2.3 100
変わらない 6.0 4.3 12.1 39.7 36.2 1.7 100
減少・低下した 2.9 5.0 16.5 25.2 48.9 1.4 100
不明 0.0 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 100
増加・向上した 3.3 5.5 20.2 32.4 36.4 2.2 100
変わらない 5.1 3.0 14.7 36.5 39.1 1.5 100
減少・低下した 3.8 3.2 13.9 25.9 51.3 1.9 100
不明 0.0 12.5 25.0 37.5 12.5 12.5 100
１５％以上の減少 3.1 4.3 18.4 31.4 41.2 1.6 100
５～１５％未満の減少 4.2 3.1 14.1 32.8 42.7 3.1 100
 ＋－５％未満の増減 5.9 5.3 17.6 28.7 39.9 2.7 100
５～１５％の増加 1.2 8.5 19.5 34.1 35.4 1.2 100
１５％以上の増加 3.1 3.1 21.6 38.1 33.0 1.0 100
２０％未満 1.6 3.8 17.3 35.1 41.6 0.5 100
２０％以上５０％未満 4.2 4.2 18.0 31.3 41.9 0.4 100
５０％以上８０％未満 4.0 3.3 15.2 34.4 39.1 4.0 100
８０％以上 5.7 7.4 20.0 30.3 34.9 1.7 100
不明 0.0 0.0 15.8 15.8 36.8 31.6 100

製品・サービスの価格をめぐる国内外の同業他社との競争

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－206－



問7(1)　取引高がもっとも多い取引先への依存度

  

増加
やや
増加

不変
やや
減少

減少 不明 合計

合計 57 100 296 197 152 12 814
7.0 12.3 36.4 24.2 18.7 1.5 100

１０人未満 7.7 9.8 38.5 21.0 21.7 1.4 100
１０人以上３０人未満 7.9 13.8 36.4 22.2 18.4 1.3 100
３０人以上１００人未満 5.9 12.6 36.4 25.1 18.8 1.3 100
１００人以上３００人未満 5.8 13.2 34.7 28.1 17.4 0.8 100
３００人以上 8.8 7.0 36.8 29.8 14.0 3.5 100
不明 6.7 20.0 26.7 20.0 20.0 6.7 100
精密機械器具製造 7.1 11.9 33.3 26.2 21.4 0.0 100
輸送用機械器具製造 12.5 20.8 37.5 25.0 4.2 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 10.7 10.7 46.4 21.4 10.7 0.0 100
電気機械器具製造 7.2 13.2 37.1 17.4 22.2 3.0 100
金属製品 5.3 13.8 30.9 29.8 19.1 1.1 100
一般機械器具製造 9.4 8.1 40.6 24.4 17.5 0.0 100
鉄鋼・非鉄金属 4.9 20.7 32.9 22.0 18.3 1.2 100
窯業・土石 2.6 5.1 28.2 33.3 28.2 2.6 100
その他製造 6.8 12.5 37.5 21.6 18.2 3.4 100
製造以外 5.6 10.0 36.7 31.1 15.6 1.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 8.3 14.9 36.7 22.3 16.0 1.8 100
変わらない 2.6 8.6 41.4 25.0 22.4 0.0 100
減少・低下した 5.8 4.3 30.9 30.9 26.6 1.4 100
不明 0.0 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0 100
増加・向上した 8.2 14.9 36.1 23.5 16.2 1.1 100
変わらない 5.6 11.2 38.6 23.9 19.3 1.5 100
減少・低下した 5.1 5.1 34.8 27.2 25.9 1.9 100
不明 12.5 37.5 25.0 12.5 0.0 12.5 100
１５％以上の減少 6.7 11.8 34.5 25.5 20.4 1.2 100
５～１５％未満の減少 2.6 11.5 35.4 28.6 19.3 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 9.0 11.7 37.8 24.5 16.0 1.1 100
５～１５％の増加 4.9 15.9 39.0 20.7 18.3 1.2 100
１５％以上の増加 14.4 13.4 38.1 14.4 18.6 1.0 100
２０％未満 1.1 7.0 33.0 31.9 27.0 0.0 100
２０％以上５０％未満 6.3 16.5 31.0 28.2 17.6 0.4 100
５０％以上８０％未満 9.9 17.2 28.5 22.5 21.2 0.7 100
８０％以上 12.6 8.0 57.7 12.0 9.7 0.0 100
不明 0.0 0.0 15.8 15.8 15.8 52.6 100

取引高がもっとも多い取引先への依存度

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－207－



問7(2)　取引高が最も多い取引先の売上高が全体に占める割合

  

２０％未
満

２０％以
上５０％

未満

５０％以
上８０％

未満

８０％以
上

不明 合計

合計 185 284 151 175 19 814
22.7 34.9 18.6 21.5 2.3 100

１０人未満 11.9 37.1 21.0 26.6 3.5 100
１０人以上３０人未満 24.7 35.1 20.5 18.8 0.8 100
３０人以上１００人未満 25.9 33.5 18.8 20.5 1.3 100
１００人以上３００人未満 25.6 35.5 13.2 23.1 2.5 100
３００人以上 26.3 38.6 12.3 19.3 3.5 100
不明 6.7 13.3 26.7 26.7 26.7 100
精密機械器具製造 19.0 35.7 21.4 23.8 0.0 100
輸送用機械器具製造 29.2 45.8 8.3 16.7 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 3.6 39.3 17.9 39.3 0.0 100
電気機械器具製造 19.8 25.7 19.2 32.3 3.0 100
金属製品 22.3 48.9 19.1 7.4 2.1 100
一般機械器具製造 23.1 29.4 18.1 28.8 0.6 100
鉄鋼・非鉄金属 29.3 40.2 19.5 7.3 3.7 100
窯業・土石 38.5 28.2 23.1 7.7 2.6 100
その他製造 15.9 42.0 17.0 19.3 5.7 100
製造以外 27.8 33.3 17.8 18.9 2.2 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 23.0 34.4 18.7 21.8 2.2 100
変わらない 20.7 37.1 22.4 18.1 1.7 100
減少・低下した 23.0 36.0 14.4 23.0 3.6 100
不明 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 100
増加・向上した 25.7 34.6 17.1 21.3 1.3 100
変わらない 18.8 35.5 22.8 20.8 2.0 100
減少・低下した 19.0 36.1 17.1 22.8 5.1 100
不明 25.0 12.5 25.0 25.0 12.5 100
１５％以上の減少 23.5 36.1 15.7 21.6 3.1 100
５～１５％未満の減少 29.2 35.4 16.7 15.6 3.1 100
 ＋－５％未満の増減 19.7 35.6 21.8 20.7 2.1 100
５～１５％の増加 23.2 37.8 15.9 23.2 0.0 100
１５％以上の増加 13.4 26.8 25.8 33.0 1.0 100
２０％未満 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100
２０％以上５０％未満 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100
５０％以上８０％未満 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100
８０％以上 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100

取引高が最も多い取引先の売上高が全体に占める割合

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－208－



問7(3)　現在、最も取引高の多い取引先の立地地域

  

地元
立地都
道府県

内

近接の
都道府
県及び
一円

その他
の国内

海外 不明 合計

合計 214 145 186 212 35 22 814
26.3 17.8 22.9 26.0 4.3 2.7 100

１０人未満 43.4 22.4 17.5 14.0 0.0 2.8 100
１０人以上３０人未満 33.9 16.7 24.7 19.2 2.5 2.9 100
３０人以上１００人未満 18.8 20.1 23.8 30.5 5.4 1.3 100
１００人以上３００人未満 15.7 15.7 27.3 33.9 5.8 1.7 100
３００人以上 3.5 8.8 15.8 54.4 14.0 3.5 100
不明 33.3 6.7 20.0 6.7 6.7 26.7 100
精密機械器具製造 16.7 19.0 23.8 40.5 0.0 0.0 100
輸送用機械器具製造 12.5 20.8 33.3 29.2 4.2 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 21.4 14.3 39.3 21.4 3.6 0.0 100
電気機械器具製造 22.8 17.4 20.4 28.1 7.2 4.2 100
金属製品 31.9 16.0 25.5 22.3 2.1 2.1 100
一般機械器具製造 23.8 19.4 23.1 23.1 8.1 2.5 100
鉄鋼・非鉄金属 13.4 22.0 26.8 34.1 1.2 2.4 100
窯業・土石 35.9 10.3 17.9 33.3 0.0 2.6 100
その他製造 14.8 20.5 22.7 31.8 5.7 4.5 100
製造以外 60.0 14.4 14.4 8.9 0.0 2.2 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 22.3 20.5 23.7 26.6 4.7 2.2 100
変わらない 31.9 17.2 25.0 19.8 4.3 1.7 100
減少・低下した 37.4 7.9 17.3 28.8 2.9 5.8 100
不明 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 100
増加・向上した 20.4 19.7 24.2 29.5 4.9 1.3 100
変わらない 31.5 17.8 21.8 21.3 5.6 2.0 100
減少・低下した 34.8 13.3 20.9 22.8 1.3 7.0 100
不明 62.5 0.0 12.5 12.5 0.0 12.5 100
１５％以上の減少 26.7 17.6 21.2 27.5 3.1 3.9 100
５～１５％未満の減少 23.4 14.6 26.6 29.2 4.7 1.6 100
 ＋－５％未満の増減 26.1 22.9 17.6 25.5 5.3 2.7 100
５～１５％の増加 28.0 12.2 29.3 23.2 3.7 3.7 100
１５％以上の増加 29.9 19.6 24.7 19.6 5.2 1.0 100
２０％未満 16.2 16.8 24.9 36.2 5.4 0.5 100

２０％以上５０％未満 22.2 19.0 28.2 26.1 3.5 1.1 100

５０％以上８０％未満 33.8 17.9 17.2 22.5 5.3 3.3 100

８０％以上 38.9 17.7 19.4 21.1 2.3 0.6 100

不明 10.5 10.5 0.0 0.0 15.8 63.2 100

現在、最も取引高の多い取引先の立地地域

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－209－



問7(3)　計画提出後現在までに取引高が増えた取引先の立地地域

  

地元
立地都
道府県

内

近接の
都道府
県及び
一円

その他
の国内

海外 無回答 合計

合計 150 148 205 212 74 171 814
18.4 18.2 25.2 26.0 9.1 21.0 100

１０人未満 24.5 23.8 21.0 14.7 0.0 28.0 100
１０人以上３０人未満 26.4 18.4 23.8 19.2 3.3 23.4 100
３０人以上１００人未満 13.4 19.2 31.4 33.5 10.0 15.1 100
１００人以上３００人未満 12.4 13.2 25.6 35.5 17.4 15.7 100
３００人以上 5.3 14.0 14.0 36.8 35.1 21.1 100
不明 13.3 0.0 26.7 6.7 6.7 53.3 100
精密機械器具製造 7.1 14.3 35.7 50.0 4.8 9.5 100
輸送用機械器具製造 8.3 16.7 37.5 41.7 12.5 8.3 100
電子デバイス・情報通信機器製造 14.3 28.6 42.9 17.9 10.7 10.7 100
電気機械器具製造 14.4 18.6 23.4 29.3 11.4 24.6 100
金属製品 26.6 20.2 23.4 22.3 3.2 18.1 100
一般機械器具製造 21.3 14.4 25.0 19.4 15.0 21.3 100
鉄鋼・非鉄金属 14.6 19.5 34.1 31.7 6.1 13.4 100
窯業・土石 20.5 17.9 7.7 30.8 12.8 28.2 100
その他製造 11.4 17.0 21.6 33.0 9.1 26.1 100
製造以外 31.1 21.1 20.0 8.9 2.2 27.8 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 18.7 19.2 29.9 28.2 10.6 14.6 100
変わらない 19.0 18.1 19.0 18.1 8.6 31.0 100
減少・低下した 16.5 14.4 11.5 24.5 3.6 38.1 100
不明 33.3 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3 100
増加・向上した 19.1 17.7 27.9 31.0 11.8 14.0 100
変わらない 20.3 21.8 24.4 21.8 8.1 22.8 100
減少・低下した 13.3 15.8 19.0 18.4 3.2 37.3 100
不明 37.5 0.0 12.5 0.0 0.0 50.0 100
１５％以上の減少 18.4 18.0 22.7 22.7 7.1 25.9 100
５～１５％未満の減少 14.1 15.6 25.0 31.8 12.5 20.8 100
 ＋－５％未満の増減 14.9 20.7 21.8 27.7 8.0 22.3 100
５～１５％の増加 20.7 18.3 36.6 24.4 12.2 13.4 100
１５％以上の増加 32.0 18.6 28.9 21.6 7.2 12.4 100
２０％未満 13.0 20.0 23.8 35.7 16.2 17.3 100
２０％以上５０％未満 16.2 20.4 31.7 30.6 9.5 13.7 100
５０％以上８０％未満 24.5 16.6 25.2 27.2 5.3 20.5 100
８０％以上 24.6 15.4 17.7 10.3 4.0 31.4 100
不明 0.0 5.3 10.5 0.0 10.5 73.7 100

取引高が増えた取引先の立地地域

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－210－



問7(3)　計画提出後現在までに取引高が減った取引先の立地地域

  

地元
立地都
道府県

内

近接の
都道府
県及び
一円

その他
の国内

海外 無回答 合計

合計 165 140 165 218 33 212 814
20.3 17.2 20.3 26.8 4.1 26.0 100

１０人未満 30.8 21.0 18.2 18.9 0.7 21.7 100
１０人以上３０人未満 23.4 17.6 18.8 20.1 3.8 28.0 100
３０人以上１００人未満 17.2 20.1 23.4 30.1 5.9 23.8 100
１００人以上３００人未満 12.4 11.6 21.5 34.7 5.0 28.1 100
３００人以上 7.0 8.8 15.8 49.1 5.3 29.8 100
不明 33.3 6.7 20.0 6.7 0.0 40.0 100
精密機械器具製造 26.2 19.0 23.8 28.6 2.4 23.8 100
輸送用機械器具製造 12.5 16.7 25.0 45.8 4.2 20.8 100
電子デバイス・情報通信機器製造 14.3 17.9 32.1 21.4 0.0 25.0 100
電気機械器具製造 11.4 15.0 16.2 29.9 7.8 30.5 100
金属製品 23.4 24.5 26.6 22.3 3.2 22.3 100
一般機械器具製造 17.5 20.0 21.3 26.9 3.8 25.6 100
鉄鋼・非鉄金属 11.0 14.6 25.6 30.5 1.2 29.3 100
窯業・土石 43.6 12.8 20.5 23.1 2.6 17.9 100
その他製造 14.8 12.5 15.9 33.0 5.7 27.3 100
製造以外 43.3 16.7 12.2 13.3 2.2 24.4 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 16.9 18.2 20.0 24.8 3.6 29.7 100
変わらない 25.0 17.2 24.1 30.2 2.6 25.0 100
減少・低下した 30.2 12.9 17.3 31.7 7.2 12.9 100
不明 0.0 33.3 66.7 33.3 0.0 0.0 100
増加・向上した 16.2 16.6 20.2 27.1 4.2 28.8 100
変わらない 20.8 20.3 18.8 24.4 3.0 25.4 100
減少・低下した 31.6 15.2 21.5 29.7 4.4 19.0 100
不明 12.5 12.5 37.5 12.5 12.5 25.0 100
１５％以上の減少 23.9 16.5 18.0 28.2 6.3 20.4 100
５～１５％未満の減少 20.3 17.7 24.5 27.6 3.6 27.1 100
 ＋－５％未満の増減 21.3 21.8 17.6 27.7 2.1 24.5 100
５～１５％の増加 11.0 13.4 26.8 31.7 2.4 28.0 100
１５％以上の増加 16.5 12.4 17.5 15.5 4.1 40.2 100
２０％未満 20.5 14.1 22.7 39.5 5.9 17.8 100
２０％以上５０％未満 24.6 22.9 23.6 28.5 4.9 15.8 100
５０％以上８０％未満 21.9 18.5 19.2 21.9 4.6 25.2 100
８０％以上 12.6 10.9 14.9 17.1 0.6 47.4 100
不明 10.5 10.5 5.3 5.3 0.0 68.4 100

取引高が減った取引先の立地地域

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－211－



問7(4)　事業所は特定企業（親企業）の協力会に加盟しているか

  

計画提出
時から現
在に至る
まで加盟
している

計画提出
時には加
盟してい
たが、現
在は加盟
していな

い

計画提出
時から現
在に至る
まで加盟
していな

い

わが社は
製造業の
企業では

ない

不明 合計

合計 308 35 401 49 21 814
37.8 4.3 49.3 6.0 2.6 100

１０人未満 24.5 4.2 51.7 16.8 2.8 100
１０人以上３０人未満 38.1 3.8 48.1 7.5 2.5 100
３０人以上１００人未満 41.8 6.7 47.7 2.9 0.8 100
１００人以上３００人未満 46.3 2.5 47.9 0.0 3.3 100
３００人以上 36.8 0.0 54.4 0.0 8.8 100
不明 33.3 6.7 60.0 0.0 0.0 100
精密機械器具製造 64.3 2.4 33.3 0.0 0.0 100
輸送用機械器具製造 37.5 4.2 54.2 0.0 4.2 100
電子デバイス・情報通信機器製造 64.3 0.0 35.7 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 39.5 4.2 52.1 1.2 3.0 100
金属製品 40.4 6.4 45.7 3.2 4.3 100
一般機械器具製造 41.3 7.5 50.0 0.6 0.6 100
鉄鋼・非鉄金属 40.2 2.4 56.1 0.0 1.2 100
窯業・土石 20.5 2.6 69.2 0.0 7.7 100
その他製造 30.7 2.3 60.2 1.1 5.7 100
製造以外 17.8 3.3 31.1 46.7 1.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 39.7 4.5 48.4 5.2 2.2 100
変わらない 36.2 1.7 52.6 7.8 1.7 100
減少・低下した 32.4 5.0 49.6 7.9 5.0 100
不明 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 100
増加・向上した 41.5 4.0 48.3 4.4 1.8 100
変わらない 32.5 2.5 54.8 8.1 2.0 100
減少・低下した 35.4 7.0 44.9 7.0 5.7 100
不明 12.5 12.5 50.0 25.0 0.0 100
１５％以上の減少 35.7 3.9 50.6 5.9 3.9 100
５～１５％未満の減少 29.7 5.7 55.2 6.3 3.1 100
 ＋－５％未満の増減 39.4 2.1 50.0 7.4 1.1 100
５～１５％の増加 50.0 1.2 41.5 4.9 2.4 100
１５％以上の増加 46.4 9.3 39.2 4.1 1.0 100
２０％未満 18.9 4.3 67.6 7.0 2.2 100
２０％以上５０％未満 36.3 4.2 52.8 4.9 1.8 100
５０％以上８０％未満 42.4 4.6 43.0 9.3 0.7 100
８０％以上 59.4 4.6 30.9 3.4 1.7 100
不明 10.5 0.0 36.8 10.5 42.1 100

事業所は特定企業（親企業）の協力会に加盟しているか

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－212－



問8　計画提出後現在まで、事業所の資金繰りの状況

  

厳し
かった

やや厳
しかっ

た

どちらと
もいえ
ない

それほ
ど厳しく
なかっ

た

厳しくな
かった

不明 合計

合計 228 262 198 90 19 17 814
28.0 32.2 24.3 11.1 2.3 2.1 100

１０人未満 40.6 33.6 11.2 11.9 0.0 2.8 100
１０人以上３０人未満 24.7 31.4 23.8 13.8 4.6 1.7 100
３０人以上１００人未満 28.9 31.8 25.9 10.0 2.1 1.3 100
１００人以上３００人未満 22.3 33.9 28.1 9.9 2.5 3.3 100
３００人以上 14.0 26.3 49.1 7.0 0.0 3.5 100
不明 46.7 46.7 6.7 0.0 0.0 0.0 100
精密機械器具製造 26.2 35.7 31.0 4.8 2.4 0.0 100
輸送用機械器具製造 41.7 20.8 20.8 16.7 0.0 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 21.4 28.6 32.1 17.9 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 32.3 32.3 21.6 8.4 1.8 3.6 100
金属製品 29.8 34.0 21.3 9.6 3.2 2.1 100
一般機械器具製造 30.0 30.0 25.6 9.4 3.1 1.9 100
鉄鋼・非鉄金属 17.1 30.5 30.5 18.3 2.4 1.2 100
窯業・土石 20.5 28.2 17.9 17.9 7.7 7.7 100
その他製造 23.9 35.2 26.1 12.5 0.0 2.3 100
製造以外 31.1 36.7 21.1 8.9 2.2 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 25.9 32.7 24.8 12.1 2.3 2.2 100
変わらない 27.6 31.0 29.3 8.6 1.7 1.7 100
減少・低下した 36.0 30.9 18.7 9.4 2.9 2.2 100
不明 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 25.3 32.4 25.5 13.1 2.0 1.8 100
変わらない 26.9 33.0 24.9 10.2 2.5 2.5 100
減少・低下した 35.4 30.4 21.5 7.0 3.2 2.5 100
不明 62.5 37.5 0.0 0.0 0.0 0.0 100
１５％以上の減少 34.1 32.9 19.2 9.4 2.0 2.4 100
５～１５％未満の減少 24.5 28.1 30.2 12.5 2.1 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 29.3 33.0 21.3 12.8 2.1 1.6 100
５～１５％の増加 23.2 35.4 29.3 8.5 2.4 1.2 100
１５％以上の増加 20.6 34.0 27.8 11.3 4.1 2.1 100
２０％未満 25.9 32.4 24.9 12.4 2.7 1.6 100
２０％以上５０％未満 27.5 35.6 24.3 10.2 1.8 0.7 100
５０％以上８０％未満 27.8 31.1 23.8 11.9 3.3 2.0 100
８０％以上 30.3 29.7 26.3 10.9 2.3 0.6 100
不明 36.8 10.5 5.3 5.3 0.0 42.1 100

計画提出後現在まで、事業所の資金繰りの状況

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－213－



問9　計画提出後現在までの事業を立て直すための新たな取り組み（その１）

  

新製品の
開発な
ど、取り
扱う製

品・サー
ビスの拡

大

取り扱う
製品・

サービス
の絞りこ

み

国内向け
製品への

転換

ソフト・意
匠・設計
部門の強

化

営業部門
を強化
し、販売
ルートを

開拓

インター
ネットを
活用した
受発注

合計 331 116 18 56 254 105
40.7 14.3 2.2 6.9 31.2 12.9

１０人未満 23.8 11.2 1.4 6.3 16.1 7.7
１０人以上３０人未満 33.5 12.1 3.8 3.8 28.5 13.8
３０人以上１００人未満 49.0 14.6 2.1 8.4 38.1 18.8
１００人以上３００人未満 53.7 19.8 1.7 9.1 41.3 8.3
３００人以上 57.9 19.3 0.0 12.3 28.1 8.8
不明 13.3 6.7 0.0 0.0 40.0 6.7
精密機械器具製造 47.6 19.0 0.0 11.9 42.9 16.7
輸送用機械器具製造 45.8 8.3 0.0 12.5 25.0 4.2
電子デバイス・情報通信機器製造 32.1 21.4 3.6 17.9 39.3 14.3
電気機械器具製造 43.1 13.8 3.6 9.0 33.5 13.8
金属製品 39.4 10.6 4.3 6.4 28.7 21.3
一般機械器具製造 36.3 16.9 0.0 5.6 28.1 10.6
鉄鋼・非鉄金属 37.8 12.2 1.2 3.7 35.4 11.0
窯業・土石 51.3 10.3 7.7 2.6 20.5 7.7
その他製造 46.6 19.3 2.3 6.8 27.3 13.6
製造以外 35.6 10.0 1.1 3.3 33.3 10.0
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 40.3 14.9 2.7 7.6 32.4 12.4
変わらない 37.9 10.3 0.9 3.4 26.7 12.9
減少・低下した 44.6 15.1 1.4 6.5 29.5 14.4
不明 33.3 0.0 0.0 33.3 66.7 33.3
増加・向上した 41.2 16.9 1.8 7.3 33.0 13.1
変わらない 43.7 13.7 2.5 9.1 29.4 12.7
減少・低下した 36.7 8.2 3.2 2.5 28.5 12.0
不明 12.5 0.0 0.0 12.5 25.0 25.0
１５％以上の減少 40.4 12.9 2.4 7.5 26.3 12.9
５～１５％未満の減少 47.4 16.1 2.6 3.6 34.9 12.5
 ＋－５％未満の増減 38.3 12.8 3.7 8.5 31.9 11.7
５～１５％の増加 39.0 17.1 0.0 8.5 37.8 18.3
１５％以上の増加 34.0 14.4 0.0 7.2 29.9 11.3
２０％未満 51.4 15.7 1.1 5.4 43.2 23.2
２０％以上５０％未満 48.2 16.9 2.5 8.5 35.6 13.4
５０％以上８０％未満 34.4 8.6 3.3 9.3 31.8 9.3
８０％以上 25.7 14.9 2.3 4.6 12.0 5.1
不明 10.5 0.0 0.0 0.0 21.1 5.3

事業を立て直すための取り組み

産業分類

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率
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問9　計画提出後現在までの事業を立て直すための新たな取り組み（その２）

部品・原
材料など
の調達コ
ストの削

減

人件費の
削減や要
員管理の

見直し

自動化・
省力化投
資の強化

高精度・
高品質化
のための
設備投資

遊休資産
の売却や
不採算部
門からの
撤退な

ど、財務
体質の改

善

生産管
理・販売
管理・ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ管
理など全
般的な管
理手法の

改善

合計 446 566 162 160 156 212
54.8 69.5 19.9 19.7 19.2 26.0

１０人未満 40.6 57.3 7.0 5.6 11.9 8.4
１０人以上３０人未満 49.8 61.9 15.5 14.6 15.1 21.3
３０人以上１００人未満 57.3 75.3 22.2 22.6 24.3 28.9
１００人以上３００人未満 68.6 80.2 31.4 33.1 19.8 40.5
３００人以上 73.7 86.0 40.4 40.4 33.3 50.9
不明 46.7 66.7 6.7 0.0 13.3 13.3
精密機械器具製造 50.0 64.3 31.0 28.6 11.9 23.8
輸送用機械器具製造 58.3 70.8 20.8 4.2 8.3 25.0
電子デバイス・情報通信機器製造 57.1 78.6 42.9 50.0 17.9 39.3
電気機械器具製造 56.9 65.3 18.0 22.2 18.0 32.9
金属製品 53.2 63.8 21.3 23.4 19.1 18.1
一般機械器具製造 60.6 65.6 22.5 20.6 20.6 30.6
鉄鋼・非鉄金属 54.9 75.6 19.5 18.3 20.7 30.5
窯業・土石 48.7 76.9 10.3 12.8 10.3 10.3
その他製造 59.1 72.7 20.5 18.2 26.1 26.1
製造以外 41.1 77.8 8.9 5.6 21.1 13.3
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 55.2 68.7 21.9 23.7 18.3 29.7
変わらない 55.2 68.1 16.4 9.5 19.0 21.6
減少・低下した 51.8 74.8 14.4 11.5 22.3 15.1
不明 100.0 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3
増加・向上した 59.9 69.4 23.3 25.1 21.5 32.4
変わらない 50.8 65.5 17.8 15.2 18.3 19.8
減少・低下した 46.2 75.9 13.3 10.1 13.9 16.5
不明 37.5 50.0 12.5 12.5 12.5 12.5
１５％以上の減少 56.5 75.3 15.3 15.7 24.3 22.4
５～１５％未満の減少 59.9 71.9 21.9 17.7 20.8 24.5
 ＋－５％未満の増減 49.5 64.9 22.9 19.7 14.4 26.6
５～１５％の増加 53.7 69.5 24.4 24.4 14.6 34.1
１５％以上の増加 51.5 58.8 18.6 29.9 15.5 30.9
２０％未満 56.8 71.4 17.3 15.7 29.2 26.5
２０％以上５０％未満 58.8 70.8 19.7 24.6 18.0 25.4
５０％以上８０％未満 47.7 67.5 27.2 21.9 14.6 25.8
８０％以上 54.3 69.7 17.1 14.9 14.9 27.4
不明 36.8 47.4 15.8 10.5 15.8 21.1

産業分類

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

事業を立て直すための取り組み
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問9　計画提出後現在までの事業を立て直すための新たな取り組み（その３）

外注化
（アウト
ソーシン
グ）の徹

底

異業種交
流活動の

強化
その他

事業建て
直しのた
めの新た
な取り組
みは特に
は行わな
かった

無回答 合計

合計 125 33 28 21 10 814
15.4 4.1 3.4 2.6 1.2 100

１０人未満 7.0 6.3 4.2 10.5 3.5 100
１０人以上３０人未満 9.6 3.8 3.8 1.7 0.4 100
３０人以上１００人未満 17.2 3.3 2.5 0.4 0.4 100
１００人以上３００人未満 24.8 4.1 4.1 0.0 1.7 100
３００人以上 35.1 3.5 3.5 1.8 1.8 100
不明 6.7 0.0 0.0 0.0 0.0 100
精密機械器具製造 35.7 11.9 4.8 0.0 0.0 100
輸送用機械器具製造 8.3 4.2 0.0 4.2 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 32.1 3.6 0.0 3.6 0.0 100
電気機械器具製造 20.4 3.0 4.8 1.2 3.0 100
金属製品 12.8 3.2 1.1 3.2 1.1 100
一般機械器具製造 16.9 5.6 2.5 3.1 1.3 100
鉄鋼・非鉄金属 12.2 2.4 3.7 2.4 0.0 100
窯業・土石 10.3 2.6 5.1 2.6 0.0 100
その他製造 10.2 2.3 4.5 4.5 1.1 100
製造以外 3.3 4.4 4.4 2.2 1.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 17.3 4.3 3.4 2.5 1.1 100
変わらない 12.9 5.2 2.6 2.6 0.9 100
減少・低下した 9.4 2.2 4.3 2.9 2.2 100
不明 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 19.7 4.4 3.8 1.6 0.7 100
変わらない 11.2 4.6 3.6 4.1 1.5 100
減少・低下した 7.6 2.5 1.9 3.2 2.5 100
不明 25.0 0.0 12.5 12.5 0.0 100
１５％以上の減少 17.3 4.3 4.7 2.4 2.0 100
５～１５％未満の減少 14.6 3.1 3.6 1.6 1.0 100
 ＋－５％未満の増減 11.2 4.8 2.7 4.8 0.5 100
５～１５％の増加 19.5 2.4 2.4 0.0 0.0 100
１５％以上の増加 16.5 5.2 2.1 3.1 2.1 100
２０％未満 15.1 5.4 2.2 0.5 0.5 100
２０％以上５０％未満 15.5 3.5 4.9 1.8 0.7 100
５０％以上８０％未満 17.2 4.6 2.0 1.3 0.7 100
８０％以上 14.3 3.4 2.9 6.9 0.6 100
不明 10.5 0.0 10.5 5.3 26.3 100

産業分類

事業を立て直すための取り組み

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率
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問10①　雇用調整助成金受給のための計画提出時の経営見通し

  

まだま
だ成長
の見込
みはあ

る

従来ど
おりの
経営で
何とか
やって
いける

合理化
を徹底
すれ

ば、何
とか

やって
いける

国内外
の競争
が厳し
く、生き
残りは
難しく
なって
いる

転廃
業・事
業所閉
鎖を検
討して
いる

不明 合計

合計 76 108 446 148 12 24 814
9.3 13.3 54.8 18.2 1.5 2.9 100

１０人未満 7.7 17.5 44.1 23.8 2.1 4.9 100
１０人以上３０人未満 10.0 15.9 51.5 18.4 1.3 2.9 100
３０人以上１００人未満 9.6 11.3 59.8 16.7 0.8 1.7 100
１００人以上３００人未満 9.9 7.4 64.5 14.0 0.8 3.3 100
３００人以上 10.5 12.3 54.4 17.5 1.8 3.5 100
不明 0.0 13.3 53.3 20.0 13.3 0.0 100
精密機械器具製造 7.1 4.8 59.5 23.8 2.4 2.4 100
輸送用機械器具製造 8.3 16.7 50.0 20.8 0.0 4.2 100
電子デバイス・情報通信機器製造 35.7 0.0 53.6 10.7 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 13.8 12.6 47.3 19.2 1.2 6.0 100
金属製品 3.2 8.5 67.0 16.0 1.1 4.3 100
一般機械器具製造 7.5 13.1 54.4 20.6 1.9 2.5 100
鉄鋼・非鉄金属 4.9 18.3 57.3 17.1 2.4 0.0 100
窯業・土石 7.7 10.3 61.5 15.4 2.6 2.6 100
その他製造 8.0 22.7 48.9 17.0 1.1 2.3 100
製造以外 10.0 14.4 56.7 16.7 1.1 1.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 11.3 12.1 54.7 17.4 1.4 3.1 100
変わらない 5.2 17.2 51.7 22.4 1.7 1.7 100
減少・低下した 4.3 15.1 58.3 17.3 1.4 3.6 100
不明 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 100
増加・向上した 12.0 12.9 55.4 15.5 1.3 2.9 100
変わらない 9.1 13.7 50.8 23.4 0.5 2.5 100
減少・低下した 1.9 14.6 58.9 18.4 2.5 3.8 100
不明 12.5 0.0 37.5 37.5 12.5 0.0 100
１５％以上の減少 5.9 9.4 54.9 23.1 3.5 3.1 100
５～１５％未満の減少 10.4 12.0 62.0 14.1 0.0 1.6 100
 ＋－５％未満の増減 10.6 16.5 52.1 16.0 1.1 3.7 100
５～１５％の増加 7.3 17.1 52.4 19.5 1.2 2.4 100
１５％以上の増加 15.5 16.5 47.4 16.5 0.0 4.1 100
２０％未満 8.1 9.2 62.7 16.2 2.2 1.6 100
２０％以上５０％未満 8.8 12.0 57.4 18.7 1.1 2.1 100
５０％以上８０％未満 6.0 17.9 51.7 19.2 2.0 3.3 100
８０％以上 14.3 17.1 48.0 18.3 0.6 1.7 100
不明 10.5 0.0 26.3 21.1 5.3 36.8 100

雇用調整助成金受給のための計画提出時の経営見通し

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問10②　現在の経営見通し

  

まだま
だ成長
の見込
みはあ

る

従来ど
おりの
経営で
何とか
やって
いける

合理化
を徹底
すれ

ば、何と
かやっ
ていけ

る

国内外
の競争
が厳し
く、生き
残りは
難しく
なって
いる

転廃
業・事
業所閉
鎖を検
討して
いる

不明 合計

合計 185 102 370 113 19 25 814
22.7 12.5 45.5 13.9 2.3 3.1 100

１０人未満 10.5 17.5 36.4 23.8 7.0 4.9 100
１０人以上３０人未満 24.7 13.8 44.4 12.6 2.9 1.7 100
３０人以上１００人未満 23.4 11.7 51.5 11.3 0.4 1.7 100
１００人以上３００人未満 27.3 7.4 49.6 13.2 0.0 2.5 100
３００人以上 38.6 7.0 38.6 10.5 1.8 3.5 100
不明 0.0 20.0 46.7 0.0 0.0 33.3 100
精密機械器具製造 21.4 9.5 47.6 19.0 2.4 0.0 100
輸送用機械器具製造 37.5 16.7 20.8 16.7 8.3 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 39.3 3.6 46.4 10.7 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 26.9 8.4 43.1 14.4 0.6 6.6 100
金属製品 12.8 12.8 58.5 8.5 3.2 4.3 100
一般機械器具製造 25.6 14.4 44.4 10.0 2.5 3.1 100
鉄鋼・非鉄金属 20.7 17.1 46.3 12.2 3.7 0.0 100
窯業・土石 17.9 7.7 53.8 15.4 2.6 2.6 100
その他製造 23.9 12.5 40.9 14.8 3.4 4.5 100
製造以外 14.4 17.8 43.3 23.3 1.1 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 27.9 13.5 44.1 10.6 1.3 2.7 100
変わらない 12.9 15.5 51.7 11.2 6.0 2.6 100
減少・低下した 10.1 6.5 46.0 28.8 3.6 5.0 100
不明 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 100
増加・向上した 29.3 12.6 45.0 10.2 1.1 1.8 100
変わらない 18.3 17.8 43.7 13.2 4.1 3.0 100
減少・低下した 10.1 5.7 48.7 25.3 3.8 6.3 100
不明 12.5 12.5 50.0 12.5 0.0 12.5 100
１５％以上の減少 17.3 7.8 47.8 17.3 5.5 4.3 100
５～１５％未満の減少 22.4 8.9 53.6 14.1 0.0 1.0 100
 ＋－５％未満の増減 22.9 18.6 39.4 12.8 2.1 4.3 100
５～１５％の増加 30.5 14.6 41.5 11.0 1.2 1.2 100
１５％以上の増加 30.9 18.6 38.1 9.3 0.0 3.1 100
２０％未満 23.2 9.2 54.6 9.2 2.2 1.6 100
２０％以上５０％未満 28.9 12.3 41.2 12.7 3.5 1.4 100
５０％以上８０％未満 19.2 13.9 47.0 15.2 2.0 2.6 100
８０％以上 16.0 16.6 44.6 20.0 1.1 1.7 100
不明 15.8 0.0 15.8 10.5 0.0 57.9 100

現在の経営見通し

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問11　同業種・同規模の事業所と比較した業績　a.売上高

  

相当上
回って
いる

やや上
回って
いる

ほぼ同
じ程度

やや下
回って
いる

相当下
回って
いる

わから
ない

不明 合計

合計 24 162 250 169 61 119 29 814
2.9 19.9 30.7 20.8 7.5 14.6 3.6 100

１０人未満 2.8 10.5 21.7 23.8 15.4 21.7 4.2 100
１０人以上３０人未満 3.3 26.4 26.8 21.3 7.5 12.1 2.5 100
３０人以上１００人未満 2.5 18.8 38.5 20.9 5.4 11.7 2.1 100
１００人以上３００人未満 3.3 19.8 34.7 19.0 4.1 14.0 5.0 100
３００人以上 1.8 26.3 29.8 15.8 1.8 21.1 3.5 100
不明 6.7 0.0 26.7 13.3 13.3 13.3 26.7 100
精密機械器具製造 4.8 28.6 23.8 19.0 0.0 21.4 2.4 100
輸送用機械器具製造 4.2 20.8 37.5 12.5 8.3 16.7 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 3.6 25.0 28.6 25.0 3.6 14.3 0.0 100
電気機械器具製造 3.6 17.4 26.9 23.4 6.0 17.4 5.4 100
金属製品 0.0 21.3 33.0 22.3 6.4 14.9 2.1 100
一般機械器具製造 4.4 28.1 25.6 17.5 8.1 13.8 2.5 100
鉄鋼・非鉄金属 4.9 19.5 42.7 17.1 6.1 7.3 2.4 100
窯業・土石 0.0 12.8 33.3 17.9 7.7 25.6 2.6 100
その他製造 3.4 11.4 31.8 29.5 11.4 3.4 9.1 100
製造以外 0.0 14.4 33.3 17.8 12.2 20.0 2.2 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 4.1 25.9 33.1 16.4 4.0 13.3 3.2 100
変わらない 0.9 6.9 34.5 25.9 13.8 14.7 3.4 100
減少・低下した 0.0 7.2 18.7 33.1 16.5 19.4 5.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 33.3 0.0 100
増加・向上した 4.4 25.3 34.6 16.4 4.9 12.2 2.2 100
変わらない 1.5 18.3 27.4 23.9 9.1 15.7 4.1 100
減少・低下した 0.6 7.0 24.1 29.1 13.3 19.6 6.3 100
不明 0.0 12.5 25.0 25.0 0.0 25.0 12.5 100
１５％以上の減少 1.6 13.3 25.5 25.5 11.4 18.0 4.7 100
５～１５％未満の減少 3.1 18.2 33.3 23.4 7.3 11.5 3.1 100
 ＋－５％未満の増減 2.1 20.2 31.4 16.0 7.4 18.6 4.3 100
５～１５％の増加 2.4 32.9 35.4 19.5 1.2 8.5 0.0 100
１５％以上の増加 8.2 28.9 34.0 13.4 3.1 9.3 3.1 100
２０％未満 0.5 20.0 34.6 20.0 8.1 14.6 2.2 100
２０％以上５０％未満 3.2 20.4 32.7 23.6 5.6 13.4 1.1 100
５０％以上８０％未満 4.0 21.9 30.5 19.9 9.9 11.3 2.6 100
８０％以上 4.6 19.4 24.6 20.0 8.6 20.6 2.3 100
不明 0.0 0.0 21.1 0.0 0.0 5.3 73.7 100

同業種・同規模の事業所と比較した業績　a.売上高

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－219－



問11　同業種・同規模の事業所と比較した業績　b.労働生産性

  

相当上
回って
いる

やや上
回って
いる

ほぼ同
じ程度

やや下
回って
いる

相当下
回って
いる

わから
ない

不明 合計

合計 17 182 263 159 46 118 29 814
2.1 22.4 32.3 19.5 5.7 14.5 3.6 100

１０人未満 2.8 16.8 24.5 22.4 7.0 22.4 4.2 100
１０人以上３０人未満 2.5 29.7 31.8 17.6 5.4 10.5 2.5 100
３０人以上１００人未満 1.3 19.2 35.6 22.2 6.7 13.0 2.1 100
１００人以上３００人未満 3.3 16.5 35.5 22.3 3.3 14.0 5.0 100
３００人以上 0.0 33.3 36.8 5.3 1.8 19.3 3.5 100
不明 0.0 13.3 20.0 13.3 13.3 13.3 26.7 100
精密機械器具製造 7.1 35.7 11.9 14.3 4.8 23.8 2.4 100
輸送用機械器具製造 0.0 20.8 37.5 29.2 0.0 12.5 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 3.6 39.3 35.7 3.6 7.1 10.7 0.0 100
電気機械器具製造 1.8 22.2 29.9 21.0 4.8 15.0 5.4 100
金属製品 1.1 17.0 38.3 22.3 3.2 16.0 2.1 100
一般機械器具製造 2.5 25.6 33.1 17.5 6.3 12.5 2.5 100
鉄鋼・非鉄金属 0.0 26.8 34.1 19.5 4.9 12.2 2.4 100
窯業・土石 0.0 20.5 28.2 15.4 7.7 25.6 2.6 100
その他製造 4.5 18.2 29.5 22.7 11.4 4.5 9.1 100
製造以外 1.1 12.2 38.9 21.1 4.4 20.0 2.2 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 2.5 27.0 34.0 16.5 4.1 12.6 3.2 100
変わらない 0.9 11.2 31.9 25.9 12.1 14.7 3.4 100
減少・低下した 1.4 13.7 26.6 25.2 6.5 21.6 5.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 33.3 0.0 100
増加・向上した 2.7 28.2 35.3 16.2 4.4 11.1 2.2 100
変わらない 1.0 19.8 28.4 23.4 7.6 15.7 4.1 100
減少・低下した 1.9 10.1 29.1 24.1 7.0 21.5 6.3 100
不明 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 37.5 12.5 100
１５％以上の減少 1.6 18.4 29.4 20.0 6.7 19.2 4.7 100
５～１５％未満の減少 2.1 18.8 34.9 23.4 5.2 12.5 3.1 100
 ＋－５％未満の増減 0.0 17.6 34.0 20.2 5.9 18.1 4.3 100
５～１５％の増加 4.9 34.1 36.6 13.4 4.9 6.1 0.0 100
１５％以上の増加 5.2 39.2 27.8 14.4 4.1 6.2 3.1 100
２０％未満 0.5 20.0 35.7 20.5 6.5 14.6 2.2 100
２０％以上５０％未満 2.5 20.1 34.2 22.9 5.6 13.7 1.1 100
５０％以上８０％未満 2.0 25.8 34.4 17.9 7.9 9.3 2.6 100
８０％以上 3.4 28.0 26.3 16.0 3.4 20.6 2.3 100
不明 0.0 0.0 10.5 5.3 0.0 10.5 73.7 100

同業種・同規模の事業所と比較した業績　b.労働生産性

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問11　同業種・同規模の事業所と比較した業績　c.利益率

  

相当上
回って
いる

やや上
回って
いる

ほぼ同
じ程度

やや下
回って
いる

相当下
回って
いる

わから
ない

不明 合計

合計 21 155 233 177 77 122 29 814
2.6 19.0 28.6 21.7 9.5 15.0 3.6 100

１０人未満 1.4 14.0 23.8 19.6 14.0 22.4 4.9 100
１０人以上３０人未満 2.9 24.7 30.1 18.4 7.9 13.4 2.5 100
３０人以上１００人未満 3.8 16.3 29.7 24.7 11.3 12.6 1.7 100
１００人以上３００人未満 2.5 19.0 30.6 24.8 5.8 12.4 5.0 100
３００人以上 0.0 21.1 29.8 22.8 3.5 19.3 3.5 100
不明 0.0 13.3 13.3 20.0 13.3 13.3 26.7 100
精密機械器具製造 4.8 26.2 23.8 11.9 4.8 26.2 2.4 100
輸送用機械器具製造 0.0 20.8 37.5 16.7 8.3 16.7 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 3.6 28.6 25.0 21.4 10.7 10.7 0.0 100
電気機械器具製造 4.8 16.8 22.2 25.7 10.2 15.6 4.8 100
金属製品 2.1 17.0 33.0 20.2 9.6 16.0 2.1 100
一般機械器具製造 2.5 21.9 31.9 20.0 8.1 12.5 3.1 100
鉄鋼・非鉄金属 2.4 25.6 28.0 25.6 6.1 9.8 2.4 100
窯業・土石 0.0 12.8 23.1 25.6 10.3 25.6 2.6 100
その他製造 1.1 22.7 25.0 22.7 12.5 6.8 9.1 100
製造以外 1.1 6.7 37.8 18.9 12.2 21.1 2.2 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 3.6 23.6 29.9 19.4 7.4 12.9 3.2 100
変わらない 0.0 11.2 31.0 23.3 13.8 17.2 3.4 100
減少・低下した 0.7 7.9 22.3 28.8 14.4 20.9 5.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 33.3 0.0 100
増加・向上した 4.2 25.9 30.4 18.8 6.7 11.5 2.4 100
変わらない 0.5 12.7 29.9 23.9 12.7 16.8 3.6 100
減少・低下した 0.6 8.2 21.5 27.2 13.9 22.2 6.3 100
不明 0.0 0.0 37.5 25.0 0.0 25.0 12.5 100
１５％以上の減少 1.6 14.9 25.9 21.6 10.6 20.8 4.7 100
５～１５％未満の減少 2.6 17.2 29.2 28.1 8.9 11.5 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 1.6 16.0 31.4 17.0 10.6 18.6 4.8 100
５～１５％の増加 3.7 31.7 30.5 22.0 6.1 6.1 0.0 100
１５％以上の増加 6.2 28.9 27.8 18.6 8.2 7.2 3.1 100
２０％未満 1.6 20.5 28.6 23.2 8.1 15.1 2.7 100
２０％以上５０％未満 2.8 18.0 30.6 23.6 9.5 14.4 1.1 100
５０％以上８０％未満 2.6 20.5 28.5 22.5 13.9 9.3 2.6 100
８０％以上 3.4 20.0 26.9 18.9 8.0 21.1 1.7 100
不明 0.0 0.0 15.8 0.0 0.0 10.5 73.7 100

同業種・同規模の事業所と比較した業績　c.利益率

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問12　計画提出後現在まで、事業分野業界全体としての状況

  

非常に
停滞し
ている

やや停
滞して
いる

どちらと
も言え
ない

やや好
況であ

る

非常に
好況で
ある

不明 合計

合計 151 205 198 224 18 18 814
18.6 25.2 24.3 27.5 2.2 2.2 100

１０人未満 31.5 32.2 22.4 9.1 2.1 2.8 100
１０人以上３０人未満 21.3 23.0 22.6 30.5 0.8 1.7 100
３０人以上１００人未満 13.8 26.4 26.8 28.5 2.5 2.1 100
１００人以上３００人未満 7.4 23.1 21.5 40.5 4.1 3.3 100
３００人以上 8.8 19.3 31.6 35.1 3.5 1.8 100
不明 53.3 13.3 26.7 6.7 0.0 0.0 100
精密機械器具製造 14.3 14.3 26.2 40.5 0.0 4.8 100
輸送用機械器具製造 20.8 12.5 25.0 41.7 0.0 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 10.7 17.9 32.1 39.3 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 9.0 26.9 25.7 30.5 3.6 4.2 100
金属製品 14.9 39.4 18.1 22.3 3.2 2.1 100
一般機械器具製造 13.8 20.0 25.0 35.6 4.4 1.3 100
鉄鋼・非鉄金属 11.0 19.5 30.5 36.6 2.4 0.0 100
窯業・土石 35.9 33.3 15.4 12.8 0.0 2.6 100
その他製造 28.4 28.4 26.1 13.6 0.0 3.4 100
製造以外 42.2 25.6 20.0 11.1 0.0 1.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 11.2 21.0 27.7 35.1 3.1 2.0 100
変わらない 26.7 32.8 23.3 15.5 0.0 1.7 100
減少・低下した 41.7 35.3 10.8 7.9 0.7 3.6 100
不明 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 8.9 21.5 27.5 37.0 3.5 1.6 100
変わらない 24.9 29.4 25.4 17.8 0.5 2.0 100
減少・低下した 38.6 30.4 12.7 13.3 0.6 4.4 100
不明 12.5 25.0 50.0 12.5 0.0 0.0 100
１５％以上の減少 25.1 29.8 22.0 18.8 2.0 2.4 100
５～１５％未満の減少 19.8 27.6 26.0 23.4 0.5 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 18.1 27.1 23.9 25.5 3.2 2.1 100
５～１５％の増加 9.8 14.6 20.7 51.2 3.7 0.0 100
１５％以上の増加 7.2 13.4 30.9 42.3 3.1 3.1 100
２０％未満 20.5 27.6 23.8 24.3 2.7 1.1 100
２０％以上５０％未満 18.7 26.8 23.9 28.2 0.7 1.8 100
５０％以上８０％未満 15.9 23.2 28.5 27.8 2.6 2.0 100
８０％以上 17.1 22.9 24.0 31.4 4.0 0.6 100
不明 31.6 15.8 5.3 10.5 0.0 36.8 100

計画提出後現在まで、事業分野業界全体としての状況

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問13　計画提出後現在までの人事労務管理の取り組み（その１）

  

賃金制
度の導
入・整
備

賃金に
おける
成果・
業績反
映部分
の導
入・拡
大

人事評
価制度
の導
入・整
備

苦情処
理制度
の導
入・整
備

非正社
員
（パー
ト、アル
バイト、
契約社
員）の
活用拡
大

請負や
派遣な
ど外部
人材の
活用拡
大

外国人
労働者
の活用
拡大

合計 132 227 160 30 324 218 24
16.2 27.9 19.7 3.7 39.8 26.8 2.9

１０人未満 11.2 17.5 4.9 0.7 23.8 4.2 2.1
１０人以上３０人未満 12.1 20.1 13.0 2.5 33.1 15.1 2.1
３０人以上１００人未満 15.5 28.0 16.7 4.6 50.6 31.8 3.3
１００人以上３００人未満 22.3 38.0 39.7 5.0 52.1 52.9 5.8
３００人以上 36.8 66.7 59.6 10.5 42.1 63.2 1.8
不明 13.3 20.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0
精密機械器具製造 14.3 31.0 31.0 4.8 45.2 26.2 2.4
輸送用機械器具製造 20.8 37.5 25.0 4.2 41.7 29.2 0.0
電子デバイス・情報通信機器製造 21.4 28.6 25.0 0.0 46.4 46.4 10.7
電気機械器具製造 19.2 25.1 22.8 4.2 52.1 41.9 3.6
金属製品 19.1 24.5 13.8 1.1 37.2 18.1 2.1
一般機械器具製造 12.5 31.9 15.0 2.5 38.1 28.8 3.1
鉄鋼・非鉄金属 18.3 22.0 28.0 6.1 34.1 19.5 4.9
窯業・土石 10.3 20.5 12.8 5.1 43.6 28.2 5.1
その他製造 15.9 33.0 23.9 5.7 34.1 21.6 0.0
製造以外 13.3 28.9 11.1 3.3 26.7 8.9 1.1
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 17.6 31.5 21.0 3.8 43.3 30.8 3.2
変わらない 12.9 19.0 17.2 3.4 29.3 18.1 3.4
減少・低下した 12.2 19.4 16.5 3.6 33.8 18.0 1.4
不明 66.7 100.0 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0
増加・向上した 19.3 33.3 25.1 4.0 43.5 34.4 3.3
変わらない 13.2 26.4 13.7 2.5 35.5 15.7 2.5
減少・低下した 10.8 13.9 12.7 4.4 34.8 19.6 2.5
不明 25.0 37.5 0.0 0.0 37.5 12.5 0.0
１５％以上の減少 16.5 25.5 17.6 4.7 35.7 29.0 1.6
５～１５％未満の減少 14.6 30.2 22.9 4.2 39.6 26.0 2.6
 ＋－５％未満の増減 17.0 29.8 20.2 2.7 33.5 14.9 3.2
５～１５％の増加 14.6 30.5 18.3 2.4 58.5 40.2 4.9
１５％以上の増加 18.6 23.7 18.6 3.1 47.4 34.0 5.2
２０％未満 16.2 34.6 24.3 5.4 39.5 24.3 2.2
２０％以上５０％未満 15.5 27.1 19.0 3.5 39.4 27.1 2.5
５０％以上８０％未満 13.9 25.8 15.2 2.6 44.4 23.8 5.3
８０％以上 18.9 26.3 19.4 3.4 39.4 32.0 2.3
不明 21.1 5.3 21.1 0.0 15.8 21.1 5.3

現在までの人事労務管理の取り組み

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－223－



問13　計画提出後現在までの人事労務管理の取り組み（その２）

現場従
業員の
多能工
化

専門工
や高度
な専門
的人材
の養
成・確
保

親会社
や取引
先から
の人材
の受け
入れ
（応援・
出向・
転籍）

定年延
長や再
雇用に
よる高
齢者の
活用

女性の
活用拡
大

教育訓
練体系
の導
入・整
備

新規学
卒者の
採用

合計 417 93 61 277 67 78 121
51.2 11.4 7.5 34.0 8.2 9.6 14.9

１０人未満 31.5 5.6 1.4 22.4 4.9 3.5 0.7
１０人以上３０人未満 43.9 7.9 4.6 35.1 5.9 5.9 10.9
３０人以上１００人未満 59.0 13.0 10.5 44.4 10.5 12.6 20.1
１００人以上３００人未満 66.9 19.8 10.7 31.4 8.3 12.4 23.1
３００人以上 68.4 17.5 15.8 22.8 15.8 24.6 31.6
不明 40.0 6.7 6.7 26.7 13.3 0.0 0.0
精密機械器具製造 64.3 14.3 7.1 33.3 11.9 21.4 33.3
輸送用機械器具製造 58.3 4.2 12.5 54.2 4.2 12.5 29.2
電子デバイス・情報通信機器製造 82.1 28.6 14.3 10.7 14.3 10.7 21.4
電気機械器具製造 54.5 12.6 13.8 24.6 10.8 9.0 11.4
金属製品 46.8 9.6 4.3 44.7 4.3 8.5 11.7
一般機械器具製造 48.1 13.1 2.5 36.3 9.4 11.3 20.6
鉄鋼・非鉄金属 62.2 11.0 7.3 43.9 9.8 8.5 11.0
窯業・土石 43.6 5.1 0.0 33.3 5.1 7.7 7.7
その他製造 52.3 10.2 9.1 30.7 5.7 6.8 12.5
製造以外 30.0 7.8 6.7 33.3 5.6 6.7 8.9
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 54.1 13.3 8.5 35.1 10.3 11.0 16.2
変わらない 37.9 6.9 5.2 33.6 4.3 8.6 14.7
減少・低下した 50.4 7.9 5.0 30.2 2.9 5.0 9.4
不明 66.7 0.0 33.3 33.3 33.3 0.0 33.3
増加・向上した 57.2 14.0 9.3 34.6 9.3 13.3 18.2
変わらない 43.7 10.2 6.1 35.5 6.6 6.6 13.2
減少・低下した 43.7 6.3 3.8 31.0 7.0 3.2 7.6
不明 50.0 0.0 12.5 25.0 12.5 0.0 12.5
１５％以上の減少 53.7 9.8 8.2 25.1 4.7 7.5 9.8
５～１５％未満の減少 54.2 10.9 7.8 37.0 9.9 11.5 18.2
 ＋－５％未満の増減 46.8 13.8 2.7 37.8 9.0 11.2 10.6
５～１５％の増加 57.3 11.0 8.5 43.9 8.5 7.3 28.0
１５％以上の増加 42.3 12.4 13.4 36.1 12.4 10.3 18.6
２０％未満 53.0 9.7 4.9 33.0 7.6 10.8 18.4
２０％以上５０％未満 51.1 12.3 4.9 42.3 7.0 9.2 16.5
５０％以上８０％未満 46.4 12.6 7.3 32.5 9.9 9.9 10.6
８０％以上 56.0 12.0 14.9 24.6 9.7 9.1 13.1
不明 31.6 0.0 5.3 21.1 5.3 5.3 5.3

現在までの人事労務管理の取り組み

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高
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問13　計画提出後現在までの人事労務管理の取り組み（その３）

中途採
用

ワーク
シェアリ

ング

職場の
作業環
境改善

食堂や
寮、慶
弔見舞
金など
福利厚
生の充

実

その他

人事労
務管理
上の取
り組み
は特に
行わな
かった

無回答 合計

合計 221 48 188 30 9 59 16 814
27.1 5.9 23.1 3.7 1.1 7.2 2.0 100

１０人未満 5.6 7.0 14.7 0.7 2.1 23.1 4.2 100
１０人以上３０人未満 23.8 5.4 23.0 3.3 1.3 7.5 1.7 100
３０人以上１００人未満 38.5 5.9 26.8 5.9 0.8 1.7 0.8 100
１００人以上３００人未満 39.7 4.1 28.9 0.8 0.8 0.0 2.5 100
３００人以上 28.1 7.0 19.3 10.5 0.0 0.0 1.8 100
不明 0.0 13.3 13.3 0.0 0.0 26.7 0.0 100
精密機械器具製造 28.6 11.9 26.2 7.1 0.0 9.5 2.4 100
輸送用機械器具製造 45.8 4.2 25.0 4.2 0.0 8.3 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 46.4 0.0 35.7 0.0 0.0 7.1 0.0 100
電気機械器具製造 26.9 5.4 21.6 4.2 1.2 2.4 3.6 100
金属製品 17.0 7.4 20.2 4.3 0.0 6.4 2.1 100
一般機械器具製造 30.6 6.3 21.9 3.8 1.9 8.8 1.9 100
鉄鋼・非鉄金属 35.4 1.2 29.3 3.7 0.0 4.9 2.4 100
窯業・土石 10.3 2.6 15.4 0.0 2.6 12.8 2.6 100
その他製造 20.5 6.8 27.3 4.5 1.1 8.0 1.1 100
製造以外 26.7 8.9 18.9 2.2 2.2 12.2 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 30.0 4.9 27.3 4.9 1.3 5.6 1.4 100
変わらない 24.1 6.0 16.4 0.9 0.0 12.9 1.7 100
減少・低下した 18.0 10.1 12.2 1.4 1.4 9.4 4.3 100
不明 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 33.3 4.9 26.4 5.1 1.3 5.1 0.9 100
変わらない 22.3 5.1 22.8 2.5 1.0 10.2 2.5 100
減少・低下した 16.5 9.5 15.2 1.3 0.6 9.5 4.4 100
不明 12.5 12.5 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 100
１５％以上の減少 17.3 7.1 17.3 2.7 0.4 8.2 2.4 100
５～１５％未満の減少 26.6 7.3 22.4 2.1 0.5 4.7 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 24.5 3.2 26.6 3.7 1.6 12.8 1.6 100
５～１５％の増加 46.3 6.1 26.8 6.1 3.7 0.0 0.0 100
１５％以上の増加 43.3 5.2 29.9 7.2 1.0 5.2 2.1 100
２０％未満 29.2 7.0 23.8 4.3 1.1 6.5 1.6 100
２０％以上５０％未満 28.5 6.3 24.6 3.9 1.4 7.4 1.8 100
５０％以上８０％未満 29.1 6.6 21.9 4.0 0.7 6.0 1.3 100
８０％以上 22.9 2.9 23.4 2.9 1.1 9.1 0.6 100
不明 10.5 10.5 0.0 0.0 0.0 5.3 26.3 100

現在までの人事労務管理の取り組み

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類
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問14　計画提出後現在までの従業員の教育のための取り組み（その１）

  

部下指
導マ
ニュア
ルの作
成

上司に
部下育
成計画
書を作
成させ
る

改善提
案の奨
励

複数業
務を経
験させ
るため、
計画的
に配置
転換

教育目
的での
親会社
・取引
先から
の人材
受け入
れ（応
援など）

業務の
マニュ
アル化
・文書
化の促
進

専門学
校やメ
ーカー
での研
修に通
わせる

合計 56 62 393 256 45 272 57
6.9 7.6 48.3 31.4 5.5 33.4 7.0

１０人未満 2.1 1.4 22.4 19.6 0.7 11.2 7.0
１０人以上３０人未満 5.9 5.0 38.1 29.7 4.6 25.1 5.4
３０人以上１００人未満 7.9 7.5 59.4 37.7 7.9 42.3 8.8
１００人以上３００人未満 12.4 18.2 66.1 38.0 5.0 49.6 8.3
３００人以上 8.8 12.3 71.9 33.3 14.0 59.6 5.3
不明 0.0 6.7 46.7 13.3 0.0 6.7 0.0
精密機械器具製造 16.7 11.9 54.8 33.3 9.5 54.8 4.8
輸送用機械器具製造 4.2 8.3 62.5 29.2 4.2 37.5 12.5
電子デバイス・情報通信機器製造 7.1 14.3 64.3 28.6 17.9 42.9 14.3
電気機械器具製造 9.0 8.4 57.5 32.3 9.0 44.3 4.8
金属製品 6.4 6.4 42.6 23.4 1.1 30.9 6.4
一般機械器具製造 3.1 8.1 47.5 30.0 5.0 30.0 8.1
鉄鋼・非鉄金属 6.1 7.3 53.7 40.2 3.7 31.7 7.3
窯業・土石 5.1 0.0 48.7 38.5 2.6 23.1 2.6
その他製造 8.0 5.7 51.1 37.5 4.5 34.1 3.4
製造以外 6.7 7.8 18.9 24.4 3.3 13.3 12.2
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 7.7 9.0 52.5 33.3 6.8 37.1 7.7
変わらない 5.2 5.2 41.4 26.7 2.6 29.3 6.0
減少・低下した 5.0 4.3 36.7 28.8 2.9 23.0 5.0
不明 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 8.2 10.6 55.2 34.4 8.2 41.5 8.0
変わらない 5.6 5.1 41.1 29.9 2.5 22.3 5.6
減少・低下した 5.1 2.5 38.0 25.3 1.9 25.9 6.3
不明 0.0 0.0 37.5 25.0 0.0 0.0 0.0
１５％以上の減少 4.3 4.7 43.5 30.6 5.1 28.6 5.9
５～１５％未満の減少 5.7 9.9 55.2 35.9 4.7 37.5 8.3
 ＋－５％未満の増減 8.0 9.6 42.0 26.6 4.8 28.2 6.9
５～１５％の増加 8.5 8.5 56.1 26.8 2.4 45.1 9.8
１５％以上の増加 12.4 6.2 52.6 38.1 12.4 38.1 5.2
２０％未満 2.7 10.8 48.6 29.2 2.7 33.5 5.4
２０％以上５０％未満 8.5 7.0 49.6 29.2 3.5 35.2 7.4
５０％以上８０％未満 9.9 8.6 41.1 37.1 7.9 31.8 9.9
８０％以上 6.3 5.1 53.7 32.6 10.3 33.1 5.7
不明 5.3 0.0 31.6 31.6 0.0 21.1 5.3

従業員教育のための取り組み

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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問14　計画提出後現在までの従業員の教育のための取り組み（その２）

地域の
職業訓
練校な
どに通
わせる

地元の
経済団
体や同
業組合
の研修
会に参
加させ

る

その他

従業員
の教育
のため
の取り
組みは
特にし
ていな

い

無回答 合計

合計 36 121 41 164 24 814
4.4 14.9 5.0 20.1 2.9 100

１０人未満 1.4 8.4 3.5 48.3 3.5 100
１０人以上３０人未満 3.8 9.2 3.8 26.4 3.8 100
３０人以上１００人未満 5.9 21.3 4.2 9.6 1.3 100
１００人以上３００人未満 5.0 23.1 9.1 4.1 2.5 100
３００人以上 7.0 14.0 8.8 3.5 1.8 100
不明 6.7 0.0 6.7 13.3 20.0 100
精密機械器具製造 7.1 21.4 4.8 19.0 4.8 100
輸送用機械器具製造 4.2 12.5 0.0 25.0 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 3.6 17.9 7.1 7.1 0.0 100
電気機械器具製造 4.8 13.8 7.2 10.2 4.2 100
金属製品 7.4 11.7 3.2 22.3 4.3 100
一般機械器具製造 7.5 11.9 6.3 23.1 1.3 100
鉄鋼・非鉄金属 0.0 14.6 6.1 15.9 6.1 100
窯業・土石 2.6 17.9 5.1 28.2 2.6 100
その他製造 0.0 14.8 3.4 20.5 3.4 100
製造以外 3.3 21.1 2.2 34.4 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 4.9 14.6 5.2 17.1 2.7 100
変わらない 3.4 12.1 4.3 27.6 3.4 100
減少・低下した 3.6 18.7 4.3 25.9 3.6 100
不明 0.0 0.0 33.3 33.3 0.0 100
増加・向上した 5.3 15.3 6.4 14.2 1.8 100
変わらない 2.5 13.7 3.0 25.4 5.1 100
減少・低下した 4.4 15.8 3.2 29.7 3.8 100
不明 0.0 0.0 12.5 37.5 0.0 100
１５％以上の減少 2.4 13.3 4.7 24.3 3.9 100
５～１５％未満の減少 6.3 16.1 2.1 15.6 1.6 100
 ＋－５％未満の増減 4.8 15.4 4.8 27.1 3.2 100
５～１５％の増加 6.1 14.6 11.0 11.0 1.2 100
１５％以上の増加 4.1 15.5 7.2 12.4 4.1 100
２０％未満 3.2 17.8 5.4 21.1 1.1 100
２０％以上５０％未満 6.3 13.4 4.9 20.1 2.5 100
５０％以上８０％未満 5.3 20.5 4.6 21.2 4.0 100
８０％以上 1.7 10.3 5.1 19.4 1.7 100
不明 5.3 5.3 5.3 10.5 31.6 100

従業員教育のための取り組み

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類
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問15(1)　事業所の中核的人材はどのような人材か(その１）

  

製品やサ
ービスの
開発を担
当する技
術者・企
画担当者

ＩＴ（情報
通信技
術）に詳
しい技術

者

複数の機
械あるい
は工程を
こなすこ
とができ
る多能工

特定の技
能領域で
高度な技
能を発揮
する熟練

工

生産現場
やプロジ
ェクトの

管理を担
当する管
理職層

販売ルー
トの開拓
・確保を
担当する
営業職

合計 243 138 508 340 348 230
29.9 17.0 62.4 41.8 42.8 28.3

１０人未満 10.5 14.7 53.1 35.7 11.9 16.1
１０人以上３０人未満 22.2 12.1 65.7 37.2 30.1 24.3
３０人以上１００人未満 36.4 17.6 62.8 47.3 55.6 40.2
１００人以上３００人未満 45.5 27.3 66.1 41.3 68.6 33.1
３００人以上 56.1 21.1 63.2 54.4 71.9 19.3
不明 6.7 6.7 60.0 40.0 13.3 13.3
精密機械器具製造 28.6 21.4 64.3 38.1 69.0 23.8
輸送用機械器具製造 50.0 20.8 66.7 41.7 25.0 33.3
電子デバイス・情報通信機器製造 28.6 21.4 71.4 42.9 64.3 28.6
電気機械器具製造 34.1 25.7 68.3 38.3 51.5 24.6
金属製品 21.3 14.9 58.5 53.2 33.0 27.7
一般機械器具製造 33.8 11.9 70.6 47.5 43.1 20.0
鉄鋼・非鉄金属 24.4 15.9 67.1 42.7 42.7 36.6
窯業・土石 28.2 7.7 51.3 35.9 41.0 20.5
その他製造 36.4 13.6 59.1 43.2 43.2 27.3
製造以外 18.9 15.6 40.0 27.8 22.2 47.8
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 30.0 17.4 65.6 44.2 46.8 28.8
変わらない 30.2 10.3 56.0 34.5 37.9 26.7
減少・低下した 28.8 19.4 54.7 38.1 31.7 28.1
不明 33.3 66.7 66.7 33.3 0.0 0.0
増加・向上した 32.4 17.3 66.1 46.1 51.2 30.2
変わらない 27.9 16.8 56.3 37.1 32.5 26.4
減少・低下した 25.9 15.8 58.9 36.7 32.9 25.9
不明 12.5 25.0 75.0 12.5 12.5 12.5
１５％以上の減少 30.2 15.7 58.8 41.2 37.6 27.8
５～１５％未満の減少 37.0 18.8 62.0 41.1 50.5 31.8
 ＋－５％未満の増減 24.5 16.5 61.7 42.0 40.4 29.8
５～１５％の増加 34.1 18.3 64.6 50.0 43.9 31.7
１５％以上の増加 21.6 16.5 72.2 37.1 44.3 16.5
２０％未満 42.2 20.0 56.2 41.6 42.2 47.0
２０％以上５０％未満 34.9 16.5 59.5 46.1 45.1 32.4
５０％以上８０％未満 23.2 11.3 66.2 39.1 38.4 23.2
８０％以上 16.0 19.4 72.6 36.6 45.7 8.0
不明 15.8 15.8 42.1 47.4 21.1 10.5

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

中核的人材とは

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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問15(1)　事業所の中核的人材はどのような人材か(その２）

資金調達
や予算管
理などを
担当する
経理担当

者

従業員の
評価・処
遇や教育
について
担当する
人事担当

者

その他 無回答 合計

合計 183 84 7 31 814
22.5 10.3 0.9 3.8 100

１０人未満 13.3 0.7 2.8 9.8 100
１０人以上３０人未満 17.6 7.9 0.8 2.5 100
３０人以上１００人未満 32.2 11.7 0.0 1.3 100
１００人以上３００人未満 25.6 19.8 0.0 3.3 100
３００人以上 24.6 21.1 1.8 1.8 100
不明 0.0 0.0 0.0 20.0 100
精密機械器具製造 23.8 26.2 2.4 7.1 100
輸送用機械器具製造 37.5 16.7 0.0 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 7.1 14.3 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 22.2 11.4 1.2 3.6 100
金属製品 19.1 3.2 1.1 3.2 100
一般機械器具製造 18.8 11.3 0.6 3.8 100
鉄鋼・非鉄金属 29.3 11.0 0.0 2.4 100
窯業・土石 23.1 10.3 0.0 12.8 100
その他製造 21.6 4.5 1.1 3.4 100
製造以外 27.8 8.9 1.1 3.3 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 22.7 11.7 1.1 2.3 100
変わらない 23.3 8.6 0.9 6.9 100
減少・低下した 20.9 6.5 0.0 7.2 100
不明 33.3 0.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 24.4 14.0 0.4 2.0 100
変わらない 20.8 6.6 2.0 5.6 100
減少・低下した 19.0 5.1 0.6 7.0 100
不明 25.0 0.0 0.0 0.0 100
１５％以上の減少 20.8 8.6 0.4 5.1 100
５～１５％未満の減少 26.6 12.5 1.0 2.6 100
 ＋－５％未満の増減 23.9 10.6 1.6 4.3 100
５～１５％の増加 19.5 9.8 0.0 1.2 100
１５％以上の増加 18.6 10.3 1.0 4.1 100
２０％未満 31.4 14.1 0.0 0.5 100
２０％以上５０％未満 22.5 8.8 1.1 3.5 100
５０％以上８０％未満 23.8 9.9 2.0 4.6 100
８０％以上 14.3 10.3 0.6 4.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 31.6 100

中核的人材とは

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類
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問15(2)　計画提出後現在までの中核的人材を引きとめるための取り組み（その１）

  

月例給や
賞与の額
を上げる

裁量性の
高い仕事
を与える

苦情処理
により積極
的に対応

する

教育訓練
機会の整
備、充実

福利厚生
の充実

合計 185 180 64 113 36
22.7 22.1 7.9 13.9 4.4

１０人未満 16.1 13.3 8.4 4.2 5.6
１０人以上３０人未満 25.1 25.5 7.1 10.0 5.4
３０人以上１００人未満 25.9 23.8 10.0 20.1 4.2
１００人以上３００人未満 19.8 20.7 6.6 17.4 2.5
３００人以上 24.6 26.3 5.3 24.6 3.5
不明 13.3 20.0 0.0 0.0 0.0
精密機械器具製造 33.3 14.3 9.5 21.4 9.5
輸送用機械器具製造 25.0 4.2 4.2 8.3 4.2
電子デバイス・情報通信機器製造 32.1 25.0 7.1 21.4 0.0
電気機械器具製造 15.6 25.1 10.2 15.6 3.0
金属製品 26.6 29.8 9.6 13.8 3.2
一般機械器具製造 20.6 20.6 6.3 11.9 7.5
鉄鋼・非鉄金属 28.0 20.7 9.8 15.9 3.7
窯業・土石 28.2 23.1 0.0 10.3 2.6
その他製造 21.6 26.1 6.8 13.6 2.3
製造以外 21.1 15.6 7.8 10.0 5.6
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 27.5 24.1 8.5 16.7 5.2
変わらない 12.9 9.5 6.0 9.5 2.6
減少・低下した 12.2 24.5 6.5 6.5 2.9
不明 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0
増加・向上した 27.1 24.2 8.0 18.2 5.5
変わらない 20.8 18.3 8.6 10.2 4.1
減少・低下した 13.3 20.9 6.3 7.0 1.9
不明 12.5 25.0 12.5 0.0 0.0
１５％以上の減少 18.4 20.0 8.2 9.8 2.4
５～１５％未満の減少 20.8 22.9 6.8 13.5 2.1
 ＋－５％未満の増減 24.5 26.1 8.5 13.3 5.9
５～１５％の増加 25.6 20.7 3.7 15.9 6.1
１５％以上の増加 32.0 19.6 11.3 24.7 10.3
２０％未満 23.2 24.9 7.6 8.1 3.2
２０％以上５０％未満 22.9 23.2 7.7 14.8 4.2
５０％以上８０％未満 27.2 17.2 9.3 18.5 6.6
８０％以上 19.4 23.4 8.0 15.4 4.6
不明 10.5 5.3 0.0 5.3 0.0

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

中核的人材を引きとめるための取り組み

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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問15(2)　計画提出後現在までの中核的人材を引きとめる取り組み（その２）

その他
特別な取り
組みはして

いない
無回答 合計

合計 25 409 26 814
3.1 50.2 3.2 100

１０人未満 0.7 62.9 4.2 100
１０人以上３０人未満 2.5 47.7 2.5 100
３０人以上１００人未満 4.6 43.1 1.7 100
１００人以上３００人未満 3.3 54.5 5.0 100
３００人以上 3.5 49.1 1.8 100
不明 6.7 53.3 20.0 100
精密機械器具製造 4.8 40.5 4.8 100
輸送用機械器具製造 0.0 66.7 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 3.6 50.0 0.0 100
電気機械器具製造 6.0 48.5 4.8 100
金属製品 0.0 40.4 4.3 100
一般機械器具製造 3.8 53.8 1.9 100
鉄鋼・非鉄金属 2.4 46.3 4.9 100
窯業・土石 0.0 59.0 2.6 100
その他製造 2.3 51.1 3.4 100
製造以外 2.2 56.7 1.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 3.4 45.9 2.2 100
変わらない 0.9 66.4 4.3 100
減少・低下した 3.6 54.7 5.8 100
不明 0.0 33.3 33.3 100
増加・向上した 3.3 46.6 2.0 100
変わらない 2.5 50.8 4.1 100
減少・低下した 2.5 60.8 5.1 100
不明 12.5 37.5 12.5 100
１５％以上の減少 3.5 53.3 4.7 100
５～１５％未満の減少 4.2 53.6 2.1 100
 ＋－５％未満の増減 2.1 50.0 3.2 100
５～１５％の増加 3.7 47.6 2.4 100
１５％以上の増加 1.0 38.1 2.1 100
２０％未満 4.9 52.4 2.2 100
２０％以上５０％未満 2.8 52.5 2.1 100
５０％以上８０％未満 2.6 44.4 3.3 100
８０％以上 2.3 50.9 1.7 100
不明 0.0 36.8 42.1 100

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類

中核的人材を引きとめるための取り組み
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Ｆ１　回答事業所も含めた、会社に所属する事業所数

  

１つ ２つ以上 不明 合計

合計 498 303 13 814
61.2 37.2 1.6 100

１０人未満 89.5 8.4 2.1 100
１０人以上３０人未満 76.6 23.0 0.4 100
３０人以上１００人未満 55.6 43.1 1.3 100
１００人以上３００人未満 28.1 69.4 2.5 100
３００人以上 21.1 78.9 0.0 100
不明 53.3 26.7 20.0 100
精密機械器具製造 61.9 38.1 0.0 100
輸送用機械器具製造 58.3 41.7 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 39.3 60.7 0.0 100
電気機械器具製造 61.1 35.9 3.0 100
金属製品 71.3 27.7 1.1 100
一般機械器具製造 68.1 30.6 1.3 100
鉄鋼・非鉄金属 47.6 50.0 2.4 100
窯業・土石 59.0 38.5 2.6 100
その他製造 61.4 36.4 2.3 100
製造以外 58.9 41.1 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 60.3 39.0 0.7 100
変わらない 62.9 35.3 1.7 100
減少・低下した 63.3 31.7 5.0 100
不明 66.7 33.3 0.0 100
増加・向上した 58.5 40.8 0.7 100
変わらない 62.4 35.5 2.0 100
減少・低下した 66.5 29.7 3.8 100
不明 75.0 25.0 0.0 100
１５％以上の減少 62.4 34.9 2.7 100
５～１５％未満の減少 56.8 41.7 1.6 100
 ＋－５％未満の増減 63.8 35.1 1.1 100
５～１５％の増加 57.3 41.5 1.2 100
１５％以上の増加 64.9 35.1 0.0 100
２０％未満 50.3 48.6 1.1 100
２０％以上５０％未満 60.6 38.4 1.1 100
５０％以上８０％未満 66.2 31.1 2.6 100
８０％以上 70.9 28.6 0.6 100
不明 47.4 36.8 15.8 100

回答事業所も含めた、会社に所属する事業所数

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－232－



Ｆ１付問　回答事業所は、次のいずれに該当するか

  

本社事業所
本社以外の

事業所
不明 合計

合計 167 131 5 303
55.1 43.2 1.7 100

１０人未満 66.7 33.3 0.0 100
１０人以上３０人未満 70.9 27.3 1.8 100
３０人以上１００人未満 61.2 37.9 1.0 100
１００人以上３００人未満 46.4 52.4 1.2 100
３００人以上 31.1 64.4 4.4 100
不明 100.0 0.0 0.0 100
精密機械器具製造 68.8 18.8 12.5 100
輸送用機械器具製造 90.0 10.0 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 58.8 35.3 5.9 100
電気機械器具製造 43.3 55.0 1.7 100
金属製品 53.8 46.2 0.0 100
一般機械器具製造 49.0 51.0 0.0 100
鉄鋼・非鉄金属 53.7 46.3 0.0 100
窯業・土石 40.0 53.3 6.7 100
その他製造 59.4 40.6 0.0 100
製造以外 70.3 29.7 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 55.3 42.9 1.8 100
変わらない 53.7 46.3 0.0 100
減少・低下した 54.5 43.2 2.3 100
不明 100.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 53.3 44.6 2.2 100
変わらない 60.0 38.6 1.4 100
減少・低下した 55.3 44.7 0.0 100
不明 50.0 50.0 0.0 100
１５％以上の減少 52.8 43.8 3.4 100
５～１５％未満の減少 53.8 45.0 1.3 100
 ＋－５％未満の増減 65.2 34.8 0.0 100
５～１５％の増加 44.1 52.9 2.9 100
１５％以上の増加 55.9 44.1 0.0 100
２０％未満 50.0 48.9 1.1 100
２０％以上５０％未満 61.5 37.6 0.9 100
５０％以上８０％未満 57.4 40.4 2.1 100
８０％以上 52.0 46.0 2.0 100
不明 28.6 57.1 14.3 100

回答事業所は、次のいずれに該当するか

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ２　事業所は、同様の事業の「集積地域」に立地しているか

  

立地してい
る

立地してい
ない

不明 合計

合計 152 645 0 797
19.1 80.9 0.0 100

１０人未満 17.3 82.7 0.0 100
１０人以上３０人未満 20.0 80.0 0.0 100
３０人以上１００人未満 19.1 80.9 0.0 100
１００人以上３００人未満 16.2 83.8 0.0 100
３００人以上 24.6 75.4 0.0 100
不明 23.1 76.9 0.0 100
精密機械器具製造 12.2 87.8 0.0 100
輸送用機械器具製造 34.8 65.2 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 21.4 78.6 0.0 100
電気機械器具製造 19.0 81.0 0.0 100
金属製品 16.3 83.7 0.0 100
一般機械器具製造 18.5 81.5 0.0 100
鉄鋼・非鉄金属 20.3 79.7 0.0 100
窯業・土石 17.9 82.1 0.0 100
その他製造 12.8 87.2 0.0 100
製造以外 27.0 73.0 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 20.1 79.9 0.0 100
変わらない 16.7 83.3 0.0 100
減少・低下した 16.4 83.6 0.0 100
不明 33.3 66.7 0.0 100
増加・向上した 20.9 79.1 0.0 100
変わらない 15.7 84.3 0.0 100
減少・低下した 16.9 83.1 0.0 100
不明 37.5 62.5 0.0 100
１５％以上の減少 18.4 81.6 0.0 100
５～１５％未満の減少 21.2 78.8 0.0 100
 ＋－５％未満の増減 17.7 82.3 0.0 100
５～１５％の増加 13.6 86.4 0.0 100
１５％以上の増加 24.0 76.0 0.0 100
２０％未満 15.8 84.2 0.0 100
２０％以上５０％未満 20.0 80.0 0.0 100
５０％以上８０％未満 21.1 78.9 0.0 100
８０％以上 19.4 80.6 0.0 100
不明 17.6 82.4 0.0 100

事業所は、同様の事業の「集積地域」に立地して
いるか

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ３　計画提出後現在までに、組織改編を経験したか（その1）

  

事業所の
一部が分
離し、独立

事業所の
一部が分
離し、自社
の他事業
所と統合

事業所の
一部が分
離し、他社
事業所と統

合

事業所全
体が自社
の他事業
所と統合

事業所全
体が他社

事業所と統
合

合計 22 9 10 21 18
2.7 1.1 1.2 2.6 2.2

１０人未満 0.7 0.0 0.0 2.1 1.4
１０人以上３０人未満 1.7 0.0 0.8 1.7 0.8
３０人以上１００人未満 1.7 2.1 0.8 2.1 0.8
１００人以上３００人未満 4.1 2.5 1.7 2.5 5.0
３００人以上 12.3 1.8 7.0 10.5 8.8
不明 6.7 0.0 0.0 0.0 6.7
精密機械器具製造 7.1 2.4 0.0 0.0 4.8
輸送用機械器具製造 8.3 4.2 0.0 0.0 0.0
電子デバイス・情報通信機器製造 10.7 0.0 0.0 3.6 3.6
電気機械器具製造 4.2 1.2 1.2 1.8 3.0
金属製品 1.1 0.0 2.1 0.0 2.1
一般機械器具製造 1.3 1.9 1.9 3.8 0.6
鉄鋼・非鉄金属 0.0 0.0 1.2 0.0 1.2
窯業・土石 0.0 0.0 2.6 5.1 2.6
その他製造 2.3 0.0 0.0 8.0 1.1
製造以外 2.2 2.2 1.1 2.2 4.4
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 3.6 0.9 1.1 2.3 2.2
変わらない 1.7 1.7 0.9 3.4 0.0
減少・低下した 0.0 1.4 2.2 2.9 3.6
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3
増加・向上した 3.8 1.1 1.6 2.2 2.0
変わらない 2.0 1.5 0.5 2.5 1.5
減少・低下した 0.0 0.6 1.3 3.8 3.2
不明 12.5 0.0 0.0 0.0 12.5
１５％以上の減少 2.0 0.4 2.4 4.3 2.4
５～１５％未満の減少 2.1 2.1 1.0 1.6 3.1
 ＋－５％未満の増減 2.7 1.1 0.5 1.1 0.5
５～１５％の増加 3.7 1.2 0.0 2.4 0.0
１５％以上の増加 5.2 1.0 1.0 3.1 5.2
２０％未満 1.6 2.7 1.6 3.2 2.7
２０％以上５０％未満 3.5 1.1 1.4 2.5 1.1
５０％以上８０％未満 2.6 0.7 0.7 1.3 1.3
８０％以上 2.9 0.0 1.1 2.9 3.4
不明 0.0 0.0 0.0 5.3 10.5

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

計画提出後の組織改編の内容

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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Ｆ３　計画提出後現在までに、組織改編を経験したか（その２）

事業所の
一部を閉

鎖
その他

事業所の
組織改編

は経験して
いない

無回答 合計

合計 60 22 630 34 814
7.4 2.7 77.4 4.2 100

１０人未満 3.5 2.8 86.0 3.5 100
１０人以上３０人未満 4.6 2.9 82.4 5.4 100
３０人以上１００人未満 10.0 1.7 78.7 2.9 100
１００人以上３００人未満 9.1 3.3 70.2 4.1 100
３００人以上 15.8 1.8 50.9 1.8 100
不明 0.0 13.3 53.3 20.0 100
精密機械器具製造 9.5 0.0 73.8 7.1 100
輸送用機械器具製造 8.3 0.0 79.2 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 3.6 7.1 67.9 3.6 100
電気機械器具製造 7.8 1.8 77.8 3.6 100
金属製品 7.4 3.2 79.8 4.3 100
一般機械器具製造 5.0 3.8 79.4 4.4 100
鉄鋼・非鉄金属 8.5 0.0 82.9 6.1 100
窯業・土石 7.7 5.1 69.2 7.7 100
その他製造 9.1 3.4 73.9 3.4 100
製造以外 7.8 3.3 76.7 2.2 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 6.8 2.9 78.1 3.6 100
変わらない 8.6 0.9 78.4 5.2 100
減少・低下した 8.6 3.6 74.1 5.8 100
不明 0.0 0.0 66.7 0.0 100
増加・向上した 8.2 4.0 75.4 3.5 100
変わらない 7.1 0.5 79.2 6.1 100
減少・低下した 5.7 1.3 81.6 3.8 100
不明 0.0 12.5 62.5 0.0 100
１５％以上の減少 9.8 2.7 73.7 4.3 100
５～１５％未満の減少 8.9 2.1 77.1 3.6 100
 ＋－５％未満の増減 4.3 2.7 81.9 5.9 100
５～１５％の増加 8.5 4.9 78.0 2.4 100
１５％以上の増加 3.1 2.1 78.4 3.1 100
２０％未満 13.5 3.2 71.4 2.2 100
２０％以上５０％未満 6.7 3.2 77.5 4.6 100
５０％以上８０％未満 4.6 0.7 84.8 4.6 100
８０％以上 4.0 2.3 81.1 2.9 100
不明 10.5 10.5 42.1 26.3 100

計画提出後の組織改編の内容

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類
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F４　事業所を取り巻く環境の変化（その１）

  

他社との
事業や製
品の差別
化などが
成功し、
一歩リー
ドした

業界全体
が好況期
を迎えて
いる

事業所の
所在する
地域全体
が好況で
ある

競争相手
となる同
業他社が
倒産・廃
業するな
どで自社
が有利に
なった

自社の事
業が中国
など海外
へ進出し
た結果、
業績が好
転した

海外から
の受注が
増えるな
ど外需が
増えた

合計 163 242 34 113 29 86
20.0 29.7 4.2 13.9 3.6 10.6

１０人未満 9.8 17.5 6.3 17.5 0.0 1.4
１０人以上３０人未満 19.2 27.2 4.2 14.6 0.8 5.0
３０人以上１００人未満 28.0 31.4 2.9 13.0 4.6 14.2
１００人以上３００人未満 17.4 42.1 4.1 9.9 6.6 17.4
３００人以上 26.3 38.6 3.5 12.3 14.0 28.1
不明 0.0 26.7 6.7 20.0 0.0 6.7
精密機械器具製造 31.0 23.8 4.8 14.3 4.8 11.9
輸送用機械器具製造 25.0 45.8 12.5 4.2 4.2 8.3
電子デバイス・情報通信機器製造 39.3 32.1 0.0 17.9 3.6 14.3
電気機械器具製造 18.6 32.9 4.8 11.4 6.0 12.0
金属製品 18.1 26.6 3.2 10.6 3.2 8.5
一般機械器具製造 16.9 42.5 7.5 10.6 3.1 15.6
鉄鋼・非鉄金属 25.6 39.0 2.4 19.5 3.7 8.5
窯業・土石 12.8 12.8 0.0 15.4 0.0 12.8
その他製造 22.7 14.8 3.4 25.0 3.4 8.0
製造以外 13.3 15.6 1.1 12.2 1.1 3.3
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 25.5 39.2 4.3 14.7 4.5 13.5
変わらない 5.2 12.9 6.0 12.1 2.6 4.3
減少・低下した 10.8 6.5 2.2 12.2 0.7 4.3
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 26.6 41.0 4.2 14.4 5.1 14.2
変わらない 16.2 21.3 5.1 14.2 3.0 8.6
減少・低下した 7.0 8.9 2.5 12.0 0.0 2.5
不明 0.0 12.5 12.5 12.5 0.0 12.5
１５％以上の減少 13.3 20.4 2.4 14.5 3.9 8.2
５～１５％未満の減少 21.4 28.1 2.1 10.4 5.2 11.5
 ＋－５％未満の増減 22.9 31.9 5.9 16.5 2.7 9.6
５～１５％の増加 23.2 46.3 4.9 12.2 3.7 17.1
１５％以上の増加 26.8 39.2 9.3 15.5 1.0 11.3
２０％未満 24.3 31.9 2.2 14.1 5.9 17.8
２０％以上５０％未満 23.9 27.1 3.9 18.0 4.6 9.2
５０％以上８０％未満 17.9 27.2 4.6 13.2 2.0 6.6
８０％以上 13.1 36.0 6.9 8.6 0.6 9.1
不明 0.0 10.5 0.0 5.3 5.3 5.3

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

事業所を取り巻く環境の変化

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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F４　事業所を取り巻く環境の変化（その２）

為替の変
動や原油
価格の変
動などで
予想以上
の利益が
得られた

規制の緩
和や改革
など、自
社の事業
に法的に
有利な展
開がある

その他の
状況の変
化があっ

た

無回答 合計

合計 10 11 92 239 814
1.2 1.4 11.3 29.4 100

１０人未満 0.0 2.8 11.2 44.1 100
１０人以上３０人未満 0.4 0.8 11.3 33.1 100
３０人以上１００人未満 1.3 0.4 12.1 23.0 100
１００人以上３００人未満 2.5 3.3 11.6 21.5 100
３００人以上 3.5 0.0 8.8 15.8 100
不明 6.7 0.0 6.7 46.7 100
精密機械器具製造 2.4 0.0 9.5 26.2 100
輸送用機械器具製造 0.0 16.7 4.2 16.7 100
電子デバイス・情報通信機器製造 0.0 3.6 3.6 21.4 100
電気機械器具製造 1.2 0.0 12.0 27.5 100
金属製品 0.0 0.0 5.3 42.6 100
一般機械器具製造 1.3 1.9 10.6 18.8 100
鉄鋼・非鉄金属 4.9 0.0 12.2 22.0 100
窯業・土石 0.0 0.0 17.9 46.2 100
その他製造 1.1 1.1 15.9 28.4 100
製造以外 0.0 2.2 14.4 45.6 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 1.4 1.1 9.9 18.7 100
変わらない 0.0 1.7 12.9 53.4 100
減少・低下した 0.7 2.2 15.8 51.1 100
不明 33.3 0.0 0.0 66.7 100
増加・向上した 1.3 1.3 10.0 17.1 100
変わらない 1.0 1.5 11.2 37.6 100
減少・低下した 0.6 1.3 15.2 53.8 100
不明 12.5 0.0 12.5 37.5 100
１５％以上の減少 1.2 0.8 12.2 38.0 100
５～１５％未満の減少 2.1 0.0 16.7 29.2 100
 ＋－５％未満の増減 1.1 3.2 4.8 30.9 100
５～１５％の増加 1.2 2.4 11.0 15.9 100
１５％以上の増加 0.0 1.0 11.3 15.5 100
２０％未満 1.1 1.1 11.4 21.6 100
２０％以上５０％未満 1.4 1.8 8.5 30.3 100
５０％以上８０％未満 1.3 0.7 15.9 30.5 100
８０％以上 1.1 1.7 11.4 31.4 100
不明 0.0 0.0 15.8 63.2 100

事業所を取り巻く環境の変化

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類
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Ｆ５Ａ．現在の就業者人数　a.貴事業所の従業員・合計

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 76.3 269.6 786
１０人未満 5.3 2.5 142
１０人以上３０人未満 17.8 6.1 234
３０人以上１００人未満 50.7 21.7 231
１００人以上３００人未満 126.6 62.2 117
３００人以上 515.9 901.6 55
不明 21.1 15.9 7
精密機械器具製造 83.7 128.2 40
輸送用機械器具製造 54.8 66.6 23
電子デバイス・情報通信機器製造 167.1 203.1 28
電気機械器具製造 145.1 553.1 159
金属製品 35.4 44.1 91
一般機械器具製造 63.6 116.3 156
鉄鋼・非鉄金属 76.1 164.6 79
窯業・土石 59.5 115.8 37
その他製造 48.8 70.9 84
製造以外 24.1 35.1 89
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 93.5 322.2 539
変わらない 37.9 49.9 109
減少・低下した 40.0 58.3 135
不明 15.3 12.6 3
増加・向上した 102.7 352.0 440
変わらない 45.7 82.8 186
減少・低下した 40.6 68.1 153
不明 11.1 8.6 7
１５％以上の減少 89.1 437.4 248
５～１５％未満の減少 81.9 143.1 184
 ＋－５％未満の増減 54.8 96.9 179
５～１５％の増加 69.9 121.7 81
１５％以上の増加 78.1 182.3 94
２０％未満 69.2 116.3 180
２０％以上５０％未満 90.6 409.6 277
５０％以上８０％未満 51.3 83.1 146
８０％以上 81.3 200.7 172
不明 84.6 168.3 11

貴事業所の従業員・合計

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ５Ａ．現在の就業者人数　b.正社員

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 65.6 262.4 771
１０人未満 4.3 2.5 139
１０人以上３０人未満 15.0 6.3 227
３０人以上１００人未満 42.5 20.5 228
１００人以上３００人未満 102.8 56.7 115
３００人以上 453.7 891.1 55
不明 17.4 13.8 7
精密機械器具製造 71.8 113.1 40
輸送用機械器具製造 46.6 55.4 23
電子デバイス・情報通信機器製造 149.5 202.3 28
電気機械器具製造 121.6 544.5 157
金属製品 30.7 38.7 88
一般機械器具製造 52.8 86.5 153
鉄鋼・非鉄金属 69.8 160.6 78
窯業・土石 50.9 106.4 36
その他製造 42.4 63.1 83
製造以外 21.2 32.8 85
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 80.2 313.5 531
変わらない 33.2 47.0 108
減少・低下した 34.0 50.9 129
不明 8.3 13.6 3
増加・向上した 88.9 344.0 432
変わらない 38.5 74.1 184
減少・低下した 34.2 57.9 148
不明 7.7 8.2 7
１５％以上の減少 84.0 439.6 244
５～１５％未満の減少 73.7 138.8 180
 ＋－５％未満の増減 47.6 91.1 175
５～１５％の増加 53.8 68.1 79
１５％以上の増加 45.9 82.4 93
２０％未満 58.8 90.4 174
２０％以上５０％未満 83.0 411.1 273
５０％以上８０％未満 43.2 73.6 143
８０％以上 63.0 163.7 170
不明 74.5 141.3 11

正社員

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

－240－



Ｆ５Ａ．現在の就業者人数　c.非正社員（ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ、有期契約社員）

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 11.2 52.8 771
１０人未満 0.9 1.4 139
１０人以上３０人未満 2.7 3.7 226
３０人以上１００人未満 8.3 10.0 228
１００人以上３００人未満 22.5 25.4 115
３００人以上 62.3 185.2 55
不明 3.3 3.9 8
精密機械器具製造 12.0 18.9 40
輸送用機械器具製造 8.2 14.7 23
電子デバイス・情報通信機器製造 17.6 29.9 28
電気機械器具製造 24.0 104.1 157
金属製品 4.6 9.1 88
一般機械器具製造 10.5 46.1 152
鉄鋼・非鉄金属 7.1 14.8 78
窯業・土石 9.1 16.3 37
その他製造 6.3 12.6 83
製造以外 3.5 7.0 85
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 13.9 63.1 530
変わらない 4.9 9.5 109
減少・低下した 5.5 11.1 129
不明 1.3 1.5 3
増加・向上した 14.5 69.0 431
変わらない 7.2 17.0 185
減少・低下した 7.1 14.5 148
不明 1.0 1.2 7
１５％以上の減少 5.5 12.0 245
５～１５％未満の減少 8.4 13.0 180
 ＋－５％未満の増減 8.1 17.6 174
５～１５％の増加 17.1 62.5 79
１５％以上の増加 32.7 134.5 93
２０％未満 10.9 43.5 174
２０％以上５０％未満 8.6 16.8 274
５０％以上８０％未満 8.6 18.8 142
８０％以上 18.0 99.5 170
不明 10.1 28.5 11

産業分類

非正社員（ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ、有期契約
社員）

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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Ｆ５Ａ．現在の就業者人数　d.派遣・請負などの外部人材

  

平均値 標準偏差 有効な N

合計 7.1 27.9 755
１０人未満 0.1 0.3 132
１０人以上３０人未満 0.8 4.1 221
３０人以上１００人未満 4.1 9.1 226
１００人以上３００人未満 10.8 24.8 113
３００人以上 54.1 80.3 56
不明 0.4 1.1 7
精密機械器具製造 25.3 70.1 40
輸送用機械器具製造 3.1 9.3 22
電子デバイス・情報通信機器製造 17.9 34.2 27
電気機械器具製造 11.5 32.4 155
金属製品 2.3 6.5 86
一般機械器具製造 5.5 21.4 148
鉄鋼・非鉄金属 5.0 19.8 78
窯業・土石 8.5 39.8 37
その他製造 3.3 14.9 78
製造以外 0.7 2.9 84
不明 0.0 0.0 0
増加・向上した 9.4 32.7 524
変わらない 1.6 6.7 103
減少・低下した 2.3 11.7 126
不明 0.0 0.0 2
増加・向上した 10.6 35.7 427
変わらない 2.1 6.3 180
減少・低下した 3.1 13.7 142
不明 0.0 0.0 6
１５％以上の減少 8.8 34.5 241
５～１５％未満の減少 7.1 23.3 178
 ＋－５％未満の増減 5.2 27.0 173
５～１５％の増加 8.2 28.0 77
１５％以上の増加 5.4 14.9 86
２０％未満 8.7 39.7 172
２０％以上５０％未満 5.1 17.3 270
５０％以上８０％未満 6.2 27.8 141
８０％以上 9.4 27.4 162
不明 9.5 25.6 10

産業分類

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

派遣・請負などの外部人材

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率
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Ｆ５Ｂ　計画提出後現在までの変化　a.貴事業所の従業員・合計

  

増加 変わらない 減少 不明 合計

合計 227 146 378 63 814
27.9 17.9 46.4 7.7 100

１０人未満 10.5 33.6 51.7 4.2 100
１０人以上３０人未満 32.6 17.2 42.3 7.9 100
３０人以上１００人未満 36.4 10.9 44.8 7.9 100
１００人以上３００人未満 29.8 17.4 45.5 7.4 100
３００人以上 14.0 12.3 66.7 7.0 100
不明 20.0 20.0 20.0 40.0 100
精密機械器具製造 31.0 16.7 42.9 9.5 100
輸送用機械器具製造 25.0 20.8 50.0 4.2 100
電子デバイス・情報通信機器製造 32.1 14.3 46.4 7.1 100
電気機械器具製造 36.5 13.8 41.3 8.4 100
金属製品 26.6 19.1 45.7 8.5 100
一般機械器具製造 31.3 20.6 41.3 6.9 100
鉄鋼・非鉄金属 24.4 23.2 39.0 13.4 100
窯業・土石 17.9 10.3 64.1 7.7 100
その他製造 18.2 17.0 59.1 5.7 100
製造以外 22.2 20.0 53.3 4.4 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 34.7 18.9 37.9 8.5 100
変わらない 16.4 19.0 60.3 4.3 100
減少・低下した 10.1 12.2 69.8 7.9 100
不明 33.3 66.7 0.0 0.0 100
増加・向上した 32.8 19.3 41.2 6.7 100
変わらない 26.4 19.3 44.7 9.6 100
減少・低下した 15.8 11.4 64.6 8.2 100
不明 25.0 37.5 25.0 12.5 100
１５％以上の減少 7.8 12.2 74.1 5.9 100
５～１５％未満の減少 15.1 13.5 63.0 8.3 100
 ＋－５％未満の増減 30.3 37.8 24.5 7.4 100
５～１５％の増加 62.2 11.0 17.1 9.8 100
１５％以上の増加 72.2 9.3 8.2 10.3 100
２０％未満 23.8 16.8 51.9 7.6 100
２０％以上５０％未満 27.8 19.4 47.2 5.6 100
５０％以上８０％未満 30.5 17.2 46.4 6.0 100
８０％以上 32.0 18.9 41.1 8.0 100
不明 10.5 5.3 31.6 52.6 100

貴事業所の従業員・合計

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ５Ｂ　計画提出後現在までの変化　ｂ.正社員

  

増加 変わらない 減少 不明 合計

合計 153 151 429 81 814
18.8 18.6 52.7 10.0 100

１０人未満 4.9 31.5 54.5 9.1 100
１０人以上３０人未満 23.8 23.0 42.7 10.5 100
３０人以上１００人未満 23.4 11.3 55.2 10.0 100
１００人以上３００人未満 22.3 10.7 59.5 7.4 100
３００人以上 8.8 15.8 70.2 5.3 100
不明 6.7 13.3 33.3 46.7 100
精密機械器具製造 16.7 26.2 52.4 4.8 100
輸送用機械器具製造 20.8 20.8 58.3 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 14.3 21.4 57.1 7.1 100
電気機械器具製造 24.0 14.4 53.3 8.4 100
金属製品 18.1 18.1 52.1 11.7 100
一般機械器具製造 23.8 17.5 48.8 10.0 100
鉄鋼・非鉄金属 20.7 23.2 41.5 14.6 100
窯業・土石 5.1 17.9 61.5 15.4 100
その他製造 11.4 19.3 60.2 9.1 100
製造以外 14.4 18.9 55.6 11.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 23.7 20.1 45.9 10.3 100
変わらない 12.9 19.8 62.1 5.2 100
減少・低下した 4.3 10.8 72.7 12.2 100
不明 0.0 33.3 33.3 33.3 100
増加・向上した 24.4 18.6 48.1 8.9 100
変わらない 16.8 19.8 53.8 9.6 100
減少・低下した 5.7 16.5 65.2 12.7 100
不明 12.5 25.0 37.5 25.0 100
１５％以上の減少 5.1 11.0 75.7 8.2 100
５～１５％未満の減少 6.8 14.6 66.7 12.0 100
 ＋－５％未満の増減 17.0 34.6 36.7 11.7 100
５～１５％の増加 48.8 13.4 32.9 4.9 100
１５％以上の増加 56.7 19.6 12.4 11.3 100
２０％未満 17.3 14.6 56.8 11.4 100
２０％以上５０％未満 18.7 20.1 54.6 6.7 100
５０％以上８０％未満 18.5 20.5 49.7 11.3 100
８０％以上 22.3 20.0 50.9 6.9 100
不明 5.3 5.3 26.3 63.2 100

正社員

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

－244－



Ｆ５Ｂ　計画提出後現在までの変化　ｃ.非正社員（パート、アルバイト、有期契約社員）

  

増加
変わらな

い
減少

計画提出
時から現
在までい

ない

不明 合計

合計 310 129 109 110 156 814
38.1 15.8 13.4 13.5 19.2 100

１０人未満 22.4 14.7 9.8 22.4 30.8 100
１０人以上３０人未満 32.2 18.8 12.6 14.2 22.2 100
３０人以上１００人未満 48.1 14.6 12.6 11.3 13.4 100
１００人以上３００人未満 50.4 14.0 14.9 8.3 12.4 100
３００人以上 36.8 15.8 29.8 8.8 8.8 100
不明 26.7 13.3 0.0 13.3 46.7 100
精密機械器具製造 40.5 16.7 26.2 2.4 14.3 100
輸送用機械器具製造 37.5 12.5 25.0 8.3 16.7 100
電子デバイス・情報通信機器製造 35.7 17.9 17.9 7.1 21.4 100
電気機械器具製造 43.7 12.0 21.0 10.2 13.2 100
金属製品 41.5 11.7 9.6 18.1 19.1 100
一般機械器具製造 41.9 18.1 9.4 11.9 18.8 100
鉄鋼・非鉄金属 40.2 15.9 6.1 15.9 22.0 100
窯業・土石 28.2 23.1 12.8 17.9 17.9 100
その他製造 30.7 18.2 10.2 19.3 21.6 100
製造以外 26.7 17.8 10.0 16.7 28.9 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 42.1 15.6 12.1 11.0 19.2 100
変わらない 25.0 19.8 19.0 19.8 16.4 100
減少・低下した 33.1 12.9 14.4 18.7 20.9 100
不明 33.3 33.3 0.0 0.0 33.3 100
増加・向上した 40.6 15.7 12.9 12.4 18.4 100
変わらない 35.0 17.8 14.7 13.7 18.8 100
減少・低下した 35.4 12.7 13.9 17.1 20.9 100
不明 25.0 37.5 0.0 0.0 37.5 100
１５％以上の減少 28.6 12.9 23.5 16.1 18.8 100
５～１５％未満の減少 35.9 16.7 13.0 15.1 19.3 100
 ＋－５％未満の増減 35.1 21.3 7.4 13.8 22.3 100
５～１５％の増加 59.8 9.8 6.1 9.8 14.6 100
１５％以上の増加 54.6 16.5 5.2 6.2 17.5 100
２０％未満 34.1 14.1 15.1 16.8 20.0 100
２０％以上５０％未満 41.5 16.5 12.3 14.8 14.8 100
５０％以上８０％未満 37.7 17.9 11.9 7.9 24.5 100
８０％以上 40.6 16.0 14.9 13.7 14.9 100
不明 5.3 5.3 10.5 5.3 73.7 100

非正社員（ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ、有期契約社員）

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ５Ｂ　計画提出後現在までの変化　ｄ.派遣・請負などの外部人材

  

増加
変わらな

い
減少

計画提出
時から現
在までい

ない

不明 合計

合計 214 33 29 236 302 814
26.3 4.1 3.6 29.0 37.1 100

１０人未満 4.2 3.5 1.4 37.8 53.1 100
１０人以上３０人未満 13.0 3.3 1.3 34.7 47.7 100
３０人以上１００人未満 32.6 5.0 6.3 24.3 31.8 100
１００人以上３００人未満 51.2 4.1 5.8 22.3 16.5 100
３００人以上 63.2 5.3 3.5 17.5 10.5 100
不明 6.7 0.0 0.0 26.7 66.7 100
精密機械器具製造 40.5 4.8 7.1 16.7 31.0 100
輸送用機械器具製造 25.0 4.2 4.2 20.8 45.8 100
電子デバイス・情報通信機器製造 39.3 7.1 7.1 10.7 35.7 100
電気機械器具製造 36.5 4.2 7.8 22.8 28.7 100
金属製品 20.2 1.1 1.1 42.6 35.1 100
一般機械器具製造 27.5 5.0 1.9 27.5 38.1 100
鉄鋼・非鉄金属 23.2 3.7 2.4 32.9 37.8 100
窯業・土石 20.5 7.7 0.0 33.3 38.5 100
その他製造 21.6 3.4 2.3 30.7 42.0 100
製造以外 11.1 3.3 2.2 35.6 47.8 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 30.4 4.1 3.8 25.9 35.8 100
変わらない 15.5 3.4 2.6 40.5 37.9 100
減少・低下した 19.4 4.3 3.6 31.7 41.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7 100
増加・向上した 32.4 4.0 4.0 28.2 31.5 100
変わらない 17.3 6.1 3.0 28.4 45.2 100
減少・低下した 21.5 1.9 3.2 32.3 41.1 100
不明 0.0 0.0 0.0 25.0 75.0 100
１５％以上の減少 25.9 3.9 4.7 27.8 37.6 100
５～１５％未満の減少 26.6 4.7 3.1 30.7 34.9 100
 ＋－５％未満の増減 18.6 6.9 2.7 29.8 42.0 100
５～１５％の増加 41.5 0.0 2.4 26.8 29.3 100
１５％以上の増加 28.9 1.0 4.1 28.9 37.1 100
２０％未満 27.0 3.8 2.7 31.4 35.1 100
２０％以上５０％未満 26.8 4.6 3.9 31.3 33.5 100
５０％以上８０％未満 21.9 6.0 4.0 27.8 40.4 100
８０％以上 29.1 1.7 3.4 25.7 40.0 100
不明 21.1 5.3 5.3 10.5 57.9 100

派遣・請負などの外部人材

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ６②　計画提出時と比較した従業員数の変化

  

増加 横ばい 減少 不明 合計

合計 225 150 370 57 802
28.1 18.7 46.1 7.1 100

１０人未満 10.7 33.6 52.9 2.9 100
１０人以上３０人未満 32.4 18.1 42.0 7.6 100
３０人以上１００人未満 35.9 13.5 44.3 6.3 100
１００人以上３００人未満 31.4 16.1 47.5 5.1 100
３００人以上 17.5 15.8 57.9 8.8 100
不明 8.3 0.0 16.7 75.0 100
精密機械器具製造 35.7 16.7 45.2 2.4 100
輸送用機械器具製造 25.0 16.7 50.0 8.3 100
電子デバイス・情報通信機器製造 35.7 14.3 46.4 3.6 100
電気機械器具製造 36.4 15.4 39.5 8.6 100
金属製品 25.8 20.4 45.2 8.6 100
一般機械器具製造 32.7 18.9 42.1 6.3 100
鉄鋼・非鉄金属 23.8 23.8 41.3 11.3 100
窯業・土石 21.1 15.8 52.6 10.5 100
その他製造 17.4 16.3 60.5 5.8 100
製造以外 18.9 24.4 53.3 3.3 100
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 35.8 19.9 36.7 7.6 100
変わらない 12.3 18.4 64.0 5.3 100
減少・低下した 9.8 12.9 71.2 6.1 100
不明 0.0 66.7 0.0 33.3 100
増加・向上した 34.7 19.2 39.0 7.1 100
変わらない 25.9 20.7 46.1 7.3 100
減少・低下した 11.8 13.2 69.1 5.9 100
不明 12.5 50.0 12.5 25.0 100
１５％以上の減少 8.1 14.1 71.8 6.0 100
５～１５％未満の減少 12.7 13.8 65.1 8.5 100
 ＋－５％未満の増減 30.1 36.6 26.9 6.5 100
５～１５％の増加 65.9 11.0 14.6 8.5 100
１５％以上の増加 73.2 12.4 7.2 7.2 100
２０％未満 24.6 17.5 52.5 5.5 100
２０％以上５０％未満 26.7 20.6 47.0 5.7 100
５０％以上８０％未満 31.1 17.6 44.6 6.8 100
８０％以上 33.3 17.8 40.8 8.0 100
不明 6.3 18.8 31.3 43.8 100

計画提出時と比較した従業員数の変化

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ７　今後同様の雇用調整の必要が生じた場合実施する雇用調整策（その１）

  

パート・ア
ルバイト・
契約社員
の雇い止

め

請負社員
や派遣社
員など外
部人材に
よる調整

配置転換・
残業規制・
ワークシェ
アリング

従業員の
賃金カット

希望退職
の募集、従
業員の解

雇

合計 321 208 346 255 195
39.4 25.6 42.5 31.3 24.0

１０人未満 21.7 8.4 15.4 35.0 23.8
１０人以上３０人未満 32.2 15.1 34.7 25.9 20.9
３０人以上１００人未満 49.4 31.8 51.9 35.6 28.0
１００人以上３００人未満 55.4 38.8 64.5 36.4 24.0
３００人以上 43.9 63.2 63.2 17.5 17.5
不明 20.0 6.7 20.0 26.7 33.3
精密機械器具製造 45.2 40.5 57.1 28.6 26.2
輸送用機械器具製造 45.8 29.2 50.0 33.3 12.5
電子デバイス・情報通信機器製造 53.6 53.6 64.3 32.1 32.1
電気機械器具製造 50.9 34.7 46.1 28.1 31.1
金属製品 33.0 14.9 48.9 27.7 23.4
一般機械器具製造 33.1 23.1 43.1 36.3 20.0
鉄鋼・非鉄金属 40.2 20.7 37.8 35.4 20.7
窯業・土石 30.8 23.1 35.9 28.2 25.6
その他製造 38.6 26.1 38.6 21.6 22.7
製造以外 31.1 12.2 23.3 40.0 21.1
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 43.9 28.6 46.2 31.3 22.8
変わらない 29.3 18.1 33.6 32.8 23.3
減少・低下した 30.2 20.1 36.0 30.2 29.5
不明 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0
増加・向上した 43.2 29.9 49.4 30.4 23.1
変わらない 38.1 17.8 34.5 31.0 22.8
減少・低下した 31.0 24.1 34.2 34.2 28.5
不明 25.0 0.0 12.5 37.5 12.5
１５％以上の減少 36.9 27.5 40.8 30.2 29.4
５～１５％未満の減少 33.9 28.6 41.1 33.9 27.1
 ＋－５％未満の増減 36.2 17.6 38.3 36.7 16.0
５～１５％の増加 48.8 28.0 61.0 24.4 20.7
１５％以上の増加 55.7 27.8 42.3 24.7 21.6
２０％未満 39.5 26.5 46.5 40.5 23.2
２０％以上５０％未満 40.8 23.9 47.9 31.0 22.2
５０％以上８０％未満 39.7 24.5 33.8 29.8 24.5
８０％以上 40.0 28.0 41.1 26.3 29.1
不明 10.5 26.3 5.3 5.3 5.3

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類

今後実施するであろう雇用調整策の内容

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合
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Ｆ７　今後同様の雇用調整の必要が生じた場合実施する雇用調整策（その２）

雇用調整
助成金の
対象となる
雇用調整
策（休業・
出向など）

その他 無回答 合計

合計 537 10 30 814
66.0 1.2 3.7 100

１０人未満 60.8 0.7 7.0 100
１０人以上３０人未満 63.6 2.1 4.2 100
３０人以上１００人未満 71.5 1.3 1.7 100
１００人以上３００人未満 67.8 0.0 0.8 100
３００人以上 68.4 0.0 1.8 100
不明 40.0 6.7 26.7 100
精密機械器具製造 59.5 0.0 0.0 100
輸送用機械器具製造 79.2 0.0 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 64.3 0.0 0.0 100
電気機械器具製造 65.9 0.6 3.6 100
金属製品 69.1 2.1 4.3 100
一般機械器具製造 71.9 1.9 3.1 100
鉄鋼・非鉄金属 67.1 0.0 2.4 100
窯業・土石 66.7 0.0 2.6 100
その他製造 54.5 3.4 8.0 100
製造以外 62.2 1.1 5.6 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 67.6 0.9 2.9 100
変わらない 68.1 0.0 5.2 100
減少・低下した 56.8 3.6 5.8 100
不明 100.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 67.2 0.7 2.4 100
変わらない 70.1 1.0 4.6 100
減少・低下した 57.6 3.2 5.7 100
不明 62.5 0.0 12.5 100
１５％以上の減少 62.7 2.4 5.1 100
５～１５％未満の減少 67.2 1.0 3.1 100
 ＋－５％未満の増減 67.6 1.1 4.3 100
５～１５％の増加 72.0 0.0 1.2 100
１５％以上の増加 63.9 0.0 2.1 100
２０％未満 72.4 0.5 3.2 100
２０％以上５０％未満 66.9 0.7 2.8 100
５０％以上８０％未満 60.9 2.0 2.0 100
８０％以上 66.3 1.7 2.3 100
不明 26.3 5.3 47.4 100

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類

今後実施するであろう雇用調整策の内容
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Ｆ８　2005年１月１日現在、雇用調整助成金を受給しているか

  

はい いいえ 不明 合計

合計 19 783 12 814
2.3 96.2 1.5 100

１０人未満 5.6 90.9 3.5 100
１０人以上３０人未満 2.1 97.5 0.4 100
３０人以上１００人未満 1.7 97.1 1.3 100
１００人以上３００人未満 1.7 98.3 0.0 100
３００人以上 0.0 100.0 0.0 100
不明 0.0 80.0 20.0 100
精密機械器具製造 0.0 100.0 0.0 100
輸送用機械器具製造 8.3 91.7 0.0 100
電子デバイス・情報通信機器製造 0.0 96.4 3.6 100
電気機械器具製造 0.6 95.8 3.6 100
金属製品 4.3 95.7 0.0 100
一般機械器具製造 0.6 98.1 1.3 100
鉄鋼・非鉄金属 3.7 96.3 0.0 100
窯業・土石 5.1 92.3 2.6 100
その他製造 4.5 93.2 2.3 100
製造以外 2.2 97.8 0.0 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 1.6 96.9 1.4 100
変わらない 3.4 96.6 0.0 100
減少・低下した 3.6 93.5 2.9 100
不明 33.3 66.7 0.0 100
増加・向上した 1.8 97.6 0.7 100
変わらない 3.6 95.4 1.0 100
減少・低下した 1.9 94.9 3.2 100
不明 12.5 62.5 25.0 100
１５％以上の減少 4.3 93.3 2.4 100
５～１５％未満の減少 2.1 96.9 1.0 100
 ＋－５％未満の増減 1.6 97.3 1.1 100
５～１５％の増加 0.0 100.0 0.0 100
１５％以上の増加 1.0 96.9 2.1 100
２０％未満 3.2 96.2 0.5 100
２０％以上５０％未満 2.1 97.5 0.4 100
５０％以上８０％未満 3.3 96.0 0.7 100
８０％以上 1.1 97.1 1.7 100
不明 0.0 68.4 31.6 100

2005年１月１日現在、雇用調整助成金を受給して
いるか

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ９　今後雇用調整助成金制度に期待すること（その１）

  

雇用調整
助成金の
受給手続

きを簡略化
して欲しい

雇用調整
助成金の
支給額を

増やして欲
しい

雇用調整
助成金の
支給期間
を延長して

欲しい

雇用調整
助成金の

受給資格、
条件などを
緩和して欲

しい

雇用調整
助成金受
給開始ま

での期間を
短縮して欲

しい
合計 597 399 320 397 193

73.3 49.0 39.3 48.8 23.7
１０人未満 69.2 50.3 50.3 42.7 26.6
１０人以上３０人未満 70.7 54.8 38.9 44.4 21.3
３０人以上１００人未満 70.3 50.2 37.7 52.7 25.5
１００人以上３００人未満 87.6 46.3 38.8 57.0 23.1
３００人以上 84.2 28.1 19.3 56.1 21.1
不明 46.7 26.7 46.7 20.0 20.0
精密機械器具製造 76.2 50.0 35.7 54.8 21.4
輸送用機械器具製造 75.0 41.7 29.2 29.2 25.0
電子デバイス・情報通信機器製造 85.7 50.0 50.0 53.6 32.1
電気機械器具製造 74.3 49.7 34.1 47.9 25.1
金属製品 72.3 52.1 36.2 44.7 21.3
一般機械器具製造 79.4 55.6 45.6 50.0 29.4
鉄鋼・非鉄金属 74.4 40.2 34.1 50.0 23.2
窯業・土石 61.5 48.7 38.5 43.6 15.4
その他製造 67.0 43.2 39.8 47.7 18.2
製造以外 66.7 47.8 46.7 55.6 21.1
不明 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
増加・向上した 75.9 48.0 33.8 48.4 24.6
変わらない 73.3 51.7 55.2 49.1 22.4
減少・低下した 62.6 50.4 47.5 50.4 20.9
不明 100.0 66.7 66.7 33.3 33.3
増加・向上した 75.6 46.6 30.8 49.7 23.5
変わらない 70.6 50.3 45.7 44.7 23.4
減少・低下した 70.3 54.4 54.4 51.3 24.7
不明 75.0 50.0 62.5 50.0 25.0
１５％以上の減少 68.2 50.6 45.5 44.3 20.8
５～１５％未満の減少 71.9 43.8 37.5 51.0 21.4
 ＋－５％未満の増減 77.1 52.1 43.6 54.3 31.4
５～１５％の増加 80.5 46.3 34.1 47.6 25.6
１５％以上の増加 76.3 51.5 22.7 46.4 19.6
２０％未満 76.2 48.1 34.1 49.2 25.9
２０％以上５０％未満 76.8 48.9 40.5 51.8 22.9
５０％以上８０％未満 72.8 50.3 41.1 45.7 27.2
８０％以上 69.1 52.0 43.4 49.7 22.3
不明 36.8 21.1 21.1 15.8 0.0

雇用調整助成金に対する期待・要望

被保険者数
変動率

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

産業分類
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Ｆ９　今後雇用調整助成金制度に期待すること（その２）

雇用調整
助成金以
外の助成
制度を充
実して欲し

い

その他 無回答 合計

合計 170 37 38 814
20.9 4.5 4.7 100

１０人未満 22.4 5.6 4.9 100
１０人以上３０人未満 20.9 4.2 4.2 100
３０人以上１００人未満 23.0 5.9 5.0 100
１００人以上３００人未満 23.1 1.7 0.8 100
３００人以上 8.8 5.3 7.0 100
不明 0.0 0.0 26.7 100
精密機械器具製造 16.7 7.1 2.4 100
輸送用機械器具製造 29.2 8.3 4.2 100
電子デバイス・情報通信機器製造 10.7 3.6 0.0 100
電気機械器具製造 19.8 4.2 6.0 100
金属製品 25.5 4.3 3.2 100
一般機械器具製造 23.1 3.8 3.1 100
鉄鋼・非鉄金属 19.5 2.4 6.1 100
窯業・土石 12.8 7.7 12.8 100
その他製造 20.5 4.5 6.8 100
製造以外 22.2 5.6 2.2 100
不明 0.0 0.0 0.0 0
増加・向上した 21.2 4.1 4.1 100
変わらない 19.0 3.4 3.4 100
減少・低下した 21.6 7.2 7.9 100
不明 0.0 0.0 0.0 100
増加・向上した 20.2 4.0 4.4 100
変わらない 24.4 4.1 5.1 100
減少・低下した 19.0 7.0 5.1 100
不明 12.5 0.0 0.0 100
１５％以上の減少 17.3 6.3 6.3 100
５～１５％未満の減少 21.9 3.6 3.1 100
 ＋－５％未満の増減 25.0 4.3 4.3 100
５～１５％の増加 22.0 2.4 3.7 100
１５％以上の増加 19.6 4.1 5.2 100
２０％未満 23.8 6.5 4.3 100
２０％以上５０％未満 20.8 3.2 4.6 100
５０％以上８０％未満 24.5 4.0 4.0 100
８０％以上 16.0 4.0 2.3 100
不明 10.5 15.8 36.8 100

取引高が最
も多い取引
先の売上高
が全体に占
める割合

会社全体の
従業員数

現在の状況：
売上高

現在の状況：
利益率

被保険者数
変動率

産業分類

雇用調整助成金に対する期待・要望
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